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　このたび、日本セーフティプロモーション学会第２回

学術集会にお招きいただき、大変光栄に存じております。

　安全なコミュニティづくりというのは、私の活動（仕

事）の核となるテーマであり、またＷＨＯが提唱してい

ることでもあります。まさに、私たちが取り組んでいる

こと、つまりコミュニティそして人々をより健康にする

ことなのです。

序章

　こんにち、私たちは、健康に関する状況が世界規模で

変化しているのを目の当たりにしています。21世紀の社

会、政治、経済、環境における変化は、私たちの健康と

ウェルビーイングにとって新たな脅威となっています。

　近代化、都市化、工業化、環境の悪化、災害、移住、

市場のグローバル化、遠距離通信、そして人口動態の変

化……これらは全て社会的・政治的・文化的環境に世界

規模そして地域規模で影響を与えています。同様に、こ

れらの変化は健康にも影響を与えてきましたし、これか

らも影響を与えていくでしょう。

　私たちは、どこにいても伝染性あるいは非伝染性の疾

病、外傷、製品、暴力、自然災害などによって限りない

（健康への）リスクにさらされています。

　世界レベルで、暴力や外傷によって社会が受けている

数え切れない（心身への）ダメージと同様に、外傷・死

亡・障害などによる過大な損害（損失）にも次第に関心

を持つようになっています。

　（暴力や外傷が社会に与える損失）コストは非常に大

きいのです。特に、殺されたり、外傷を負った若者など

は、被害にあわなければ、（社会に）貢献していたはずな

のです。また、家族に対しても生産性の喪失や経済的困

難といった大きな影響を与えます。

安全向上の必要性

　こんにち、周囲をみまわしてみると、さまざまな「変

化」を目にします。例えば、コミュニティが変わってい

ます。意図しない都市化が進んでいますし、工業化に対

しては強い規制がなされていない。産業や雇用構造が変

化し、簡単にモノやサービス、情報が手に入ります。こ

れらすべてが私たちの安全や健康へ大きな影響を与える

状況を創り上げているのです。

　現在、私たちのコミュニティは、真に安全とはいえま

せん。「ＷＨＯ外傷チャートブック2002」によると、外傷

や暴力に関する事実や数字からは、暗い側面が見えてき

ます。

　外傷や暴力による死亡は全死亡の９％を占めています

し、障害の16％は外傷や暴力が原因となっています。そ

して疾病負担の12％を占めています。毎年、５百万人以

上の方が暴力や外傷によって命を失っており、それは、

死亡率でいえば10万人あたり84人で、ＨＩＶとマラリアと

結核で亡くなった方を合計した数に匹敵するのです。実

際、2008年には、死亡率は87％にまでなりました。［14］

　（これらから今後の）傾向を推測すると、より暗い側

面が描き出されます。ほとんどの外傷は予防できるにも

かかわらず、2020年には、交通事故、自傷、そして対人

暴力のＤＡＬＹ損失における影響はさらに高まると推定

されています。［15］

　同様に、全死亡における割合（％）からみると、交通

事故などによる死亡は著しく増えると予測されています。

2004年時点で死亡原因の９位であったのが、2030年には

５位となるのです。

　これは、そもそも自動車を所有し運転する人が増えた

こと、そして低・中所得の国々の経済成長によります。

また、暴力も22位から16位になり、自傷も16位から12位

へ順位をあげると予測されています。［16］

　どのような人たちに、より大きな負荷がかかるので

しょうか？どのような人たちが、より弱者となり、外傷

の高いリスクにさらされるのでしょうか。このようなこ

とことを知ることは大切なことです。なぜなら、それに

よって私たちは優先的にどんな取組から着手すべきかが

わかるからです。

　まず、90％以上の死亡は、低所得あるいは中所得の国
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で生じています。2008年時点での所得の差は非常に幅広

く、低所得では116で、これは高所得国の42の約３倍です。

この違いは、所得グループを反映していると考えていま

す。次に、男性の外傷による死亡率は、女性の約２倍で

す。この差異は、危険な活動や特定の外傷や暴力に関わ

る環境にさらされる度合の高さを反映しているといえる

でしょう。たとえば、（火による）火傷だけが女性が男性

を上回っている外傷です。３つめに、外傷による死亡の

約50％は、15-44歳の若い方たちです。彼らは、もっとも

生産的な年齢層で、高齢者や子どもたちが大きく頼って

いる年齢層であるということは非常に残念なことで

す。［17］４つめは、世界の死亡率の約40％は70歳以上の

高齢者の転倒によるものです。５つ目は、転倒や火傷の

ＤＡＬＹ損失の約50％は、０歳～14歳の子どもです。溺水

による死亡率も同様です。また、溺死の25％、火に関連

する死亡の15％が５歳以下の子どもであることに注目す

る必要があります。この年齢層は、生活能力が十分に備

わっていないことも含め、とりわけ弱い存在であること

から特別な注意が必要です。［18］［19］

　ここで、子どもや若者の状況について、取り上げたい

と思います。87万5000人が18歳になる前に亡くなってい

ます。そして、1000～3000万人が致命的ではないものの

ケガをし、何千人という子どもが毎年障害者となってい

ます。 これらの主な原因は交通事故によるケガ、溺水、

そして火傷です。［20］

　さらに、世界的なレベルでの外傷による負荷を見た場

合、外傷による死亡の25％は交通事故が原因であり、こ

れがもっとも大きな要因となっています。［21］ここに、

いくつか交通安全に関する驚くべき統計があります。ま

ず、自動車の衝突は、10歳から24歳の年齢層にとってもっ

とも大きな死亡要因です。次に、毎年120万人が交通事故

によって命を失っています。３つめに、5000万人以上が

ケガをしたり、それによって障害者になったりしていま

す。そして４つめとして、その半数が弱い立場にある道

路利用者、つまり歩行者、なかでも高齢者、自転車やバ

イクに乗っている人たちなのです。５つめは、これが国

のＧＤＰのうちの４％のコストを占めるということです。

［22］

　ＷＨＯが予測しているのは、これからの25年の間に、

交通事故による外傷は、公衆衛生において最も重要な課

題の一つとなるであろう、ということです。ですから、

私たちは、特に子どもや若者、弱者が被害者となる、こ

れらの３つの外傷を引き起こす要因に着目しているので

す。

　外傷に関連する死亡率や負担の地域配分を見た場合、

世界の人口の約28％を有する西太平洋地域（ＷＰＲ）に、

死亡率及びＤＡＬＹ損失の約１/４が集中していることに

気がつくでしょう。とはいえ、よい点もあります。10万

人あたりの外傷による死亡率を見た場合、この地域は、

アメリカについで世界で二番目に低いのです。

　ですから、この地域の取組は、非常に成果を上げてい

ると言えるかもしれません。とはいえ、今、もっともっ

とやらなくてはならないことがあるのは明らかです。

［24］

ＷＨＯの安全向上のための取組み

　統計からは、暴力や外傷を予防するためにもっと多く

のことをする必要があることがわかります。私たちは、

より安全なコミュニティづくりを進める必要があります

し、人々がより安全で健康になるよう取り組む必要があ

ります。ですから、私たちは人々の安全を通して、安全

なコミュニティを作っていくのです。

　ＷＨＯは、事故などの被害者や命と取り留めた方たち

によりよいサービスを提供する必要性、そして長期的に

はその要因に対する予防を進める必要性があることに着

目しています。

　ＷＨＯは、1966年に世界保健会議において交通事故予

防に関するWHA19.3 1の結果を支持したときに、すでに暴

力、安全、健康の問題に言及することの必要性を認識し

ていました。

　以来、様々な文書を発行してきました。今回の交通安

全に関する世界現状報告書（Global Status Report）の目

的は、交通外傷に関する世界報告での提言への取組に関

する評価です。

　地域レベルでのＷＨＯの取組は、私たちの管理組織の

権限のもと、また、長年の経験と知識に基づいて進めら

れています。ヘルスプロモーションは、オタワ・ヘルス

プロモーション憲章において「人々が健康を管理し、健

康を増進するためのプロセス」と定義されたように、明

らかに安全向上のプラットフォームです。

　そして、私が強調したいのは、様々な対応が必要とさ

れる、重要な要素である「安全」です。これまでのヘル

スプロモーションの会議をもとに、私たちはヘルスプロ

モーションと安全向上に寄与する様々な基本要因－健康

に関する公的政策、支援的環境、パートナーシップ、そ

して国レベルでの枠組みなど－に関する指針を有してい

ます。

健康増進（ヘルスプロモーション）に向けた

取組の地域のフレームワーク

　「ヘルスプロモーション」のための西太平洋地域のフ
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レームワークは、「健康な場所（healthy Place）」、「健康

なステージ（healthy stage）」、そして「健康な選択（healthy 

choice）」を想定しています。まず、健康なステージと選

択について少しお話ししましょう。そして、その後に健

康な場所について詳しくお話します。［30］

　「ステージ」というのは、乳幼児期、幼児期、成年期

といった人生におけるそれぞれの段階のことです。これ

は、ライフサイクルあるいはライフコースとも言われ、

ヘルスケアにも関係しています。ヘルスプロモーション

活動に焦点を置いている特定のライフステージでは、優

先的なグループがあります。私たちは、これらのライス

ステージに関連するリスクを見つけようとします。たと

えば、既婚女性のドメスティックバイオレンスや子ども

の溺水です。弱者グループには、特別のニーズがあり、

ヘルスプロモーションでは、これらのニーズを保健分野

だけが満たすためだけでなく、教育など他の関係セク

ターとの協働によって確実に満たすことが非常に重要で

す。

　一方、「健康な選択」というのは、ライフスタイルを考

えて人々が行う選択のことです。

　健康なライフスタイルのなかで、私たちは、個人の選

択に影響を与える社会規範と同様に各自の行動に関連し

たリスクを明らかにすることを目的としています。これ

らのプログラムのなかでは、様々な取組が展開されてい

ます。たとえば、自殺予防などの精神保健プログラムと

同様に虐待防止は、安全向上のための取組みの一つです。

全ての場所で、そして全ての年齢層において、人々は何

が健康な選択で、何が選択肢としてあるのかを知る必要

があります。そして、決断をしやすい環境のなかで早期

にポジティブな選択をする決断をする必要があります。

　「健康な場所」あるいは環境とは、まず、効果的な安

全向上に焦点を置いています。健康な場（環境）づくり

に取り組む場合、私たちは生活、仕事、遊び、学びそし

て日々をすごす環境に関連するリスクをあげます。健康

な職場や市場、健康増進に取り組んでいる学校や病院、

健康な都市・島・村、そしてコミュニティなどがありま

す。［32］

　学校や病院は、「健康」だけでなく「健康増進を進めて

いる」ことも同様に大切です。なぜなら、そこには、学

生や患者といった「そこにいなくてはならない」存在が

あるからです。児童は、幼い時期から健康に関する教育

を受ける必要があります。それによって、早い時期から

健康なライフスタイルを実践することができるようにな

ります。そして、そのポジティブな取組を友人や家族に

伝えていきます。

　健康な都市・島・村、そしてコミュニティは、非常に

大きな地理的な環境で、より小さな健康環境から成り

立っています。健康都市あるいはコミュニティは、健康

な職場・市場、健康増進を進めている学校･病院、健康な

村、家庭、道路、交通機関そして考えられるあらゆるも

のの集成体であるということは言うまでもありません。

そして、それらは安全向上とそのための取組が導入され

るための鍵となる環境なのです。よく言われているよう

に、私たちは、「大きく考え（THINK BIG）」ながら、

「小さなことから始める(START SMALL)」のです。

　現在、皆さまがアジアのセーフコミュニティネット

ワークの一環として取り組んでいることに感謝いたしま

す。京都府亀岡市が日本で初のセーフコミュニティに認

証され、その他の自治体もそれに続いています。この取

組は、セーフコミュニティという事例を通して、コミュ

ニティの様々なセクターが活発に役割を担い、包括的な

外傷予防の取組を通して、外傷予防と安全向上に変化を

もたらしたということができるとおもいます。

　これは、まさにＷＨＯが提唱し、支援しているヘルス

プロモーション（健康増進）に向けた取組のフレームワー

クで表現されている「環境アプローチ」の背後にある原

理です。ヘルシーシティ同盟（The Alliance for Healthy 

Cities；ＡＦＨＣ)は、健康とその他の関連する取組に関す

るもう一つのよい事例です。ヘルシーシティの取組は、

ヨーロッパ地域で1980年代半ばに始まりました。［35］

　ヘルシーシティは、様々な国で支持され、健康問題を

抱えるコミュニティにおいて、様々なセクターによって

成功を収めてきました。

　（ヘルシーシティとなった）都市が自分たちのネット

ワークを公式化したのは適切だったといえるでしょう。

2003年には、ＷＨＯの支援も得て、憲章と管理組織を備

えたヘルシーシティ同盟が作られました。「ヘルシーシ

ティ」とは、人々が日々の生活において自分のもつ機能

を発揮し、可能性を最大限に引き出すために互いに助け

合うことができるような、「物理的及び社会的環境を継続

的に構築・改善し、地域資源を開発している都市」と定

義されています。

　2008年８月現在、同盟には99のメンバーと21の准メン

バーがいます。日本は11の都市がメンバーになっていま

す。実際、市川市は、今月(10月)の後半に第三回世界ヘ

ルシーシティ同盟大会を主催します。これには、世界中

から40名の市長を含む200を超える参加が予定されてい

ます。［37］

　この機会に、多くのヘルシーシティに関する賞が授与

されます。これには、「暴力防止」に対する賞や「アク

ティブエイジングと安全」、「緊急時の備えと対応計画」

なども含まれています。「アクティブエイジングと安全」
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は、障害の予防についてです。緊急時への備えは、災害

時や緊急の事態において重要であり、これは多かれ少な

かれ暴力と外傷に対応します。

外傷及び暴力を防止の取り組みのための

地域のフレームワーク（2008-2013）

　地域の暴力と外傷の予防にむけた取組と安全向上のた

めには今後、取り組まなくてはならないことが多くあり

ます。それは、外傷の重要さ及び原因に対する認識と理

解が十分でないこと、外傷や暴力の予防に対する国の政

策や計画が十分でないこと、そして外傷データを収集し、

対策を企画する能力が限られていることなどで

す。［38］［39］

　2008－2013年の外傷及び暴力予防の取組にむけた地域

レベルのフレームワークは、効果的かつ効率的な外傷及

び暴力予防を推進するための体系だったアプローチの必

要性に対応し、（地理的な意味において）全領域で進めら

れています。政策文書を書き進めるプロセスにおいては、

特定の問題に関する意見やものの捉え方に大きな変化を

もたらすことができます。そのため、この文書は、外傷・

暴力防止の取組を強化する重要な最初の一歩となります。

そのフレームワークのなかから、鍵となるステークホル

ダーから取組へのアドバイスを得るのです。

　ビジョンは、「死あるいは重傷や障害につながる外傷や

暴力の発生率が、現在世界で実現している最も望ましい

率に達する、あるいはそれを下回る地域となること」で

す。［40］

　現在、世界でベンチマークとして用いられている「率」

とは何でしょうか？たとえば、もう一度、年齢標準化外

傷関連死亡率における所得差をあげさせてください。低

所得国では116、これは高所得国の42のほぼ３倍です。こ

の場合、42がベンチマークになります。

　総体的な目標は、まず、総体的な外傷の減少（20％）、

中央政府がそれを公約する国の増加、より多くの国によ

る信頼性のあるデータに基づいた実行計画の策定、そし

て政府からより多くの配分と寄附による予算が増えるこ

とです。［41］鍵となる要素は、「サーベイランス、デー

タ収集と管理」「国の政策と実施計画」「トレーニングと

能力の向上」「暴力及び外傷予防の取り組みの実践」「連

続したケア（入院前ケア、入院中のケア、そして退院後

のフォローアップ）」「地域及び国レベルでのネットワー

ク」です。［42］

　フレームワークでは、２つのタイプの実践を推奨しま

す。分野横断的な取組と特定の分野の取組です。分野横

断的な取組とは、外傷予防のためのインフラ整備、デー

タ、度量（能力）、調査とサービスです。特定の分野での

取組は、交通安全、子どもや若者の外傷や暴力です。優

先的な外傷予防の領域は、人口統計や社会経済、弱者グ

ループそして外傷の要因などにみられる地域の特徴と一

致していることに気がつくことでしょう。

　さらに、それらの領域においては、目的、鍵となる実

践者そして対象者が明らかになります。一方、国にとっ

ては、それぞれの優先的に取り組む領域をどう組み合わ

せるか決定するための助けとなります。［43］

効果がみられた方策

　私たちは国際的な経験とエビデンスにもとづいて、被

害を低減させ命を救うための効果的な予防策をどう実践

するか指導することができます。

　さらに、独自の立場と能力によって、個人や団体そし

てネットワークが、単独で、あるいは協働で、最も効果

が期待できる「選択肢」を選び、優先して導入させるこ

とができます。

　十分に情報を取り入れて活動することで、医療・社会・

経済の面でのコスト軽減、そして一連の外傷や暴力軽減

において大きな効果を生むことができます。

　特に子どもや高齢者そして障害者などの弱者グループ

にとって暴力と外傷を予防する効果的な方法とアプロー

チがあります。

　最大の効果を得るには、様々な方法を併せることです。

たとえば、チャイルドシートとヘルメットのように法律

とその執行、薬局の容器・有毒な薬品・おもちゃや遊具

のような製品の改良、スピード減速のためのハンプ設置、

ふたのない井戸へのふたの設置、水辺をフェンスで囲う

といった環境の改善、大人がプールで監視をする、安全

な行動を促すための家庭訪問などの管理や家庭訪問、教

室での安全と危険な行動に関する授業や水泳の授業のよ

うな教育、そしてセーフコミュニティ、ヘルシースクー

ル、ヘルシーシティのようにコミュニティを基盤とする

全体的な取組。［44］

　これらは、いわゆる「シンプル」なものですが、ＷＨＯ

がすすめる「お買い得」なのです。たとえば、ヘルメッ

トに１ドル投資すれば、32ドルの医療費を軽減すること

ができます。そして、ヘルメットは深刻で致命的な頭部

外傷を45％まで減らすことができます。シートベルトは、

適切に装着していれば、自動車の衝突のリスクを61％減

らすことができます。子どものチャイルドシート使用を

義務付けることは、子どもの死亡を35％減らすことがで

きます。飲酒運転に関する法律を世界規模で執行するこ

とで、飲酒に関連する交通事故が20％減るといわれてい

ます。そして、平均スピードを時速１キロ減らすことで

自動車の衝突を２％減らすことにつながります。［45］
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　2007年、ＷＨＯは「外傷及び暴力の予防；保健省への

ガイド1」という文書を発行しました。これは、ステッ

プ・バイ・ステップのガイダンスと世界のさまざまな地

域での取り組みのリストと概要を提示することによって

国レベルの暴力と外傷を予防する取組を支援するために

作成されました。

　保健分野が考慮すべきことについていくつか例を挙げ

ましょう。まず、家庭訪問プログラムは児童虐待を減ら

すには効果的で、保健セクションがリーダー的な役割を

担います。２つめに、火による外傷を減らすための取組

については、関連製品の改善があります。このようなケー

スでは、保健分野は主に提唱、協働、そして評価を行い

ます。これは、また家庭と学校のパートナーシップにお

いて進められている、子どもの暴力を減らす取組に親が

より関与するためのプログラムにも適応できます。最後

に、危険な行動の変化のみに焦点をあてている（それ自

体で独立している）教育プログラムは、意図的外傷及び

不慮の外傷においてそれほど効果がないことに注意して

ください。ですから、保健分野ではそれをしないように、

とアドバイスしています。［46］

結論

　安全の向上と外傷の予防は達成可能です。どうやった

ら達成することができるか、ということについては十分

なガイダンスと知識があります。この急速に表面化して

いる公衆衛生の問題に対応しようという政治的決意が高

まっています。必要とされる様々な分野での対応があり、

総体的・協調的な方法によってのみこの問題を解決する

ことができるのです。

　パートナーシップというのは、予防とコントロールの

ための取組を成功させるにあたっての「鍵」となります。

たとえば、ユネスコやＩＬＯは障害を持つ方たちが教育を

受け、職に就く機会を確実にするために取り組んできま

した。暴力防止と安全向上に関するＷＨＯの協働セン

ターは数多くあります。地域単位あるいは国単位で予防

プログラムの鍵となる要素があります。ＮＧＯ、市民団体、

そして個人レベルでもパートナーになることができるの

です。もちろん、日本セーフティプロモーション学会の

ような特化した組織も含まれます。［48］［49］

　最後に、健康の社会的要因に関する委員会の報告から

引用したいとおもいます。等しく健康であるために「基

本的なものにアクセスでき、社会的な結束力があり、物

理的及び心理的な意味でのウェルビーイングを高めるよ

うデザインされ、そして自然環境を保護するコミュニ

ティが必要である」。［50］

　私が思うのは、今、この「基本的なもの」としてリス

トアップするものを広げる時期だということです。それ

には、外傷や暴力を予防することも含まれています。心

身面のウェルビーイングには、不安や心配がないこと、

家庭や職場、学校、そして道路が安全であることに確信

をもっていることが含まれます。強調しなくてはならな

いのは、健康な場というのが必要であり、まず安全な場

所であるということです。

　ＷＨＯは、日本セーフティプロモーション学会という

パートナーを得ることができ、非常にうれしく思ってお

ります。私たちは、より安全な家庭、学校、コミュニティ、

特に子どもや高齢者、障害者といった社会のより弱い立

場にいる方たちに対して同じビジョンをもっています。

　私たちは、分野を超えた協働に基づいた基盤整備と総

括的なプログラムを評価しています。ともに、他のパー

トナーやステークホルダーと一緒に、より安全なコミュ

ニティをつくり、人々をより健康にすることができるの

です。

1 Preventing injuries and violence: a guide for Ministries of Health
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Building safer communities: the
WHO Approach

Building safer communities: the
WHO Approach

2nd Annual Mtg Japanese Society for Safety 
Promotion

11 October 2008

LINDA L. MILAN, M.D., M.P.H.

Director,  Building Healthy Communities and Populations

WHO Western Pacific Region

Outline of presentation

The changing landscape of 
international health

The need for safety promotion

WHO’s approach to safety 
promotion

Strategies seen to have worked

Conclusion

The changing landscape of 
international health

““Globalization and urbanization combine to create Globalization and urbanization combine to create 
new problems for health.  Modernization is new problems for health.  Modernization is 
occurring faster than the ability of occurring faster than the ability of GovGov’’tsts to to 

provide essential supporting infrastructuresprovide essential supporting infrastructures……
Demographic and epidemiological transition have Demographic and epidemiological transition have 

combined with nutritional and behavioural combined with nutritional and behavioural 
transitions to create ominous new trends for transitions to create ominous new trends for 

healthhealth…”…”

Dr Margaret ChanDr Margaret Chan

(May 2007)(May 2007)

The Western Pacific Region

Disease and CivilizationDisease and Civilization

CivilizationCivilization
DiseaseDisease

Interaction

Environmental factors
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The graying
of the 
world’s
population

Changes in disease pattern as expressed by Changes in disease pattern as expressed by 

disease burden in developing countriesdisease burden in developing countries

DALY = Disability-Adjusted Life Year    (Source: WHO, Evidence, Information and Policy, 2000)

19901990 (%)(%) 20202020 (%)(%)
Noncommunicable

disease

43

27

Trauma

21

15

49

Infectious disease

Maternal disease

22

49

14

Psychiatric disease
9

14

The need for safety promotion

Asia is home to 60% of the Asia is home to 60% of the 

worldworld’’s populations population

It is estimated that 60% of the It is estimated that 60% of the 

increase in the global urban increase in the global urban 

population will be in Asiapopulation will be in Asia

The working child Some facts on injuries and violence

Levels

Injuries and violence account for 9% 
of mortality, 16% of all disabilities and 
12% of the disease burden

With roughly 5 million deaths from 
injuries yearly, the mortality rate is 84 
per 100 000 population

WHO Injury Chart Book, 2002

Injuries and violence:
Trends/Projections (Rank in DALYs lost)

1990         2020

Road traffic injuries 9 3

Self-inflicted injuries 17 14

Interpersonal violence     19 12

World Injury Chart Book, 2002

Injuries and violence:
Trends/Projections (Rank in % ofdeaths)

Cause of death         2004         2030

Road traffic accidents 9 5

Self-inflicted injuries 16 12

Violence 22 16

World Health Statistics, 2008
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Some facts on injuries and violence

Differentials

More than 90% of deaths occur in low- and 
middle-income countries

Injury mortality among men is twice among 
women

Young people aged 15-44 years account for 
almost 50% of injury-related mortality

WHO Injury Chart Book, 2002

Some facts on injuries and violence

Differentials

Over 40% of global mortality due to 
falls occurs among persons aged 70 
years and over

Roughly 50% of DALYs lost to 
falls/fire-related burns are among 
children 0-14 years of age

WHO Injury Chart Book, 2002

Some facts on injuries and violence

Differentials

Over 50% of mortality due to 
drowning occurs among children 0-14 
years of age
About 23 000 children die every year 
as a result of poisoning

WHO Injury Chart Book, 2002

More facts on child and adolescent injuries

875 000 deaths in under 18's

10-30 million non-fatal injuries 

Thousands of disabled

Leading causes

Road Traffic Injuries

Drowning

Fire-related burns

Some facts about road safety

Traffic crashes are the number one cause of 
death for children and youth between ages 
10 and 24 years
More than 1.2 million die in road traffic 
crashes every year
As many as 50 million more are injured or 
disabled
Half are vulnerable road users – pedestrians 
(especially older people), cyclists and 
motorcyclists
Cost to countries could be up to 4% of their 
GNPs

WHO Fact File, 2005

Motorization in VietnamMotorization in Vietnam

Hanoi, 1993

Hanoi, 2002

Hanoi, 2001

The Western Pacific Region:
contribution to the global problem 

Cause Mortality      Burden

%32%42llA

Road traffic injury 24 24

Fire-related burn 9 7

Drowning 38 39

Falls 32 35

Poisoning 17 17

Interpersonal violence 11 11

Suicide 42 38
WHO Injury Chart Book, 2002
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WHO’s approach to safety 
promotion

World Health Assembly:

resolutions on injury prevention

2004 (WHA 57.10) – Road safety and health
2003 (WHA 56.24) – Implementing the recommendations

of the World report on violence and 
health

1998 (WHA 51.8)   - Concerted public health action on
anti-personnel mines

1997 (WHA 50.19) – Prevention of violence
1996 (WHA 49.25) – Prevention of violence: a public

health priority
1974 (WHA 27.59) – Prevention of road traffic accidents
1966 (WHA 19.3)   - Prevention of traffic accidents

Some relevant publications

World Report on Violence and Health (2002)

World Report on Road Traffic Injury Prevention 
(2004)

World Report on Violence Against Children 
(2005)

World Report on Child Injury Prevention (to be 
launched in December 2008 in Viet Nam)

World Report on Disability and Rehabilitation 
(forthcoming)

Global Status Report on Road Safety 
(forthcoming)

Health promotion:
the platform of safety promotion

… the process of enabling people to increase 
control over and improve their health and 
safety (the Ottawa Health Promotion Charter 1986)

Healthy Public Policy (Adelaide, 1988)

Supportive Environment (Sundvall, 1991)

Partnerships (Jakarta, 1997)

National Framework (Mexico, 2000)

WHO’s approach to safety 
promotion

Regional Framework of Action for 
Health Promotion

Regional Framework for Action on 
Injury and Violence Prevention 
(2008-2013)

WHO/WPRO Framework of Action for 

Health Promotion

Vision:

Healthy places

Healthy stages

Healthy choices

Healthy Places(Settings)

Healthy Workplaces

Healthy Marketplaces

Health Promoting Schools

Health Promoting Hospitals

Healthy Cities/Islands/Villages

Healthy Homes

Healthy Streets/Roads

Healthy Transport Facilities
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The Birth of the Alliance for Healthy The Birth of the Alliance for Healthy 

CitiesCities
Healthy Cities in the 
Western Pacific Region

What is a healthy city?

A healthy city is one that is 
continually creating and improving 

those physical and social 
environments and expanding those 
community resources which enable 

people to mutually support each 
other in performing all the functions 

of life and in developing to their 
maximum potential.

3rd Global Conference/General Assembly of the 

AFHC : Health Security in the City

(23-26 October 2008, Ichikawa City)

WHO Healthy Cities Awards 2008

• Preventing violence

• Active ageing and security

• Health emergency preparedness and  

response planning

Award Categories:

• Good Practice

• Best Proposal 

WHO’s approach to safety 
promotion

Regional Framework for Action on 
Injury and Violence Prevention 
(2008-2013)

Injury and Violence Prevention 

Issues and challenges:

Insufficient awareness and understanding 
of  magnitudes and causes of injuries

Lack of national policies and plans on 
injury and/or violence prevention

Limited national capacity to collect and 
analyze injury data, and design and 
implement interventions

Regional Framework for Action on
Injury and Violence Prevention

VISION:

a region where fatal, severe and 
disabling injury and violence rates 
are reduced to current world best 
practice rates or below
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Regional Framework for Action on
Injury and Violence Prevention

REGIONAL TARGETS (2013):

Overall reduction in fatal child and adult 
injuries by 20%

Increased number of countries with a 
documented strong commitment at the highest 
level of government

National action plans developed and 
implemented by an increased number of 
countries and supported by reliable data

Increased allocations from government and 
donor budgets regionally

Key elements   
Injury and Violence Prevention Programme

Surveillance, data collection and 
management

National policies, strategies and action plans 

Training and capacity building

Interventions to prevent injuries and 
violence

Continuum of care (pre-hospital, hospital 
and follow-up care)

Regional and national networks

Recommended actions

Cross-cutting areas: infrastructure for injury 
prevention, data, capacity, research, services

Specific injury prevention areas: road traffic 
safety, child and adolescent injury, and 
violence

For each area:

1. Objectives

2. Actions

3. Key players

4. Targets

What have been shown to 
work?

Multi-pronged approaches are 

most effective:

•Legislation and enforcement

•Product modification

•Environmental modification (built   
environment

•Supervision and home visitation

•Education

•Community based, 

holistic approaches

Benefits from simple preventive actions
the best buys

Helmets – Every US$1 invested in a motorcycle 
helmet can save US$32 in medical costs; helmets 
reduce serious and fatal head injuries by up to 45%

Correctly used seat-belts reduce the risk of death in 
a crash by 61%

Mandatory use of child restraints can reduce child 
deaths by 35%

Enforcing a drinking and driving law around the 
world can reduce alcohol-related crashes by 20%

For every 1 km/h reduction in average speed,
there is a 2% reduction in the number of crashes

Preventing injuries and violence:
a guide for ministries of health (WHO, 2007)

Advocate, 
collaborate, 
evaluate

PromisingModifying products – eg, 
kerosene stoves, cooking 
vessels and candle holders

Fires

DiscourageIneffectiveStand-alone education 
programmes focusing only 
on changing risky behaviour

Intentional/

unintentional 
injuries

Advocate, 
collaborate, 
evaluate

PromisingHome-school partnership 
programmes promoting the 
involvement of parents

Youth 
violence

LeadEffectiveHome visitation programmesChild 
maltreatment

Health 
(sector) role

Effective-
ness

InterventionsCause

Conclusion

Safety promotion and injury prevention 
is achievable

The political will is growing

There is enough guidance and 
knowledge

A comprehensive and coordinated 
approach is required

Partnership is key
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The Japan Society for Safety Promotion:
A partner in safety promotion

Recommending good infrastructures and 
collaborative efforts with cross-sectional 
groups in the community

Planning long-term and sustainable 
programmes covering issues on gender,  age, 
environments

Making programmes that target high-risk and 
vulnerable groups

Healthy Places Healthy People
(Commission on Social Determinants of Health)

Communities and neighbourhoods 

>that ensure access to basic goods,

>that are socially cohesive, 

>that are designed to promote good physical 
and psychological well-being and

>that are protective of the natural environment

are essential for health equity.

THANK YOU!
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はじめに

　ご紹介にあずかりました独立行政法人都市再生機構の

高橋と申します。鈴木先生からは、身に余るご紹介をい

ただきまして大変恐縮しております。また、今日は、こ

のような機会をいただきまして、光栄に思います。今、

石附さんからもご紹介がありましたが、平成18年の７月

から２年間、内閣府で、交通安全対策と自殺対策を担当

しておりました。私が所属しておりました内閣府の共生

社会政策担当は、私が担当いたしました交通安全、自殺

対策の他に、少子高齢化、青少年の健全育成、障害者対

策、犯罪被害者対策、薬物対策といった、非常に様々な

ことを担当しております。具体的には、たくさんの省庁

がそれぞれの施策を進めていますので、それらの取りま

とめというか、総合調整をしている部署になるんですけ

れども、各省とのつながりの中で、共生社会政策担当と

いう1つの局を横切りするような統一的な考え方という

ものが必要ではないかということで、いろいろと勉強し

ておりましたところ、このセーフコミュニティに出会い

まして、これが、共生社会政策担当としての、それぞれ

の担当を横串にするような統一的な概念として機能でき

るのではないかと考えたというのが関心を持ったひとつ

の理由です。

　もうひとつは、内閣府に来る前に、平成14年から４年

間、三重県の津市というところで助役をしておりまして、

市町村という基礎自治体で、地域の安全・安心のまちづ

くりということを担当しておりました。その中でやはり、

国の組織は、それぞれ、警察とか、国土交通省とか、厚

生労働省とか、いろいろと分かれるのですけれども、市

町村になりますと、安全・安心な地域ということでまと

まってくると、国の縦割りに対して地域はもう１つの組

織でやっているわけです。そこでそれぞれの地域で、こ

ういう安全、安心のまちづくりということをプロモート

していく考え方はないものかなということを考えており

まして、その中でこのセーフコミュニティに出会い、セー

フコミュニティの考え方を少しでも広めていく必要があ

るのではないかということで、衛藤先生に、内閣府の内

部の勉強会でご講演をいただいたり、反町先生には交通

安全対策の各県の課長会議の時にご講演をいただいたり

しておりました。

　また、今年の６月に出ました政府の交通安全白書の中

で、ちょうど亀岡市がこの３月に日本で初めてＷＨＯの

認証を受けましたので、白書の中でトピックということ

で、セーフコミュニティをご紹介をさせていただいたと

ころです。

　このようなこともあって、今日のご指名をいただいた

と思うのですけれども、まだ、国の施策の中で、セーフ

コミュニティというのがきちんと位置付けをされている

わけではありません。私のこの２年間の取組も、ある程

度、個人的に興味を持って取り組んできたというところ

にとどまっておりまして、これからどう国の施策の中で、

このセーフティ・プロモーションとセーフコミュニティ

を位置付けていくのかが大きな課題であると思っており

ます。

　今日は、政府としての交通安全、また、自殺対策とい

うことで、まず、どんな取組をしているかということと、

併せて、セーフコミュニティの考え方を国の施策に活か

していくためには、どういうことが課題になってくるか

ということを考えてみたいと思います。

交通事故の現状と道路交通安全の取組

　それでは、最初に、交通安全からお話をさせていただ

きます。図１が戦後の交通事故の発生状況です。濃い青

線が交通事故による死者数の推移です。これは警察統計

に基づいていますので、いわゆる、24時間死者数、事故

が発生してから24時間以内の死者数です。他に、事故発

生から30日以内の死者数、それから、厚生統計による事

故から１年以内の死者数という、３つの交通事故による

死者数の統計というのがあるのですが、ほぼ同様の動き

をしています。

　戦後のモータリゼーションの進展の中で、昭和40年代

にかけて死者数が急増しまして、第１次交通戦争といわ

れています。このような中、まさに、この46年から政府

としての交通安全対策が始まったわけですけれども、一

旦、急減いたしました。その後、また、徐々に、人口も

政府における道路交通安全、自殺予防の取組

高橋広幸

前内閣府政策統括官付参事官　交通安全・自殺対策担当

日本セーフティプロモーション学会第２回学術集会

◆基調講演２◆
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増えますし、車も増えるという中で増加傾向を示してお

りまして、昭和60年代から平成のはじめ頃が第2次交通戦

争と呼ばれました。その後、平成４年の11451人をピーク

にして減少傾向が続いております。昭和45年が過去最悪

といわれた16765人ですけれども、この十数年、減少傾向

ということで、昨年、平成19年が5744人と、ピークの三

分の一までに減少してきています。今年の上半期、１月

から６月を見ますと、昨年からマイナス13.5％と大幅に

減少しております。

　それから、この２つの線が、事故の発生件数と負傷者

数ということです。こちらの方は、平成の始め頃までは

死者数とほぼ同じような動きを示しているんですけれど

も、平成４年に死者数が減少に転じて以降も、発生件数、

負傷者数は増加が続いておりましたが、３年前に減少に

転じて３年連続ともに減少が続いています。ただ、死傷

者数、負傷者と死者数を合わせますと、まだ100万を越え

るということで、非常に厳しい交通情勢が続いていると

いうことがいえるかと思います。

　図２に、交通事故死者数の減少要因ということで、３

つほどまとめております。実際は、様々な施策の複合的

な効果と思いますけれども、定量的に示せるものとして、

いくつか考えてみました。まずは、自動車乗車中の致死

率の低下ということが一番大きいかと思います。自動車

の運転席や助手席に乗っている人の事故で、死亡率が非

常に下がっているということです。図３のグラフが自動

車乗車中の致死率の推移、この10年間の推移ですけれど

も、平成９年の時が0.74です。平成19年が0.31と半分以

下に落ちてきているわけですけれども、その１つの要因

としてはシートベルトの着用率の向上です。こちらの青

い線が、事故が起こった時にシートベルトをしていた人

の割合で、平成９年の77％（右側のグラフ）。これに対し

て、平成19年が89％ということで、最近は90％近くでは

ほぼ横ばいになっていますが、シートベルトの着用者率

の向上に従って、自動車乗車中の致死率がずっと低下傾

向を示してきています。

　それから、もう１つが車両の安全性の向上といえるか

と思います。先ほど言いましたように、シートベルトの

着用者率は平成13年くらいから、ほぼ横ばいが続いてい

るんですけれども、乗車中の致死率はずっと低下傾向が

続いています。新しい年式の車は、エアバッグですとか、

ＡＢＳとか、新しい安全装備が付いておりますので、新し

い年式の車ほど事故が起きたときの致死率が低いことが

はっきりとわかっております。車両の安全性の向上によ

り、今、車同士の事故では、死亡事故は、本当に少なく

なってきたと言えるかと思います。

　もう１つが、飲酒運転が減ってきたということで、飲

酒事故による死者数が非常に大きく減少しております。

図４のグラフが飲酒運転による死者数の推移ですけれど

も、平成２年は年間で1366人の飲酒による死者がありま

した。平成14年の時に、道交法の改正によって、飲酒運

転に対する罰則が大幅に強化されまして、飲酒運転によ

る死者数の減少が見られます。その後、平成15、16年あ

たり、ほぼ横ばいになったのですけれども、ちょうど平

成18年、あの福岡での幼児３人が亡くなるという大変痛

ましい事故がありまして、飲酒運転の根絶に対する社会

的な気運が非常に高まったこともあって、平成18年以降、

また大きく減少しております。それで、平成19年の９月

には更なる厳罰化ということで、罰則が強化されて、新

たに飲酒運転だけではなくて、飲酒運転の車に同乗した

人とか、車両を提供した人、お酒を提供した人も併せて

厳罰にするという改正が行われています。平成19年は、

430名と平成２年から比べますと、もう三分の一以下に

なっています。全体としても、飲酒なしの死者数（青線）

が、全体としても減少傾向にある中で、この飲酒による

事故というのが大幅に減っているということです。ただ、

日本の飲酒事故、元々、非常に少なく、アメリカの大体、十

分の一くらいの割合です。

　次に、図５ですが、交通事故の死者数を年齢別に見た

ものです。交通事故死者数が増加していた頃に最も多

かったのが、この16歳から24歳、いわゆる若者の事故が

一番大きな割合を占めておりましたけれども、死者数が

減少に転じて以降、ずっと若者事故の死者数は減ってお

ります。本来は、少子高齢化で、この年齢階層ごとの人

口そのものが変動していますので、例えば、人口10万単

位の死者数で見るべきでしょうけれども、今日は、人数

で示しています。逆に増えてきたのが、65歳以上の高齢

者の死者です。平成のはじめに逆転して以来ずっと１位

を走っています。元々、65歳以上の人口も増えています

ので、これはある程度しょうがないのですけれども、最

近は、65歳以上の死者数も減少傾向ということになりま

す。ですから、人口10万当たりの死亡率ということで見

ると、高齢者もかなり減少傾向であるということは間違

いないと思います。それから、今一番、課題になってい

ますのは、この15歳以下、人数としては緩やかな減少で

すけれども、この階層の事故減少に比べると減り方が少

ないということで、子供の事故をどう減らしていくのか

というのがこれらの大きな課題というふうに考えており

ます。この16歳から24歳の層がこれだけ大きく減ってい

るという中で、若者の車離れということも影響している

のですけれども、この減少傾向に比べると、子供の事故

が減らないというところが１つの大きな特徴というか、

今後の対策の課題であると考えています。
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　図６は、交通事故の死者数を状態別に見たものです。

一番多いのは、自動車に乗っている時の死者ですけれど

も、減少傾向で推移しています。今一番の課題は、歩行

中の死者です。減少傾向ではありますが、減少の割合が

少なく、今年か来年くらいは、自動車乗車中と歩行中の

死者数が逆転すると予測されています。特に、諸外国に

比べ、日本は歩行中に亡くなる方の割合が非常に高いこ

とが特徴といわれています。先ほどの年齢別の事故実態

と合わせて考えていただきますと、自動車乗車中という

のは、年齢的には20歳以上の方が中心になります。歩行

者の中心というのは、高齢者と子供ということになりま

す。従いまして、歩行中の子供と高齢者の事故防止とが

これからの交通事故の死者数の減少、交通事故対策の一

番の課題ということになろうかと思います。

　図７は、人口10万人当たりの交通事故死者数を国際比

較したもので、これは事故発生から30日以内の死者数で

すけれども、日本は5.7人で、世界的に見れば、非常に、

交通事故については安全な国ということが言えるかと思

います。アメリカの三分の一近く、韓国の半分以下とい

うことになります。現在、政府としては、平成24年まで

に、交通事故による死者数を5000人以下にするという大

きな目標を掲げております。その目標が達成されれば、

人口10万当たりでは、4.5人となりますので、今一番低い

オランダ並みの世界一安全な、交通事故については世界

一安全な国を目指して進めております。

　図８は、交通事故対策の推進体制ですが、昭和45年に

交通安全対策基本法が制定され、それに基づいて５年ご

とに計画を作って進めております。計画策定の中心にな

りますのが、中央交通安全対策会議で、総理大臣が会長

を務めています。また、都道府県、市町村でも、知事、

市町村長が中心になってそれぞれ会議を作って、政府の

交通安全基本計画に基づき、都道府県、市町村、それぞ

れのレベルで計画を作って取組を進めています。

　図９が、今、取り組んでいる第８次交通安全基本計画

の概要です。平成18年から22年の５年間の計画というこ

とで、基本理念としましては、まず、交通事故のない社

会を目指すということを掲げています。スウェーデンの

交通事故による死者や重傷者をゼロにするというビジョ

ン・ゼロの影響もありますし、計画策定段階での交通事

故被害者の方々からの意見も踏まえ、政府の計画で初め

て究極の目標として交通事故のない社会を目指すという

ことを掲げています。もうひとつが、先ほど、石附さん

からお話がありました、「人優先」を掲げています。先ほ

どお話したように、歩行者の事故が多いという日本の特

徴を踏まえ、歩行者事故を減らしていく上で、人優先の

交通安全思想ということでございます。目標として、こ

の５年間で死者数を5500人以下、死傷者数を100万人以下

という数値目標を掲げております。それで、昨年はもう

5700人まで減少してきております。今年も上半期では、

１割以上の減ですので、5500人以下という目標は今年中

には達成が可能だろうと思っております。死傷者数の方

も、ほぼ達成可能という状況にまできているということ

です。４つの視点ということで、少子高齢化、歩行者の

安全確保、国民自らの意識改革、ＩＴの活用と、この４つ

を掲げております。

　図10ですが、具体の取組としては８つの柱と言ってお

りますけれども、交通事故を分析しますと、衝突前の対

策と、車どうしや車と人・自転車がぶつかった時の衝突

時の対策、衝突後の対策、という時間的な区分と、道路

といった環境、人、車両という施策の対象ごとにそれぞ

れの組み合わせでどのような取組をしているかというこ

とを示しています。道路交通環境の整理ということで、

主に衝突前の環境を対象とした施策ですが、信号を付け

たり、歩道を作ったり、人に対しては、交通安全思想、

安全教育、交通安全運動等々を実施しております。また、

安全運転の確保、いわゆる、運転者対策や取り締まりを

行っています。車に対しては、車両の安全性の確保とい

うことで、車の点検・整備ですとか、より安全で事故が

起きても怪我をしないような新たな技術開発ということ

もございます。衝突後の問題としては、救急救助、救急

救命士の養成もございますし、被害者の視点ということ

で損害賠償の問題とか精神的な被害の救済というところ

まで、今、交通安全対策が広がってきております。

　図11ですが、先ほど、第８次の交通安全基本計画の４

つの視点の中で、国民自らの意識改革というのがござい

ます。そこでは、交通安全教育の中で、安全で安心な交

通社会の形成に積極的に関与していく仕組み作りが必要

ということがうたわれておりまして、具体的な取組とし

て、セーフコミュニティという考え方が使えないかなと

いうことで、いろいろな調査、研究をしております。そ

れで、平成23年から、新しい基本計画が始まります。現

在、既にそれに向けた検討が進められておりますので、

そういったところと連携をとりながら、このセーフコ

ミュニティの考え方を政府の交通安全対策の中に取り入

れていくことができればと思っております。

自殺の現状と対策

　続いて、自殺対策の方のお話に移りたいと思います。

図12が、自殺者数の推移です。自殺者数については、厚

生労働省の人口動態統計と警察庁が発表しています数字

の2つがございます。このグラフは、厚生労働省の方の人
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口動態統計の数字です。昭和22年から昨年までの数字で

すけれども、過去３回ほど急増期がありました。昭和30

年代、60年代の初め、それから平成10年以降、特に、こ

の平成10年に、それまでの20000人代前半から一気に

30000人まで増加をいたしまして、その後も高止まりの状

態といいますか、30000人を超える水準が10年連続して続

いています。かつては、数年間で減少に転じていたので

すが、今回はなかなか減る傾向がみえないのです。また、

男女別に見ると、昭和30年代は女性も増えていますが、

二つ目の急増期と平成10年以降は、ほとんど男性がこの

波を作っていることがうかがえるかと思います。

　図13は男女別、年齢別に比較したものです。これは、

自殺死亡率ということで、人口10万人当たりの自殺者数

でみています。男女とも、やはり、加齢とともに死亡率

が上がっていく傾向がございます。グラフが急増後の平

成12年、その前、10年ずつでとっています。高齢者の方

は、男女とも比較的減少傾向が見られるのですが、一番

の特徴がこの黄色い線の中高年、50歳後半のところに

ピークができているということで、平成10年の自殺者の

急増要因のほとんどはこの男性の中高年の自殺数の増加

と言われております。そのこととも関連するんですけれ

ども、図14は自殺死亡率と経済情勢の１つとして、失業

率を並べてみたものです。ご覧の通り、強い相関がうか

がわれます。特に、この平成10年以降の自殺者の急増期

はかなり強い相関がみられます。バブルの崩壊は平成の

初めですけれども、失業率が徐々に上がっていく中で、

平成10年から自殺者が急増しています。そういう意味で、

自殺の背景に、社会的、経済的な要因が大きく関与して

いるということがうかがえるかと思います。

　図15は、自殺死亡率を国際比較したものです。日本の

特徴としては、自殺死亡率が高いということで、ＷＨＯ

に報告がある国の中で、10番目くらいに位置しておりま

す。日本より高いのは、旧ソ連、東欧圏の国がほとんど

です。このグラフは、Ｇ８の国で比較したものですけれ

ども、ロシアに次いで２番目です。アメリカの倍、イギ

リスの３倍くらいの水準になります。男女別に見ますと、

日本の特徴としては、女性の自殺死亡率が非常に高いと

いうことがいえます。Ｇ８の中では一番高く、国際的に

見ると、女性の自殺死亡率の高さが日本の自殺死亡率を

押し上げているといえます。男性だけをみると、ロシア

に比べかなり低い水準になります。

　図16は、自殺対策の経緯ということで、最初に見てい

ただいたように、今までも何度か自殺者数は増減を繰り

返しておりました。そういう中で、自殺予防が政府の取

組として始まったのは、平成10年に自殺者が急増して以

降ということになります。

　平成８年にＷＨＯが自殺予防のガイドラインを各国に

向けて発出をしております。当時は、まだ急増前ですの

で、国内的な動きはほとんどございませんでした。平成

10年に急増して、それを受けて、当時の厚生省で、「健康

日本21」という健康増進計画の中で、初めて自殺予防と

いう項目が取り込まれまして、平成22年までの10年間で、

自殺者数を22000人に減少させる取組が始まりました。そ

の後、平成14年に、厚生労働省の有識者懇談会報告が出

まして、いろいろと取組が進んだわけですけれども、当

時の施策としては、いわゆる、うつ病対策と職場のメン

タルヘルス対策が中心で、自殺を個人の問題、個人的要

因というものでしか見ていなかったということです。そ

のことと、なかなか自殺者数が減ってこないということ

と合わせて、平成17年になりまして、自殺予防に取り組

んでいる民間団体、また、ご遺族の方からのいろいろな

アプローチもありまして、もっと社会経済的な要因に目

を向けた総合的な自殺予防策を講じる必要があるという

動きがございました。そこで、参議院で決議が行われて、

厚生労働省以外の他の役所も、関係省庁も含めた取組が

始まったというのがこの平成17年、それで、平成18年6月

に自殺対策の法制化を求める10万人署名ということを受

けて、自殺対策基本法という法律が議員立法により全会

一致で可決をされ、それ以降、内閣府を中心として政府

全体の取組が始まったということです。

　私がちょうど内閣府に行ったのが平成18年の７月で、

この自殺対策を交通安全と併せて担当をさせていただく

ということになりました。それで、法律に基づきまして、

政府の基本的な自殺対策ということで、昨年６月にこの

自殺総合対策大綱というものを決定いたしまして、今、

それに基づいた取組が進められているところです。この

自殺対策大綱については、今年の初めに、硫化水素を使っ

た自殺が大変大きな問題になりました。それらに対する

対策の強化ということを含めて、策定後１年足らずであ

りますけれども、これが今、見直しという作業が進んで

います。

　図17は、自殺対策基本法の概要をまとめたものです、

ここで申し上げておかなければいけないのは、この基本

法は、自殺防止というのが１つの目的ですけれども、そ

れともう１つ、自殺者の親族等、いわゆる自死遺族に対

する支援が位置づけられていることです。経済的、社会

的に、自殺に対する偏見が強いこともあって、自死遺族

の方々が、精神的に厳しい生活を送られているというこ

とで、自死遺族に対する精神的な支援というものを充実

していくという、この２つの目的、２本柱で施策が進め

られるということです。

　基本理念としてはまさに、基本法ができた背景、自殺
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というのは個人の問題だけではなくて、その背景に様々

な社会的な要因、例えば、借金の問題、過労、それから、

失業とか倒産とか、そういった社会的な要因があるとい

うことを踏まえて、社会的な取組として実施していく、

これが第一の理念として掲げられております。それから、

関係者の密接な連携ということで、自殺対策は、医療だ

けの問題でもないですし、福祉だけの問題でもなく、い

ろいろな社会制度を含んでいるんだ、全体としての取組

が必要であるということでございます。

　図18は、昨年６月にできました自殺総合対策大綱にお

ける三つの基本認識を掲げております。まず、自殺は追

い込まれた末の手段ということ、自殺はよく覚悟の上と

か言われますけれども、必ずしもそうではなく、いろい

ろな問題、それは健康の問題もありますし、経済上の問

題もあります。そういった様々な問題で追い詰められた

状態で自殺に及んでいるということ、それから、自殺を

図った人の多くは、何らかの精神障害に罹患していると

いわれております。ＷＨＯの調査ですと、自殺者の約96％、

日本の国内では、未遂者の調査しかないんですけれども、

大体、四分の三の方に精神障害があるというこことが分

かっています。うつ病、アルコール依存症、統合失調症、大

体、この３つでかなりの割合を占めています。もう１つ

は、自殺は防ぐことができるということです。こういっ

た、いろいろな人々を自殺に追い込んでいる制度ですと

か、慣行に対して、その制度そのものを見直したり、相

談、支援体制を充実していく。一番端的なのは多重債務

については、多重債務者を発生させているような高利で

の貸し付けを認める貸金業法を一昨年に改正をして、新

しい多重債務者を生まないという仕組みができあがりま

した。現在、多重債務に追い込まれている人に対して、

その救済策といいますか、相談、支援体制を作っていく

ということが進められております。それから、もう１つ

が、精神障害の問題ですけれども、精神障害に罹患した

ほとんどの方が医療機関を受診していないということで

す。うつ病の場合ですと、うつ病に罹患した人の四分の

一程度しか医療機関を受診していないということで、早

期発見早期治療を進めていく必要があります。それから、

いろいろな悩みを抱えている人は、サインを発している

けれども、自分ではなかなか相談に行かない。自殺に対

して非常に偏見もありますし、特に中高年男性にとって

は、他に助けを求めるということがあまり得意ではない

といいますか、他の支援を求めるということをしたがら

ないということもありますから、本人だけの問題ではな

くて、その周りにいる家族や同僚、何らかのサインに気

がついて、相談、支援体制につなげていくということが

重要なアプローチと思っています。

　これらを概念的といいますか、イメージ的に書いたも

のが図19です。縦軸に自殺のリスクをとって、横に時間

の経過をとっています。世の中には、いろいろなストレ

ス要因があります。失業、多重債務、倒産、長時間労働、

また、健康の問題もあります。家庭の問題もある。そう

いう中で、抑うつ状態となり、自殺リスクというのが高

まっていく中で、これも一気に既遂に及ぶのではなく、

変動を繰り返しながら自殺未遂に及ぶこともあります。

自殺願望が高まる中で、本音では死にたくない、誰か助

けてほしい、手を差し伸べてほしいという心情に激しく

揺れ動いていると言われています。これに対して、対策

のイメージとしては、いろいろなストレス要因に対して、

制度なり、慣行そのものを直していこう、また、相談、

支援体制を整備していく。それから、抑うつ状態に対し

ては、一番多いのはうつ病と言われていますので、うつ

病の早期発見、早期治療。他にも、アルコール依存の問

題もあります。統合失調症など、様々な精神障害の早期

発見、早期治療と言うことが重要です。また、地域、医

療体制を整備していく必要もあります。それから、最初

に言いましたように、未遂者、遺族に対する支援も対策

の中の大きな柱になっています。

　次に、自殺対策大綱の様々な施策を自殺のリスクの段

階に応じてまとめたのが、図20です。自殺予防でよくい

われますのが事前予防です。あまり自殺のリスクが高く

ない時の対策、それから、インターベンションといいま

すか、自殺の危機が非常に高まった時の対応、それから、

ポストベンションという自殺なり自殺未遂が起こってし

まった後の対応ということで、それぞれの段階に応じて、

この基本法の中で９つの分野が設定されており、それぞ

れの段階に対応して取組をしているということです。ま

ず、調査、研究ということで、実態把握ということが最

初に進められているわけです。次いで、国民の理解の増

進ということで、自殺や精神障害に対するいろいろな偏

見をなくし、正しい認識を持っていただくという国民運

動的な部分、それから人材の確保、いろいろな施策をやっ

ていく上での人の育成、養成というのが重要です。これ

らは、各段階を通じての対策です。それから、自殺のリ

スクが高くない時期の対策として、心の健康保持にかか

る体制整備ということで、メンタルヘルスについての取

組、それから、非常に危機が高まった時の対策としては、

うつ病やアルコール依存等の医療提供体制と物理的な対

策です。例えば、硫化水素による自殺であれば、硫化水

素を発生させるような入浴剤ですとか、薬品をなるべく

手に入りにくくするための取組ですとか、列車への飛び

込みや建物からの飛び降りについて、ホームドアを設置

したり、柵を設けたりして、自殺をしにくくするような
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取組ということもあります。それから、未遂者に対する

支援については、事故対応の要素もありますし、未遂者

は自殺を繰り返すリスクが非常に高いということで、ハ

イリスク者としての対応という意味で危機対応の要素も

あります。それから、事後対応としての遺族支援、これ

には遺族だけに限らず学校ですとか職場という自殺され

た方の周りにいる人々も大きなショックを受けることが

ありますので、これらの人に対する支援も含めてのもの

でございます。それから、各段階に共通するものとして

民間団体の活動に対する支援ということで、自殺予防に

ついては、行政だけの取組では十分ではない。これまで

も、例えば、命の電話ですとか、自殺予防センターとい

う電話相談、それから遺族支援をされているボランティ

ア、自助グループという民間の自主的な取組が自殺対策

の中心でしたので、そういった民間の方々に対する支援

もやっていく必要があるということです。このような

様々な施策を取りまとめた大綱を昨年の６月に決定をし

て、今まさに取組が始まった段階でございます。

結びにかえて

　最後、図21は結びにかえてということで、まとめてみ

たのですけれども、「セーフコミュニティ」という、名前

は非常にわかりやすいんですけれども、一体、何をやっ

たらいいのかなというのがなかなか私も最初、よくわか

らなくて、衞藤先生にもお話を伺ったりしました。まず

やはり、認知度を高めていくということが重要ではない

かと思います。亀岡市が認証を受けて、首都圏でも厚木

市とか、十和田市でも認証に向けた取組が進んでいます

けれども、そういった様々な地域での具体の取組が進ん

でいくと、セーフコミュニティというものに対する理解

がもっと進んでいくのかなと、進めていく必要があるの

かなと思っております。

　それともう１つはやはり、具体的な成果ですね。セー

フコミュニティに取り組むことによって、どういう成果

が出てくるのか、医療費の削減とか、いろいろといわれ

ていますけれども、私の自治体での経験で、一時、ＩＳＯ

14000の認証が全国の自治体に広まったんですけれども、

認証を維持するのにお金がかかる割には、あまり具体的

な成果がないということで、今はもう認証を止めるとこ

ろが増えてきたということも聞いています。やはり、セー

フコミュニティを進めることによってどんな成果がある

のかを明らかにしていく必要があると思います。今は、

どこの自治体も財政が厳しいので、その辺がもっとはっ

きりとしてくるといいのかなと思います。

　それから、セーフコミュニティは地域の取組です。最

近は、いろいろな安全、安心に向けて地域の取組という

のが進んでいると思います。私がいた津市でも、青灯を

付けたパトカーみたいなものを走らせたり、自治会単位

の取組は非常に進んできております。そういったものに

対して、今、国も少し助成をしようとかいう検討も進め

られているようですが、今はどうしても各省庁の縦割り

の中で進んでいますので、何かもう少しそういった施策

が統合できるような仕組みというのを、内閣府で考えて

いかなければいけないのかなと思っています。それとも

う１つは、先ほどの話にもありました、統計ですね。自

殺の統計も厚生省と警察と２種類、数字が違ったものが

あります。交通事故も死者数はかなり正確ですけれども、

負傷者数など、例えば、今一番大きな問題になっていま

す歩行者、自転車の事故というのは、自動車が関連する

ものはかなり把握されていますが、自転車どうし、自転

車と歩行者の事故を含めると警察が把握しているのは実

際の十分の一ぐらいかなという感じがしています。そう

いう意味で、実際に起こっている事故の実態をより正確

に把握をしていくということが、セーフコミュニティの

取組の中での重要ではないかなと思います。

　今日、お話しましたのは、国の取組ということで、全

国一律に進めている話ですけれども、やはり、地域には

それぞれ特性があると思います。自殺にしても、交通事

故にしても、地域の特性に応じた取組を進めていくとい

うことが、より安全、安心な地域づくりを進めていく上

では必要なことであると思っています。そのような意味

で、地域が自主的に取り組むセーフコミュニティについ

て、大いに期待をしておりますし、今、内閣府を離れま

して、都市再生機構というところで仕事をしております

けれども、異動後に、最初に出くわしたのが、都市再生

機構、昔の住宅公団ですが、いわゆる公団住宅の孤独死

問題でした。少子高齢化の中で、ＵＲ賃貸住宅も高齢者

の割合が高まる一方です。そのような中で１人住まいの

高齢者のコミュニティを維持していくのか、機構は全国

で77万戸の賃貸住宅を管理しています。日本一の大家さ

んといわれていますので、100万人を越える居住者の方が

安心してお住まいになれるような取組ということを進め

ていかなければなりません。セーフティ・プロモーショ

ン、セーフコミュニティの取組も、いろいろと参考にさ

せていただきたいと思っております。ご清聴ありがとう

ございました。
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Ⅰ　問題の所在と研究課題

　女性たちの手で始められた“駆け込み寺”である民間

シェルターは、国のＤＶ（domestic violence）政策が始ま

る以前から存在し20年余りの歴史を有する。1980年代半

ばから90年代前半に創設された初期のシェルターは、公

的シェルターである婦人相談所（売春防止法成立の1956

年に設置）などの一時保護施設に受け入れられない、「行

き場のない女性」の緊急保護の場として設立されたが、

その保護の対象となる女性の多くは人身売買などでわが

国に連れてこられた外国籍女性であった1）。その後シェ

ルターの増加にとって大きな契機となったのは、女性に

民間シェルターの活動実態と被害者支援
―行政との連携・協働関係に着目して―

岩瀬久子

奈良女子大学大学院人間文化研究科

Today's Practices at the Private Shelters to Support Domestic Violence 
Victims: More Effective Partnership with Administrative Sectors is Needed.

Hisako IWASE

Nara Women's University Graduate School

要約

 本研究の目的は、ＤＶ（domestic violence）被害者支援を行っている民間シェルター・支援団体の活動実態を把握し、国のＤＶ基本方針、

都道府県のＤＶ基本計画に明記されている行政と民間との連携・協働がどのように行われているのか、という実態を明らかにすることで

ある。特にＤＶ被害者支援にとって重要な行政からの「委託」と「政策立案への参画」に着目した。インタビュー調査の結果、民間シェ

ルターは、婦人相談所の補完的役割として「行き場のない女性と子どもたち」のセーフティーネットとして存在しているだけではなく、

現場から見えてきた問題を社会的問題として認識されるように活動を行っていることが明らかになった。しかし、「委託」事業においては、

行政からは安価な下請けとみなされており、両者の対等な関係は程遠い状況であった。また、「政策立案への参画」についても形だけの

「参画」になっており、現場の声が活かされているとはいえない状況が明らかになった。今後、行政が提示する連携・協働とは何か、「委

託」とは何かを再考する必要がある。

キーワード：シェルター・支援団体、ＮＰＯ、連携・協働、委託、

Abstract

　The object is firstly to clarify issues and needs in domestic violence (DV) shelters by drawing an outline of their today’s practices 

through semi-structured interviews, and secondly, to show whether or not the relationship between private and administrative sectors in this 

area of activities are in concerted with the National DV Ground Policy and the DV Ground Programs, that were enacted in the government 

and prefecture level, respectively.

　The interview results showed that a very important role of the private DV shelters was evident as an effective social safety-net for the 

most deprived women and children who had even no place to go. And focused on practices trusted from the authorities and the participation 

to policy making, both of which are considered as key issues for an improvement in DV support, it was revealed that local governments 

were reluctant to subsidize to the private activities and even recognized their activities as an inexpensive substitute for their task, and 

moreover, the participation to policy making process was utterly nominal, and was not functioning.

　The relationship between administrative and private sectors, such as trusting, co-ordination and co-operation in the area of DV support, is 

to be defined more precisely and to be improved for further development.

Key Words：shelter, supporting organization, NPO, co-ordination and co-operation, trust

◆原著◆
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対する暴力が重点課題となった第４回世界女性会議（北

京会議：1995）に参加した女性たちが帰国後、日本でシェ

ルターを設立し始めたことである。さらに日本各地に散

らばっているシェルターがネットワークを組み、全国

シェルターネットとして1998年より毎年シンポジウムを

開催している。それはシェルター・ムーブメントという

運動体として、2001年の「配偶者等からの暴力の防止及

び被害者の保護に関する法律」（以下、ＤＶ防止法）の成

立や２度のＤＶ防止法の改正（2004・2007）に向けてそ

の活動を展開し、その成果をあげてきた2）。

　一方公的シェルターである婦人相談所は、1956年に公

布された売春防止法により各都道府県に設置された「売

春などにより転落した女子の更生」のための保護施設で

あったが（婦人保護事業実施要領）、2001年のＤＶ防止法

の制定により2002年４月より配偶者暴力相談支援セン

ター(以下、ＤＶ相談センター)として、ＤＶ被害女性の

相談と一時保護機能を担うことになった。

　2008年４月現在ＤＶ相談センターは全国に180箇所あ

り、その内一時保護施設である婦人相談所は47箇所ある。

それに対して民間シェルターは2007年11月現在全国で

105箇所存在する。1994年に初めて行われた調査3）では民

間シェルターは全国で７箇所把握されているが、ＤＶ防

止法が制定された2001年には35箇所になり2007年には

105箇所と大幅に増加している4）。このように増加しつつ

ある民間シェルターは、非営利組織（以下、ＮＰＯ）とし

て女性や子どもたちの人権のための活動を行なっている

が、その活動の実態は社会的には認識されているとはい

えない。それは、ＤＶ被害者支援を行うには危険が伴う

のと同時に守秘性が問われるため、その所在地を明らか

にせず、支援活動そのものを水面下で行っているからで

ある。そのためにその存在を把握することは、困難であ

るといえる。しかし、改正ＤＶ防止法では民間支援団体

との連携を規定（第３条５項、第26条）し、さらに各都

道府県で策定されている「配偶者等からの暴力の防止及

び被害者の保護に関する基本計画」（以下、ＤＶ基本計画）

においては民間支援団体との連携・協働が重要課題のひ

とつに取り上げられ、民間シェルターの役割が必要不可

欠となってきている。

このような背景をもとにいくつかの地方自治体では先駆

的な取組がなされ、民間シェルターと連携・協働をして

いるところもあるが、多くの民間シェルターは、人材不

足と財政的困難に直面しながら活動を行なっている5）6）。

その民間支援団体の活動は、行政ではカバーできない支

援であり、国の法や制度からもれ落ちてしまうＤＶ被害

者たちのセーフティーネットとなる役割を果たすもので

ある。

　では、民間支援団体と行政との関係にみられる連携・

協働とはどのようなものなのか。そもそも行政が意図す

る民間との連携・協働とは何であろうか。ＤＶ被害者支

援を行っている民間支援団体にとって、行政との連携・

協働がなくてはＤＶ被害者支援は行えないが、同様に行

政にとっても民間支援団体の持つ経験と実践が不可欠で

ある。そのためには民間支援団体の役割と行政との関係

性を明らかにすることは、ＤＶ被害者支援施策にとって

重要課題であるといえる。

　本稿では、ＤＶ被害者支援の経験と実践で独自の支援

策を展開している民間支援団体の活動を検証し、そこに

みられる行政との連携・協働の関係性を明らかにするこ

とで、その意義と課題とは何かを民間支援団体のインタ

ビューから検討する。

Ⅱ　対象と方法

１．調査対象

　上記のような問題関心に従って、ＤＶ被害者支援に携

わる民間支援団体のスタッフに対して筆者が行ったイン

タビュー調査から検討を行う。調査対象となるのは、民

間シェルター３箇所とシェルターをもたない民間支援団

体１箇所の４箇所である。（以下、特に区別しないときは、

民間シェルター・支援団体を民間支援団体とする。）

　民間支援団体は、設立・運営主体の違いからそれぞれ

の活動に特色があると考えられるが、所在地は明らかに

されておらず連絡先などがパンフレットやインターネッ

トのホームページに記載されているだけである。そのた

めにどのような形態の民間シェルターが存在するかを把

握するのは困難である。このような状況のため、筆者の

男女共同参画センターの相談員という関係からつながり

のある民間シェルターと民間シェルターが主催したシン

ポジウムに筆者が参加した折、主催者と参加者である民

間支援団体スタッフに依頼し、インタビュー調査を行

なった。

　インタビュー調査を行なった４団体は、まず、行政か

ら委託を受けていることから「委託」という観点から行

政との連携・協働関係を検証することができること。所

在地が関東、東海、関西にあり、都道府県によって行政

の取組も異なると考えられることから地域間の差異が見

られると推測できること。特に「委託｣という概念がどの

ように捉えられ、行われているかを検証することは、地

域間格差があるとされるＤＶ被害者支援にとって重要で

あると考える。

　具体的にはインタビューした民間支援団体は、近畿地

区にある民間シェルター１箇所、関東地区の民間シェル
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ター１箇所、東海地方の民間シェルター１箇所と民間支

援団体の１箇所である。それぞれの代表に半構造化面接

を行なった。時間は約１時間から３時間である。イン

フォーマントの了解を得て録音をした。調査期間は2006

年９月～2008年９月である。調査枠組みとして質問項目

を次の５項目に設定した。「シェルターを始める契機」、

「どのように活動が展開されていったのか」、「活動内容」、

「自治体との連携・協働について」、「今後の活動について」

を中心に話してもらった。

２．分析方法

　ＮＰＯと行政の協働とは、「行政とＮＰＯ・ボランティア

とが、相互の存在意識を認識し尊重し合い、相互にもて

る資源を出し合い、対等の立場で、共通する社会的目的

の実現に向け、社会サービスの供給等の活動をするこ

と」7）とされ、多くの地方自治体ではＮＰＯとの協働に関し

て、『ＮＰＯとの協働の指針』を策定している。『ＮＰＯと

の協働の指針』には、連携・協働の形態として,①政策立

案への参画、②事業企画の提案、③事業共催、④実行委

員会・協議会、⑤委託、⑥補助・助成が挙げられている。

その取組みについては、行政の専門誌においても行政と

ＮＰＯの連携・協働の特集を組んでおり、協働のあり方に

関する研究も数多くなされているが8）9）10）11）12）13）、協働

という名に潜む危うさを指摘するものもある14）15）16）。

　本稿では、はじめに行政とＮＰＯとの連携・協働論から

ＮＰＯの特性である迅速性・柔軟性、先駆性・批判性に着

目し民間支援団体の活動を概観することでその存在意義

を明らかにする。次いで、協働の形態のうち特にＤＶ被

害者支援に関わりのある「政策立案への参画」と「委託」

のふたつの視点から分析を行う。この２点を選択する理

由は、行政が提示する協働の形態のなかで被害者支援に

最も関係性が深いと考えるからである。「政策立案への参

画」では、行政の政策・施策には民間支援団体が参画す

ることで現場の声が反映され、法改正や制度が改革され

る必要があると考えるからである。とりわけ民間先行型

の分野では、ＤＶ問題に限らず行政が民間の経験から学

ぶ要素が大きく、政策立案の立場における当事者や民間

支援団体の意見や示唆は不可欠となる。

　「委託」においては講座やセミナー等の啓発事業に関

わる「委託」や一時保護の「委託」などが考えられるが、

特に一時保護の「委託」では、民間シェルターは被害当

事者に直接関わるために、その「委託」のあり方は実質

的にＤＶ被害者支援にとって良くも悪くも大きな影響を

及ぼすと考えるからである。

Ⅲ　結果

１．民間支援団体の概要

【Ａ】2002年に設立された近畿地区にある民間シェルター

　民間シェルターを始めたきっかけは、自身が夫と死別

し母子家庭になったときに、母子が自立できる手助けが

出来ないかと「女性たちが語り合う」場所を提供し手作

りのものをつくっていたが、そのなかにＤＶで離婚した

女性がいたからであるという。そうしたことから民間

シェルターを友人たちと設立。その後支援のあり方をめ

ぐり個人で運営することになった。個人で運営している

が他市の民間シェルターと連携し情報なども得ている。

状況に応じてシェルター間で相互のＤＶ被害者の受け入

れを行なっている。他府県の婦人相談所の委託を早い時

期から受け、さまざまな事例に対応している。しかし、

生活再建に向けては民間シェルターが独自に築き上げた

地域の社会資源とのネットワーク（自治体の福祉関連部

署や教育委員会、医療機関、弁護士、不動産屋など）を

活用して行なっている。生活再建後もシェルター利用者

からの相談があり、必要に応じて対応している。

【Ｂ】個人で行っている関東地区の民間シェルター

　Ａと同様にＤＶ防止法ができたころに、 自宅に隣接し

たシェルターを開設した。運営は一人で行っているため

に、 行政からの委託が主で,ソーシャルワーク活動は行

なわず、一時保護期間中のＤＶ被害者の身の安全を図り

つつ日常生活の世話と精神的サポートを行なっている。

生活再建の支援は行政の女性相談員が行なっている。Ｄ

Ｖ被害者とは退所後の接触はほとんどなく一時保護のみ

である。関東地域のシェルターのグループに属している

ので、グループとして勉強会や社会活動に参加している。

【Ｃ】12年の歴史をもつ東海地区の民間シェルター

　女性問題を学んでいた女性たちの集まりで、北京会議

（1995）に参加したことでＤＶ被害者支援をしたいとシェ

ルターを開設することになった。準備期間を経て、翌年

の1996年にシェルターを開設し、その後電話相談を始め

る。現在専従スタッフ１名と８名のスタッフや複数のボ

ランティアがいる。電話相談を主な活動としているが、

シェルター活動としては、ＤＶ被害者とその子どもの一

時保護、同行支援などを行っている。市民活動として外

国籍被害女性の支援のためのサポーター養成講座を開催

したり、“ＤＶ基本計画を活かす会”としてＤＶ基本計画

策定や改正に向けて現場からの声を届けるための活動を

行なっている。自治体からの委託を受けてＤＶ講座を開

催している。県の婦人相談所から一時保護の委託を受け
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ている。また、所在地の市より年間50万円の補助を受け

ている。

【Ｄ】東海地区の民間支援団体

　2009年に民間シェルターの開設をめざしている。現在

は電話相談を毎週木曜日の午後にメンバーの自宅の一室

で行っている。講座などは行政から委託を受けて開催し

ている。2008年１月にＮＰＯ法人化。その他にもサポー

ター養成講座など委託事業を行っている。メンバー17名

のうちＤＶ被害当事者は４名である。民間シェルターの

ない県であり、その県で始めて設立されたＤＶに関する

民間支援団体であることから県からの委託がありＤＶ被

害者の同行支援を行っている。

２．民間支援団体の活動実態

（１）民間支援団体の活動内容の概要

　民間シェルターのＤＶ被害者支援活動の主な役割は一

時保護である。一時保護される女性や子どもたちは、何

らかの事情で婦人相談所には受け入れられなかったり、

自ら民間シェルターを選んだ「行き場のない女性たち」

である。一時保護期間中の安全な場の提供と心身の回復

に向けての支援、次のステップとして新たな生活再建へ

の道への支援を行っている。一時保護期間中には、時に

は医療機関や警察署、保護命令申請のための裁判所への

同行、生活保護申請のための福祉事務所や教育委員会な

ど関連機関との連携や同行支援を行っている。また、生

活再建に向けては地域の社会資源と連携をはかることで

ＤＶ被害者が地域で生活をしていくときにより安心して

生活ができるよう支援をし、時には自立後の相談も行っ

ている17）。ＡやＣのような活動は一般的な民間シェルター

の支援のあり方といえる。しかし、行政の支援体制がシ

ステム化されている地域では、Ｂのように一時保護はＤＶ

被害者の話をじっくり聴くことで心のケアを行い、食事

の提供をすることで心身の回復をはかることが主な仕事

になっている。この地域では、ＡやＣが行なう同行支援

や生活再建に向けての活動は、行政の女性相談員が行

なっているという。Ｃの場合も近年女性相談員が配置さ

れたことにより、以前のように関連機関等への同行は少

なくなってきたが、どこまでするのかという線引きが難

しいという。

　ＡやＢのように個人で行っているところは、もっぱらＤ

Ｖ被害者個人に対する支援となっているが、Ｃのように

専従スタッフがいるシェルターでは電話相談を開設し、

複数で対応している。電話相談はシェルターがなくても

できる活動であることから、Ｄのような支援団体も電話

相談を行っているが、電話相談だけでは緊急時に対応で

きないことから民間シェルターの開設を2009年に予定し

ている。このように相談を受けるということは、一時保

護を必要とする緊急事態にも対応できる体制が必要とさ

れる。また、Ｄは独自の活動としてサバイバーのグルー

プをサポートしている。これは、メンバーにＤＶサバイ

バーが数名いることから、自分たちの体験を「語る場」

が欲しいということで開設されたサポート・グループで

ある。

　ＣやＤのように複数のメンバーがいる民間支援団体は、

ＤＶの啓発活動として講座やシンポジウムを開催してい

るのも特徴である。ＣはＤＶ防止法制定より３年前の1998

年から、「女性への暴力」に関する講座を開催している。

Ｄも最初の活動は県主催の男女共同参画推進のためのボ

ランティア活動から、フォーラムでＤＶ問題の分科会を

受けもっている。このように多くの民間支援団体が行政

よりも先駆けてこうした活動を行っているが、民間支援

団体の啓発活動は「現場から見えてきた課題」を提起し

社会に向けて常に発信し、行政に対しても課題提起を

行っているのが特徴である。

　以上がインタビューをした民間支援団体の活動の概要

であるが、次節ではこうした民間支援団体がＮＰＯとして

活動していることに着目し、ＮＰＯの特性とされる迅速性

と柔軟性、先駆性と批判性という視点から検討する。

（２）民間支援団体の迅速性と柔軟性

　ＮＰＯの特性であるとされる迅速性とは、機動性に富み、

即決、即断でできることから直ちに実行することとされ

る。また、柔軟性とは、さまざまな価値観で社会サービ

スを提供し、個性的で地域に密着した小さなニーズにも

対応できることとされる18）。

　ＡはＤＶ防止法制定後にできた民間シェルターである

が、シェルターを立ち上げた最初の利用者は、18歳の息

子を伴った「行き場のない外国籍女性」であった。公的

シェルターである婦人相談所は、男子は小学生までしか

受け入れができないこと、児童相談所の受け入れも18歳

までと年齢制限があることで入所ができないため、行き

場を失った母子であった。言葉も十分でないこの母子を

受け入れ、行政に相談に行ったときのことをＡのＮさん

は次のように語る。

　「外国の方だったけど、Ｋ駅でうろうろしていて

もう死うかと思った人が来られたけれど、市役所に

相談に行ったら、「死ねば！そんな人死なはったらよ

ろしいやろ。自分の好き勝手にしたはって！」とい

われた。それはおかしいと思い母子相談員のところ

に行ったわ。そして府県庁のところに言いに行った
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わ。それから言われなくなったけど。」

　と行政職員の外国籍女性に対する受け止め方の問題や

ＤＶ問題が理解されていないことが窺える。ＤＶ防止法が

制定された初期のころにはこうした行政の対応は多く、

二次加害といわれるものであった。同伴男子に対しては

年齢制限があるため、公的支援システムの限界が存在し、

事例のような「行き場のない女性とその子ども」は、民

間シェルターが、セーフティーネットという受け皿にな

り、迅速で柔軟な対応をしている。

　同様にＢも公的シェルターである婦人相談所という

セーフティーネットからこぼれ落ちた「行き場のない女

性」たちを一時保護している。Ｂのところに来る女性た

ちは単身者が多く、精神障害者や自己破産をした人とか、

「真正ＤＶでない人」が来るという。ＢのＫさんは耳慣れ

ない「真正ＤＶでない人」という言葉を使っている。そ

れは次のような人たちのことを指している。

　「今すぐにでも、っていう人ではないＤＶ被害者

が増えているの。そんなにひどい暴力ではない人た

ち。例えば、捨てられて行く所がなくなった人とか、

自己破産して追い出されたとか、夫がうつ病でワー

ワー騒ぐので耐えられないとか、病院に入っていた

けれど、その間に大家さんに追い出されたとかが結

構多くって。母子だと母子自立支援施設とかがある

けれど、あそこはシェルターをもっているんですよ

ね。母子だとそこに入れるけれど、単身の人の入る

場所がないんですよね。」

　このようにＤＶだけではなく多様な問題を抱えた「行

き場のない女性」たちの存在が語られる。緊急性のある

ＤＶ被害者の受け入れは婦人相談所で行われるようにな

り、ＤＶ被害者の対応に重点が置かれるようになった一

方、Ｋさんが述べる「真正ＤＶでない女性たち」が排除

される傾向がある。このような排除された女性たちの受

け皿となっているのが、民間シェルターの特徴といえる。

この排除された女性たちには、ファミリー・バイオレン

スである息子や娘からのひどい虐待から逃げてきた女性

や親からの虐待、時には性的虐待で逃げてきた女性たち

も含まれるが、これらは高齢者虐待防止法や児童虐待防

止法にも保護されない年齢の女性たちである。

（３）民間支援団体の先駆性と批判性

　民間支援団体の特性として先駆性・批判性がある。先

駆性は社会の問題解決に対して、前例や公平性にとらわ

れず、先進的な試みに取り組むことができることである。

批判性は社会のモニター装置として、課題を発見したり、

問題を指摘し、改善策を提出していくこととされる19）。

　民間シェルターは、1980年代半ばに人身売買で連れて

こられた「行き場のない外国籍女性」のための一時避難

場所として創設された経緯があるが、そのことからも先

駆性をみることができる。その後20年を経て日本は、グ

ローバル化による国際結婚や移住労働者の増加と社会は

変化してきており、その背後には多くの外国籍のＤＶ被

害者が存在すると考えられる。

　例えば、Ｃはその設立時期からみても分かるように、

女性問題に敏感で関心の深い女性たちの集まりで設立さ

れたシェルターである。その特色は、外国籍女性の支援

に力を入れていることである。それは2002年９月21日に

全国で初めて行われた移住労働者と連帯する全国ネット

ワークの女性－ＤＶプロジェクト主催による「外国籍女

性のためのＤＶホットライン」に参加したときから始ま

る。そのときのことをＳさんは次のように語る。

　「そのときは、ほとんど電話はかかってこなかっ

たけど、（チラシに）載せたことで徐々に増えていっ

たの。例えばフィリピン女性によるフィリピン女性

のための民間支援団体（ＦＭＣ）があるんですが、そ

こが広報してくれたこともあるのかな。」

　と他の社会資源と結びつくことでネットワークを広げ

ている。そのグループと連携がとれたことで外国籍女性

の相談が増えていったという。

　「…それ以降徐々にフィリピンやタイ、中国人、

南米の方の相談が多くなった。相談自体はフィリピ

ン、タイが多いのですが、シェルターの受け入れは

フィリピンとかタイとか南米の方からも多くなりま

した。外国籍に特化したというわけではないけれど、

大体６分の１くらいが外国籍からの相談という状況

で、…割合としてはかなり占めるようになったとい

うのはありますね。というのはちゃんとした相談先

がないということがありますから。」

　と外国籍被害女性の増加にも関わらず受け皿の乏しさ

を指摘する。つまり未だに可視化されない問題として行

政の対応が遅れているからである。言葉の問題だけでは

なく在留資格に深く関わり、オーバーステイを心配する

隠れた外国籍被害女性は公的機関に相談することを躊躇

する。そのために潜在的な外国籍被害女性は数多く存在

すると推測されるが、行政には手も足も出ないこうした

法律や制度から排除された外国籍被害女性の支援に早く
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から取組んでいるのが、Ｃのような民間支援団体である。

そうしたなかで、Ｃは外国籍被害女性のための通訳の養

成講座を行なったが、そのときのことを次のように語る。

　「去年通訳養成講座をやって分かったのは、日本

語のスキルをあげるのはかなり難しいってことが分

かりました。フィリピンの方にそれを望むのは難し

いって分かったの。彼女たちはすでにサポートは

やっています。役所についていくこともやっていま

す。でも彼女たちの足らないことは、日本の公的な

福祉制度の理解が十分でない。日本のＤＶ防止法の

ことについては十分理解できているとはいえないと

いう現実が見えてきました。今の状態でベストなの

は、当事者の寄り添いができる通訳の方と日本のＤ

Ｖが分かっている私たちのような民間支援団体のス

タッフが要りますね。人が要りますね。今のＤＶ対

応をしようと思ったら、手厚くしようと思ったら。

…孤立した当事者がもっている不安を軽減させるこ

とができる人が要るんです。…私たちが望むのは、

私たちがお願いした通訳にもお金がおりるように

なって欲しいと思っています。」

　と外国籍のＤＶ被害者支援には、通訳は不可欠である

ことが分かる。しかも被害者の気持ちに寄り添える通訳

が必要である。さらにＤＶ問題に詳しい民間支援団体の

スタッフという支援体制が整ってこそ被害者支援が行え

るといえる。しかし現状は、「委託」でシェルターに入所

したＤＶ被害者には、婦人相談所が契約した通訳者を依

頼することはできるが、通訳者の都合に合わせなければ

ならず、とても不便であり、その通訳者がどこまでＤＶ

被害者の気持ちに寄り添え、ＤＶ問題に理解があるかは、

疑問であるという。また、その通訳は「委託」以外の被

害者には使えず、直接シェルターに入所した被害者には、

ボランティアの通訳に頼らざるを得ないという。被害者

は、シェルターが公か民かは問わずに助けを求めてくる

にも関わらず、受けられる支援が異なってしまうことに

なるのである。このような人権問題に関わる通訳は、民

間が依頼しても有償ですべきであるとＣさんは主張する。

３．民間支援団体からみる行政との連携・協働

　ここでは、行政が提示する連携・協働とは何か、一方

民間支援団体の人たちはどのようなことを行政に期待し、

連携・協働を行おうとしているのかを見ていくことにす

る。

（１）行政との「委託」にみる連携・協働

　Ａは他府県の婦人相談所からの「委託」を受けＤＶ被

害者の一時保護を行っているが、独自に開発した地域の

社会資源とネットワークを活用して生活再建に向けてま

での支援を行っている。Ｂは行政から委託を受けたＤＶ被

害者に対する心身のケアを主に行い、生活再建へのス

テップは行政の女性相談員が行っている。こうした「委

託」のあり方は各行政に委ねられているために地域間格

差が生じている。ＢのＫさんは、行政との「委託」に関

して他の民間シェルターの話だがと、前置きして次のよ

うに述べる。

　「行政ってね、シェルターって気のいいおばさん

が生きがいを持ってやっていると思っているの。そ

の上にあぐらをかいているの、行政はね。私たちは

行政をカバーする仕事だけど、預けっぱなしになっ

ているの。精神障害のある人を婦人相談所は入れな

いから、そうした人を送り込んだりするの。ある民

間シェルターでボヤ騒ぎがあったけど、それも精神

障害のある人だったの。そういうときに責任の所在

は行政にあるはずだけど、あいまいなままになって

いる。はっきりしないでうやむやにされている。そ

ういった怖さはありますね。」

　と行政の「委託」のあり方に疑問を投げかける。同様

にＣのＳさんも疑問を感じている。

　「県の婦人相談所は高齢者と精神的に不安定な人

は受け入れないの。心理判定員なんかいるのに何で

受け入れないのって、おかしいよね。そんな人たち

を民間に受け入れさすってどういうことかって思う。

…どういう状態の人でもきちんと受け入れる様な体

制をつくっておくべきだよね。」

　と婦人相談所の対応の問題を指摘する。民間で支援す

るには難しい女性たちを「委託」という名のもとで民間

シェルターに委ねている問題と、「委託」の内容が不明確

なため行政責任の曖昧さがみえてくる。「委託」に対する

批判としてよく耳にする「行政にとってＮＰＯは単なる安

上がりな下請け機関である」という構図がそこには読み

取れる。

　同様に、講座に関する「委託」について、Ｃは県が他

の支援団体と「委託」して行った「自立支援協力員養成

講座」の効果について疑問視する。

　「…一時期流行でね、養成したけれど実体がない

の。ボランティアを養成しても名ばかりでボラン

ティアなんですよね。ＤＶ専任の担当員を設置した
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ほうがいいのではないかと言ったけれど全く無視さ

れてしまった。養成するために140万円くらいの予算

で丸投げしたの。次の年もフォローアップ研修をし

たけれど、養成しただけで実際には使えていない

の。」

　と行政の施策のあり方は、実態に即した対応が取れて

いないという。さらにこの養成したボランティアに対す

る責務に対して行政の態度が不明確であると指摘する。

　「…どういう風に活用していいのか、何をお願い

していいのかも分からないし、研修の内容も分かっ

ていないって聞いている。…相談員の養成でないの

で相談は受けない、裁判所への同行支援だと聞いた

けど、危険も伴うでしょ、それって300円のボラン

ティア保険で大丈夫って思うのね。それで安全なの

かって思いますよね。極端に言えば命に関わる問題

も生じますよね。責務が生じますでしょ。それをボ

ランティアにさせるって。」

　とその効果と責任所在に疑問を投げかける。Ｄも同様

に行政の「委託」でボランティア養成講座を開催したが、

その後の活用が不明でどこかに受け皿があるわけではな

く、受講した人が地域に戻ったときに地域でどのように

活動できるかという疑問が残ると答えている。しかし、

こういった効果が不明確な「委託」ばかりではない。例

えば、Ｄは県からの委託事業で同行支援を行っている。

県で初めての民間支援団体ということもあり県から委託

された事業であるが、どのように取り組んでいるのかを

みていくことにしよう。

　「最初に県とうちのメンバーと当事者の３人で顔

合わせをします。これからどういう支援を彼女が必

要なのかを話し合います。そこがスタートです。後

は、県は何も言ってこないのです。私たちがそのつ

ど必要だと思う支援を判断しながら、彼女のニーズ

があったり、こちらからこんなことが出来るよって

提案したりしていきます。私たちと彼女の間でずっ

と支援をしていきます。状況が変わったときとか、

私たちで判断できないときだけ県の方に連絡するだ

けです。…そのなかの支援というのは私たちに任さ

れています。」

　とかなり民間支援団体の自由裁量に任されており、Ｄ

Ｖ被害者のニーズに添った支援が行われていることが窺

える。同行支援に関わる財政的援助に関してＫさんは、

次のように説明をしてくれた。

　「予算は年度初めに決まり、今年度はこのお金の

中で、って向こうから来るわけです。そのなかでやっ

ていて超えたら超えたで出ないんですが、余れば返

します。本当は余らないようにすればいいのですが、

窓口でうちに繋げてくる県の方で、当事者とみられ

る人には支援が必要だろうと、当事者もその支援を

受けたいというときにそこから始まるわけで、こっ

ちで勝手にここと繋がっている人を支援することは

出来ないんです。」

　と支援できる範囲は、県から依頼されたＤＶ被害者に

限定される。しかし、その具体的な支援のあり方につい

ては、かなりな自由裁量であるという。例えば、母親が

就職したがしばらく保育所に入所できない子どもがいた

ため、スタッフがローテーションを組んで毎日当事者の

家に行って子どもの世話をしていたという。同行支援だ

けではなく子どもの世話までＤＶ被害者の自立に向けて

の支援を行っている。このようなきめの細かい支援を行

うことが出来るのは、民間支援団体だからといえる。「委

託」事業の進めかたや役割分担が、行政側はアウトライ

ンを定めるにとどまり、具体的内容については受託先の

ＮＰＯと協議しながら行われているからだといえる。そこ

には対等性がみられる。その前提としてＤのある東海地

区のある県では、ＤＶ基本計画に具体的施策として「実

効性のある自立支援体制づくり」が盛り込まれており、

同行支援が明記されていることが大きい。

（２）行政との「政策立案への参画」にみる連携・協働

　民間支援団体の「政策立案への参画」には、「改正ＤＶ

基本計画」の検討委員会やＤＶ被害者支援のためにネッ

トワーク会議への参加などがある。これらの会議に参加

しているＣのＳさんは次のように述べる。

　「参加させていただいているときは、いろいろ意

見を言わしてもらっていますけど、目の上のたんこ

ぶ的、またあいつが言っているわって感じます。出

るからには有効活用していくのが本当ですよね。」

　と声を上げていても行政側に受け止める意思が感じら

れないという。さらに、

　「私なんか行政が主催で、意見交換の場を設けて

意見を吸い上げるのが当たり前と思っている。民間

だけでは無理でしょ。法的な制度をいかに使いまわ
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すか、そうすると行政と敵対関係よりはもらえる情

報はきっちりもらったなかで、何ができるかという

ことで具体的にこちらから提示していくっていうの

が、連携・協働と思っているんですけど、でも上手

くいっているかどうかっていうと形だけでの連携・

協働だけなんですね。計画なんて形だけでつくれる

んです。だけど、行政を全く無視した状態でできな

いんで、とても課題かなって思っている。」

　といかに行政との連携・協働関係を構築していくかに

苦慮している様子が窺える。県のＤＶ被害者支援のため

のネットワーク会議は年１回開催されるが、形骸化して

おり事業報告だけで活発でないと指摘する。しかし、新

たな展開として県が出した『ＮＰＯと行政の協議の場づく

り基本ガイドブック』20）に多少の期待をかけている。

　「県ではＮＰＯとの協働という指南書がでたの。今

までは対等な形の事業委託っていうのはなくて、行

政が事業を打ち出して、それを下請けという関係が

多かった。それが、対等・平等な関係ができるよう

な指南書がでたの。協議の場が必要って書いてある。

ある意味で県というのはつくるのが上手なの。マ

ニュアルをつくるのが上手いのね。私は反対に県が

出したものを使うという形で、県が私たちに出した

ものを聞く場をもってもらいましょて考えています

けれどね。」

　このように政策提言の場への参加とＮＰＯの指針・方針

や具体的施策である「ＮＰＯとの協働」など行政が作成し

た計画などを活用することで、連携・協働が図れる可能

性に期待する。

Ⅳ　考察

　ＮＰＯの特性である迅速性・柔軟性、先駆性・批判性と

いう観点から民間支援団体の活動を検証し、連携・協働

の形態である「委託」と「政策立案への参画」から検討

してきた。その結果、民間支援団体の特性である迅速性・

柔軟性、先駆性・批判性では、たえずＤＶ被害者と接し、

被害者が置かれている状況を理解している民間支援団体

であるがゆえに、多面的で先駆的な支援が行政よりも先

行して行われていることが明らかになった。縦割り行政

といわれ、法や制度に縛られている行政が行う支援との

差異は、ボランティアで行われることでＤＶ被害者の

個々のニーズにフレキシブルに対応ができることにある。

ＤＶ被害者の個々のニーズに応えることは、安心・安全

な場の提供だけではなく、生活再建をも視野に入れた支

援を行なうことである。そのためには地域の社会資源を

開発し、連携をとりネットワークを広げているのである。

こうした民間支援団体の特性を重視し、活用していくた

めに改正ＤＶ防止法やＤＶ基本計画では、民間支援団体と

の連携・協働が重要課題として取り上げられているので

ある。その連携・協働の１つの例がＤＶ被害者の一時保

護に関する「委託」である。しかし、この委託事業をＮ

ＰＯとの協働という視点でみていくといくつかの課題が

表出してきたのである。

　ＮＰＯとの協働は、1998年に「特定非営利活動促進法

（ＮＰＯ法）」が制定されて以来、ＮＰＯの公共サービス提

供という新しい概念が市民社会にも浸透し、福祉、環境、

まちづくり、教育などさまざまな分野で成果を出してい

るといわれる21）。しかし、ＤＶ被害者支援という女性や

子どもの人権問題に関わる民間支援団体と行政との連

携・協働は、比較的新しく、まだその関係性は検証もさ

れておらず、内容も不明確である。特に一時保護に関わ

る「委託」は、被害者のみならず支援者の生命にも危険

が及ぶ可能性のある支援でありながら、行政責任の所在

があいまいで、安価な下請けとなっていることが事例か

ら明らかになった。つまり「委託」という概念がそもそ

も連携・協働にふさわしいあり方とはなっていないので

ある。事例から分かるように、婦人相談所が受け入れ困

難な女性を民間に「委託」し、委託料（一泊約7500円）

は払うから、シェルター・スタッフの働きはボランティ

アでまかなえ、という構図がそこにはある。危険が伴い、

女性や子どもの生命を守るＤＶ被害者支援は、ボラン

ティアで行なうには限界があり、本来は公的機関が行な

わなければならないものである。行政の弱点を補ってい

る民間支援団体の実践と経験を利用するだけではなく、

その専門的知見を活用するためには、本来の「協働」が

必要なのである。

　現状の問題としては、ＤＶ被害女性と子どもの生命・

人権を守る仕事が、ボランティアという無償労働に頼っ

ていることに限界がある。シェルター運営費の補助がな

いまま、その工面に悩みながらシェルター・スタッフは、

心身ともに疲れ果て燃え尽きてしまう危機にさらされて

いる。さらに収入の見込みのないＮＰＯで働く現在の実態

は、スタッフ確保の面で大きな難題をもたらし、とりわ

け若年層スタッフが育っていけないという問題がある。

シェルター・スタッフの高齢化も問題となってきている。

「気のいいおばさんたちの生きがい」も限界に来ているの

である。行政からの補助が得られず、その活動が無償労

働という問題から先ずは、協議の場で話し合う必要があ

るだろう。



日本セーフティプロモーション学会誌　Vol.2　No.1　　200930

民間シェルターの活動実態と被害者支援　―行政との連携・協働関係に着目して―

　このように民間支援団体からみた行政との連携・協働

という概念は、行政主体であり民の活用が公益とは成り

得ても民間支援団体の利益にはなっていないことである。

このことは結局、中長期的には公益をも損ないかねない

であろう。そのためにも「委託」に対する再評価、再検

討が必要とされる。さらに各都道府県が策定している「Ｄ

Ｖ基本計画」における具体的施策においては、Ｄのある

東海地方のある県のように明記することで、その実行性

を図るべきであろう。

　「政策立案への参画」においても「参画」ではなく、

単なる「参加」であり対等な形の意見交換という場には

なりえていない現状も変革していかなければならない。

中村22）は、現時点において、行政とＮＰＯとは、「協働事

業のパートナー」といった関係にはまだなっていないと

指摘するが、本研究においてもほぼ同様の事態が明らか

になったといえる。

　本来の協働というパートナーシップは、行政自身も認

識しているように安上がり・下請けという意識ではなく、

ＮＰＯの自主性も尊重した効果的な事業が可能となるよ

うな事業の仕組みとする必要がある23）。例えば、画期的

な事例として取り上げられている神奈川県方式の協働が

そうであろう。神奈川県・県内市町村・民間シェルター

みずらの３者協働シェルターが2001年より開設され、現

在4箇所のシェルターを運営しており、横浜市からの補助

がある24）。このように行政と対等な関係で行なわれる「委

託」事業は、財政の心配をすることなく本来のＤＶ被害

者支援を継続的に行うことができる。

　ＮＰＯの先駆的な研究者であるサラモン25）は、従来の官

民の協働概念に対して新たな「ボランタリーの失敗」概

念を提示し、政府こそが非営利セクターに内在する固有

の限界を補うための派生的機関であると位置づけること

が、両者のパートナーシップを説明する上で決定的に重

要であると主張する。それが「第三者政府」26）論であり、

行政の役割は自ら社会問題の解決の主体として様々な

サービスや規則活動を行うという形から、社会問題を解

決するために活動する様々な活動主体を誘導したり支援

したりして目的を達するという形へ転換することである。

つまり、政府はあくまでＮＰＯに目標を実行させるために

連携・協働を行なうべきであり、行政主導の枠組みには

まった、対等性・平等性に欠けたものではないというこ

とである。神奈川県方式が唯一とはいえないものの、そ

れはサラモンの述べる「第三者政府」論の好例として他

の自治体にとって大いに参考になるであろう。

 

Ⅴ　おわりに

　本稿では、民間シェルターの活動実態に着目し行政と

の連携・協働のあり方を検討してきた。その結果、ＤＶ

問題は女性の人権問題であるとされながら、その取り組

みは未だに官尊民卑であり、ＤＶ被害者だけではなく被

害者支援を行う女性たちの人権に十分配慮したものとは

いえないものであった。ＤＶという女性や子どもたちに

対する人権問題を無償労働で、「気のいいおばさんたち」

が支えているということに対して行政の関心は薄い。そ

こには協働を行なう上での前提条件が整備されていない

のである。さらに公的シェルターである婦人相談所の限

界・課題が論議されていない。例えば、次の統計27）では、

婦人相談所を含むＤＶ相談センターの相談件数は、2002

年度は35,943件、2007年度は62,078件と増加の一途をた

どっているのに対して、婦人相談所（一時保護委託含）

のＤＶを理由とする一時保護人数は、2002年度3,974人、

2003年度4,296人、2006年度4,565人と微増である。また、

ＤＶ以外を理由とする一時保護件数は、2002年度が2,287

件であったのが、2006年度では1,794件と493件も減って

いる。「真正ＤＶでない人」が排除されている可能性があ

る。これらの数字に含まれない民間シェルターが受け皿

となったＤＶ被害者とその子どもたちが、どのくらい存

在するのかは明らかではないが、民間シェルターが一時

保護を求めてきた「行き場のない女性と子どもたち」を

受け入れ、社会のセーフティーネットとなっていること

は確かである。

  阿部28）は人権保障領域における公的責任を、民に押し

付けることなく、強化・推進するべきである。民が担う

のは人権の「擁護」までであり、人権の「保障」は公に

よってなされるべきであると述べる。ＤＶ防止法が女性

の人権という視点で成立し、政策が展開されてきた経緯

から勘案しても行政の責任は重要である。人権もさるこ

とながら、事は命に関わる性質を内包しており、「委託」支

援のあり方は公的支援の観点からさらに厳しく再検討さ

れるべきであろう。安易な民間頼りではなく専門家とし

ての民間支援団体の経験と実践を尊重した対等な立場の

連携・協働がなされてこそ、ＤＶ被害者支援は行えると

いえる。民間支援団体は、専門性を有しており、その専

門性を活用し、ＤＶ被害当事者にとって必要な支援は何

かと共に考えていくプロセスこそが協働の第一歩である

といえる。官と民のせめぎ合いではなく、被害当事者の

立場に立った支援が求められているのである。そのため

にも民間支援団体の活動に対して財政的補助も不可欠と

いえる。



 31日本セーフティプロモーション学会誌　Vol.2　No.1　　2009

民間シェルターの活動実態と被害者支援　―行政との連携・協働関係に着目して―

参考文献

１．須藤八千代他．日本のシェルター活動に対する行政の取り組

みと課題．民間女性シェルター調査報告書Ⅰ，財団法人　横

浜市女性協会, 1995 :96-98

２．近藤恵子. 女性の自立を支える新たなしくみづくり　ＤＶ被

害者支援における民―官の役割―月刊自治研,2006 ; 48 : 

52-55.

３．桜井陽子. はじめに～民間女性シェルター調査の目的とねら

い～. 民間シェルター調査報告書Ⅰ，財団法人　横浜市女性

協会，1995：４

４．内閣府男女共同参画局ホームページ　

　　http://www.gender.go.jp/index.html 2008.9.25参照

５．亀井かな. ＤＶの基本計画を―被害者保護支援のための民間

シェルターから望むこと― .　労働運動研究復刊第11号, 労

働運動研究所, 2005；395：44-48．

６．いくの学園．「私」を大事にしてこそ，サポートができる．い

くの学園は「みんなのいえ」，いくの学園，2008；62-63．

７．東京都．行政とボランティア・ＮＰＯとの協働に関する検討委

員会『「協働の推進指針」策定への提言．2000．

８．田中建二. 行政・ＮＰＯの関係論の展開（１）パートナーシッ

プ・パラダイムの成立と展開．名古屋大学法政論集. 1999a;

　　178:143-176.　

９．田中建二．行政・ＮＰＯ関係論の展開（２）完　パートナー

シップ・パラダイムの成立と展開，名古屋大学法政論集. 

1999b;179:343-385.

10．吉田忠彦．政府からＮＰＯへのアウトソーシングのための評価，

近畿大学商経学叢；2003；50-1：71-83

11．小川宏樹. 市民と行政が協働するための仕組みづくりに関す

る研究．岐阜市立女子短期大学研究紀要, 2006；55：161-166．

12．小島廣光．協働の窓モデル．北海道大学経済学研究，2006；

55-4：11-30

13．西山志保. ガバナンスを導く協働（パートナーシップ）の可

能性－ＮＰＯと行政の公共サービスをめぐるせめぎあい. 社

会政策研究, 2007;７：108-129.

14．陣内雄次. ＮＰＯと自治体行政の協働―その可能性と課題―. 

宇都宮大学教育学部紀要，2003；91－98.

15．阿部　敦．新しい公共がもたらす“官益”市民社会―官民協

働に向けた前提条件からの考察―．堺市．大阪公立大学共同

出版会，2006；27-33．

16．粉川一郎．ＮＰＯにおける人材・財政・情報の諸課題．月刊自

治フォーラム； 2007；571：16-22

17．岩瀬久子．ＤＶサバイバーの生活実態と支援問題―介入支援

から生活再建支援へ―.現代の社会病理，2008；23：104.

18．ＮＰＯのインターフェイス　みなとＮＰＯハウス

　　http://npo-interface.tv，2008．9.28参照

19. ＮＰＯのインターフェイス　みなとＮＰＯハウス

　　http://npo-interface.tv，2008．9.28参照

20．愛知県県民生活部社会活動推進課，ＮＰＯと行政の協議の場づ

くり実行委員会．ＮＰＯと行政の協議の場づくり基本ガイド

ブック，2008

21．深尾昌峰. 豊かな社会への行政依存脱却. 京都新聞オピニオ

ン・解説, 2008.5.30

22．中村陽一. 自治体とＮＰＯの「連携」による21世紀社会デザイ

ンとその課題.自治フォーラム, 2007; 571: ９.

23． 香川県政策部. ＮＰＯとの協働の手引き　～ＮＰＯとの協働を

進めるために～: 政策部県民参画課　県民活動推進グルー

プ, 2003：12.

24．かながわ女のスペースみずら編. シェルターから考えるドメ

スティック・バイオレンス　被害女性と子どもの自立支援の

ために.東京都： 明石書店, 2006； 245-246．

25. Ｌ.Ｍ.サラモン.市場の失敗・ボランタリーの失敗・第三者に

よる政府．ＮＰＯと好況サービス　政府と民間のパートナー

シップ．京都市：ミネルヴァ書房，1995=2007；39-58．

26．田中建二. 行政・ＮＰＯ関係論の展開（２）完―パートナー

シップ・パラダイムの成立と展開. 名古屋大学法政論集, 

1999b; 353.

27．「ＳＴＯＰ　ＴＨＥ暴力」パンフレット　平成20年度改訂版　内

閣府男女共同参画局．2008．

28．阿部　敦. 「新しい公共」がもたらす“官益”市民社会－官

民協働に向けた前提条件からの考察－．堺市：大阪公立大学

共同出版会：2006 ; 24－25.



日本セーフティプロモーション学会誌　Vol.2　No.1　　200932

中山間農業地域の水田畦畔の草刈作業における安全性の検討　－二地域の農業者の意識と行動から－

中山間農業地域の水田畦畔の草刈作業における安全性の検討
－二地域の農業者の意識と行動から－

 

※現所属・(独)農業･食品産業技術総合研究機構 中央農業総合研究センター

The Safety in Mowing Weeds for Paddy Fields Levee
in Hilly and Mountainous Areas

 － From a Quantitative Survey for Farmers in Fukushima and Fukuoka －

要約

　中山間農業地域での水田畦畔の草刈作業の安全推進方策について、作業担当者の意識や行動、および地域の条件を踏まえて検討するた

め、福島県Ａ地区と福岡県Ｂ地区の農家の男女に対し、2006年12月から翌年１月にかけて自記式質問紙による調査を実施した。草刈作業

の担当者118名を対象に、地域差の有無に着目して分析した。

　その結果、二地域に共通して、草刈作業は農作業の継続意向をもつ高齢者が主に担い、７割以上の者が斜面上に立つ作業があること、

６割以上の者が他人の田に入らず作業すること、個人の安全策は必ずしも充分ではなく、機械自体に対する不安よりも足場の確保や姿勢

など作業環境に関わる不安がより認識されていることなどが明らかになった。一方、地域間で差がみられたのは、作業方法では機械の種

類、草刈頻度、経験年数、防護具の装着状況、意識面では、草を刈る理由、手や足のケガへの不安、他人の田への気遣い、畦での転倒転

落の経験などであった。

　こうした草刈作業に関する地域特性には、気候や地形、経営面積、畦畔の形状、利用機械などのほか、作業の慣習や田の所有関係と

いった社会的な条件が影響している可能性が考えられた。今後の畦畔管理作業の安全推進には、高齢者の作業する実態を踏まえつつ、機

械自体の改善のみではなく、小段設置などの空間的な環境の改善や作業ルールの合意形成など社会的環境に注目した地域ぐるみの取り組

みが必要である。

キーワード：中山間農業地域、水田畦畔草刈、農作業安全、農業者、質問紙調査

Abstract

　Mowing weeds on paddy fields levee is very important, and it is very danger and burden especially for elderly people. The purpose of 

this study is to investigate consciousness and behavior of a farmer to consider about safety promotion of mowing work of paddy fields levee 

in hilly and mountainous areas.

　Self-reporting questionnaires were distributed for man and woman of a farmhouse of A district in Fukushima and B district in Fukuoka, in 

winter 2006. The 118 farmers in charge of mowing work were analyzed to presence of a local difference.

　As similarity between two areas, the aged farmer who had continuation intention of farming mainly carried mowing work and people of 

higher than 70% stood on a slope. People of higher than 60% were not entering a field of other people. Personal safety measures were not 

always enough, and what anxiety concerned with work environment depended on security or posture of footing than anxiety for machine in 

itself. On the other hand, differences recognized between areas about work methods were type of machines, the mowing frequency, the years 

of experience, the wearing condition of protectors. The differences on consciousness were a reason of mowing weeds, anxiety to an injury of 

hands and feet, consideration to a field of other people, experience of a fall in a levee.

　In a local characteristic of such a mowing work, the possibility that the social condition like custom of work and possession relations of a 

field may influence besides a climate, the topography, shape of a levee and a use machine are thought. To promote safety in mowing weeds 

being operated by aged farmers, it is necessary to make an action with the whole area that paid attention to social environment such as the 

agreement of a work rule and the agreement of constructing small steps.

Key Words：hilly and mountainous farming areas, mowing weeds for paddy fields levee, safety of farm work, farm worker, questionnaire
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Ⅰ　はじめに

　農業・農村では、農業従事者の高齢化や農村地域の過

疎化により労力不足が進行しており、特に耕地面積が少

なく都市部からの距離が遠いなど地理的な条件が不利な

中山間地域注1）において顕著である。水稲作の場合、全国

で水田の圃場整備事業注2）（以下では圃場整備と表記）が

進展し、機械化・省力化が進められ、全体の労働時間や

労働負担は大きく減少してきたものの、水田畦畔（田ん

ぼの畦）の草刈作業は相対的に機械化が進まず、労働時

間は少なくない1-3）。また、畦塗りと畦草刈りは農薬散布

と並んで「つらい作業・最もいやな作業」の一つとして

農家に意識されてきた4）。加えて中山間地域の傾斜地で

は、整備の結果、高低差の大きい畦畔の法面（以下では

斜面と表記）が出現した。近年においても、高くて急な

畦畔は農村住民にとって大きなバリアの一つと認識され

ていることを、既に筆者らは明らかにしている5）。一方で、

高齢化過疎化の中では、田植えや稲刈りなどの主な作業

は外部に委託できても、草刈などの管理作業は高齢者が

日常的に担わざるを得ないのが現状である。

　畦畔の草刈作業には一般的に動力刈払機（以下では刈

払機と略）が利用されているが、農業機械による傷害事

故の全国調査をみると、直近の平成13年および14年調査

のいずれにおいても刈払機は機種別にみた発生件数が最

も多く、中でも60から74歳までの件数が多い6,7）。また、

死亡を含めた事故件数でも刈払機によるものが最多であ

ること8-10）、事故発生場所では「畦・土手」が最も多く作

業内容では草刈が９割を超えること11）、刈払機による事

故件数は増加傾向にあること12）などが報告されている。

しかも刈払機は、専業・兼業・手伝い程度といった農業

の従事状況に関わらず、幅広く利用される機械とされ

る13）。我が国で毎年400件前後に及ぶ農作業事故死亡数の

６割を占める農機作業事故のうち、刈払機による死亡例

は年に平均５件（平成19年までの10年間の平均）ではあ

るが14）、この背後に重大事故に至らない多数のケースが

存在することになる注3）。

　このように、草刈作業は心身ともに大きな負担や危険

を伴い、農業の継続意向へも影響しかねないため、この

畦畔管理の問題に対しては、様々な対策が検討されてき

た15,16）。例えば、除草剤・抑草剤の利用や畦の被覆（シー

ト、コンクリートやモルタル、石垣、被覆植物など）の

ように雑草の発生を抑制する方法17,18）、草刈機械の開発

（斜面の自走式草刈機など）19)や畦の斜面の改善16,20）など

草刈作業の負担を軽減する方法、さらには外部作業委託

や草食動物の放牧のように草刈を他者に委ねる方法17,21）

などが提案されてきた。また、刈払機については、軽労

化にむけた軽量化や簡便化と、職業病予防の観点による

振動や騒音の防止、刈刃や障害物の飛散による傷害への

対策など、機械自体の改良や装備具の工夫が重ねられて

いる22,23)。

　ところで、自動車事故は、機械（車）、環境、人の三要

因が単独または複合的に絡みあって発生する24）。これに

畦畔の草刈作業をあてはめた場合、刈払機、水田畦畔、

担当者および関係者が要因となりうる。そこで、人の側

面をみると、労働安全や健康教育の面での取り組みは、

充分に進められているとは言いがたい状況にある。例え

ば、農業者には家族経営が多いことなどから、もともと

労働安全衛生法等の適用がないことに加え、近年では、

農業労働に関する助言を担当していた指導的な人材（普

及指導員など）の数が減少している。

　したがって、畦畔の草刈作業の安全性を向上させるた

めの手がかりを、作業を担当する人や社会の側面からも

検討する必要がある。地域ごとの作業実態や作業担当者

の意識を把握できれば、心理社会的な要因や既存の対策

を踏まえた上での優先的な取り組み課題が明確になる。

また、得られた情報を共有することで、地域の農業部門

と地域保健部門などが、異分野との協働を進め、課題解

決の可能性を探ることにも役立つ。しかしながら、上述

の既存研究では、畦畔の管理作業の労働負担や危険性の

存在は前提とされているものが多く15,17-21）、投下労働時間

数やＲＭＲによる負担の客観的な評価はあるが1）、作業担

当者の感じる負担感や恐怖感の内容や社会環境との関係

は示されていない。また、事故および傷害発生後の状況

は報告されているが6-12）、安全対策の実施状況や危険な経

験のように事故発生前の不安全な状態の報告は、限られ

ている25）。

　そこで、本報では、中山間農業地域における水田畦畔

の草刈作業の実態を、実際に作業を担当する人の意識と

行動の側面から把握し、それを踏まえて安全策の方向性

を検討することを目的とする。

　具体的には、複数の中山間農業地域における草刈作業

の担当者に対する質問紙調査から、草刈作業に関する行

動（作業方法や危険防止策の実態）や意識（負担感など

の主観的な評価と意向）を把握するとともに、地域の条

件（自然環境および社会環境）が作業の行動や意識に影

響する可能性を検討し、ここから安全な農作業環境づく

りへの示唆を得る。それにより、今後ますます高齢化が

進行する中で、農作業事故による傷害を予防もしくは減

少させ、安全で快適に農作業を行える環境づくりへの一

助とする。
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Ⅱ　対象と方法

（１）対象地域の概要

　対象地域は、水稲作の盛んな中山間農業地域のうち東

日本と西日本から一ヶ所ずつとし、福島県会津若松市Ａ

地区および福岡県豊前市Ｂ地区とした。両地域とも、水

田の圃場整備が済み、高い畦畔が生じているが、田面の

標高差が一定以上の畦の斜面には、作業用の足場となる

小段（いわゆる作業道、犬走り）を部分的に設置した事

例を有し、小段の設置に関しては先進事例と位置づけら

れる。

　このような地域を設定したのは、以下の理由による。

前述のように畦の斜面の改善の一つとしては、有田と木

村の研究16）に基づき、農林水産省の指針において一定以

上の高さの畦畔に対して小段の設置が推奨されてい

る注4）。しかし、犬走り1）や管理道20)などと名称は異なる

ものの、その必要性が繰り返し指摘されているように、

必ずしも現場での導入は進んでいない。一つには、小段

整備により水田として使える面積が減るために農家がそ

れを望まないためとも言われている16）。そこで、小段の

必要性に対する作業担当者の意識を合わせて把握するこ

ととしたが、小段を見た経験がなければ判断しがたいと

予想されたため、既に導入されている先進的な地区を対

象地としている。

　会津若松市Ａ地区は、農業地域類型は中間農業地域に

分類され、標高約530ｍ、水田は盆地内の緩傾斜地にある。

圃場整備に合わせ、地域の合意により田面の標高差が0.9

ｍ以上の場合に、畦の斜面中段に小段を設置している（写

真１）。Ａ地区を含む旧Ｐ村の農業専従者の平均年齢は

66.0歳、経営耕地面積は２から４ha未満層が51％を占め

る（2005年農林業センサス）。

　豊前市Ｂ地区は、農業地域類型は山間農業地域に分類

され、標高約180～250ｍ、水田は川沿いの傾斜地にあり

高さ数ｍにおよぶ急な畦も多い。Ｂ地区では、圃場整備

前の畦は石積みであったが、整備後は、県の設けた目安

により田面の標高差が1.7ｍ以上の場合に、畦の斜面の中

段に小段を設置している（写真２）。Ｂ地区を含む旧Ｑ村

の農業専従者の平均年齢は66.3歳、経営耕地面積は0.3か

ら１ha未満層で83％とＡ地区より小規模である（2005年

農林業センサス）。

　なお、一般には畦の所有者は上側の田と同じであるの

で、草刈は上側の田の所有者が斜面の最下端までを刈る。

しかし聞き取りの結果、Ｂ地区では、下の田の所有者が

下から届く範囲を刈る習慣があることが判明している。

（２）対象と方法

　草刈作業の実態および担当者の意識について明らかに

するために、両地区の水田所有者に対し、質問紙調査を

実施し、地域の特性とあわせて検討した。

　対象は、両地区の水田を所有する全戸（Ａ55戸、Ｂ68

戸）の男女各１名で、畦の草刈作業の担当者に優先的に

回答を依頼した。調査は、2006年12月から2007年１月に、

土地改良区を通じて自記式質問紙を配布、回収して行っ

た。倫理的配慮として、事前に土地改良区代表者を通じ

て、調査の趣旨や方法と、回答は自由意志に基づくこと

等を説明した。回収率は72％であった。

　質問項目は、草刈作業に関する行動としては、草刈作

業の方法、個人の安全策の実施状況、草刈作業に関する

意識としては、草刈に関する意向、作業上の不安・負担

感、さらにインシデント（いわゆるヒヤリハット経験）

の有無、属性などである。作業方法や作業の不安・負担

感などについては、質問紙設計に先立ち両地区において

実施した、草刈担当者男女に対する聞き取り調査および

作業観察（Ａ地区のみ、男女各２名）の結果を参考にし

た。例えば、無理な姿勢で作業する女性（写真３）の

「他人の田である下の田に入りたくないから」という声を

写真１　Ａ地区の様子（中段小段に立つ身長145cmの女性） 写真３　無理な姿勢で作業する女性（Ａ地区）

写真２　Ｂ地区の様子（中段小段に立つ身長170cmの男性）
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参考に、他人の田への立入の有無とその理由を尋ねる項

目を設けた。安全策の項目については、「刈払機の作業を

安全に」26）等を参照した。

　分析対象は、有効回答174票中、草刈担当者118票（Ａ

56,Ｂ62）である（質問項目ごとに無回答者を除いたため、

回答者数は異なる）。地域により作業実態や意識に差があ

るか否か検討するために、χ２検定およびt検定を行った。

統計解析には、SPSS ver.13.0Jを用い、有意水準は危険

率５％未満とした。 

Ⅲ　結果

（１）回答者の概要

　地区別の回答者の概要を表１に示す。両地区における

性別構成のχ２検定の結果、および平均年齢や農作業を続

けたい年齢のt検定の結果からは、統計的に有意な差は認

められず、両地区の回答者の性・年齢に差はなかった。

（２）草刈作業の実態

　地区別の作業方法および意識の実態を表２に示す。

　Ａ地区とＢ地区の共通点をみると、草刈作業時に畦の

斜面に立つことがある人は、両地区とも４人に３人以上

と多かった。草刈の際、作物が植えられている下の田が

他人の田の場合でも入ることがある人は、Ａ地区35％、

Ｂ地区22％と少なかった。「下側の田に入らない」と回答

した67人に理由を尋ねると、「他人の田に入りたくない」

「作物を傷めたくない」の順であった。

　Ａ地区、Ｂ地区で違いがみられた部分をみると、作業

方法では、Ａ地区では機械の種類として背負い式を用い

る者が多く、草刈の頻度が平均3.5回とＢ地区の平均4.7

表１　分析対象の概要

表２　草刈作業の方法と意向
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回より有意に少なかった。また、草刈経験年数では、Ａ

地区で平均30年と長く、草を刈る理由では、Ａ地区では

害虫の発生の予防をあげる者が最も多く、Ｂ地区では自

分の田をきれいに維持したいと考える者が多かった。

　小段整備に対する考えは、「面積が減るので ない方が

よい」という意見がいずれも10％未満であったのに対し、

「面積が減っても あったほうがよい」とした者が多数派

を占めたが、特にＡ地区で83％と有意に多かった。

（３）個人の安全策の実施状況

　刈払機による草刈作業の際、作業者が注意すべきと

推奨される項目の、実行の有無を尋ねた結果を地区別

に示す（図１、複数回答）。

　両地区ともに、７割以上の者が「点検や移動時の

機械の停止」「手袋の使用」「ベルトやハンドルの位

置の調整」を実施していた一方で、「飛散防止カバー

をつける」者は半数に過ぎず、「スパイク付の靴や地

下足袋」「ヘルメット」「すね当て」の装着、「非常停

止装置の確認」などの実施者は４割に満たず、項目

により実施状況に差がみられた。

　地区別にみると、石の多い土質のＢ地区ではＡ地区

に比べ「防護用めがね（χ２値=9.63, P<0.01）」「ヘル

メット（χ２値=8.64, P<0.01）」の装着者が多かった。

（４）草刈作業に対する不安や負担感

　草刈作業に対する不安や負担について訪ねた結果

を、地区別に示す（図２、複数回答）。

　両地区ともに、上位を「足や腰に負担が大きい」

「肩や腕に負担が大きい」「無理な姿勢が多くて大変」

「足をすべらせそうでこわい」が占め、これを訴える

者はそれぞれ５割を超えている。また、５位の「落

ちそうでこわい」を含めて、不安定な姿勢や足場な

どに関するものが、刈刃や機械に関するものよりも、

相対的に多い。

　地区別にみると、Ａ地区では「刃が水面等にあたっ

て揺り戻されそう（χ２値=8.09, P<0.01）」「手や足を

切りそう（χ２値=8.98, P<0.01）」への不安を感じる

人や、「他人の田に気をつかう（χ２値=12.29, 

P<0.001）」人が多く、Ｂ地区では「無理な姿勢（χ２

値=4.29, P<0.05）」の負担感を訴える人が多かった。

（５）草刈作業中のインシデント

　草刈作業中のヒヤリハット経験を尋ねた結果を地

区別に示す（図３、複数回答）。

　両地区を合わせ、「特にない」とした者は１割であっ

た。「足をすべらせた」「石にあたってはねた」「刃が

水面にあたって揺り戻された」「あぜから落ちた」な

ど、足場や石、水面など環境に関する項目が、（４）

の不安や負担と同様に、機械に関するものを大きく上

回っている。

　地区別にみると、Ａ地区ではＢ地区に比べ「足をすべ

らせた（χ２値=3.91, P<0.05）」「刃が水面にあたって揺

り戻された（χ２値=15.56, P<0.001）」「あぜから落ちた

（χ２値=13.56, P<0.001）」の経験者が多かった。

図１　地区別にみた個人の安全策の実施状況（複数回答）

図２　地区別にみた草刈作業における不安や負担（複数回答）
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Ⅳ　考察

　以上、福島県と福岡県の中山間農業地域、二地区での

質問紙調査の結果から、水田畦畔の草刈作業の行動と意

識の実態、および地域間での相違を示した。以下では、

二地区で共通していた点と、地区ごとに特性のみられた

点に大別して検討した上で、今後の草刈作業および刈払

機に関する事故による傷害防止への示唆を得ることとす

る。

（１）両地区の共通点からみる中山間農業地域における

　　 水田畦畔の草刈作業の実態

　福島県と福岡県の二地区での質問紙調査の結果、東北

地方および九州地方という異なる地域であるにもかかわ

らず、以下に示すようにいくつかの類似性が認められた。

したがって、日本の中山間地域において、同様の状況に

ある地域が全国に存在する可能性を示唆している。

　①　草刈作業の担当者と作業実態

　回答者の平均年齢は、Ａ地区では62.9歳、Ｂ地区では

63.2歳であった。本調査では、調査対象農家の草刈担当

者に優先的に回答を依頼しており、両地区とも、実際の

草刈作業の主な担い手は60歳代の高齢者であると考えら

れる。これは、岩手県において草刈作業従事者の多くは

50～60歳代が占めたという調査結果27）とも同様であった。

なお、調査地区の農業専従者の平均年齢Ａ地区66.0歳、

Ｂ地区66.3歳と比較すると、それぞれ約３歳若いが、こ

れは、農業専従者の中には、体力的に刈払機による草刈

作業ができなくてもそれ以外の農作業のできる人が含ま

れること、質問紙調査の限界から、同じ家族の中では若

手の高齢者が回答に回ったためと考えられる。

　さらに、作業担当者らは、70歳代前半までは農作業を

続けたいという意向をもっていることから、今後は、高

齢者がより安全に作業しやすい草刈作業環境の必要性が

ますます高まると予想される。

　作業方法の実態をみると、両地区とも、８割前後の人

が畦の斜面上で作業していた（表２）。高齢者は、身体機

能の低下により、日常生活においても転倒しやすくなる。

にもかかわらず、調査対象地では、高齢者が斜面上で草

刈作業をしているという危険な状態が明らかになった。

　斜面に立たなくても、下の田の平坦な面（水田の中）

に立てば、安全なはずである。ただし、隣接の田の所有

者は、他人の場合もある。そこで、他人の田に入って作

業することがあるかを尋ねたところ、入る人はＡ地区

35％、Ｂ地区22％にすぎなかった。この中には、入る必

要のない人も含まれてはいるが、入らない理由として「他

人の田に入りたくない」ことが最も多くあげられた点は、

注目される。こうした田の所有関係という心理社会的な

理由が、斜面に立たざるを得ない状況やⅡで示した写真

３のような無理な姿勢の要因となっている可能性が示唆

された。

　一方、小段整備への意向をみると、無いほうがよいと

いう意見は１割に満たなかった。一般的には、農家は水

田として使える面積が減るために小段整備を望まないと

も言われるが、対象者をみる限り、むしろ安全を重視し

たいという意向がうかがえた。

　②　個人の安全策の実施状況

　次に、個人の安全策をみると、高齢者が作業を担当し

ている現状にありながら、必ずしも充分ではないことが

明らかになった（図１）。個別にみると、どちらかといえ

ば作業性の向上や安定化に直結する「手袋の使用」「ベル

トやハンドルの位置の調整」などは実行されやすく、確

認しなくても使えてしまう「非常停止装置の確認」や、

作業上は無くても困らない「ヘルメット」「すね当て」の

装着などは実施されにくいようである。なお、選択肢の

「手袋」は防振手袋と示さなかったため軍手等の装着が含

まれると考えられ、過大評価されている可能性がある。

　個人による防護については、日本農村医学会によるア

ンケート調査においても25）、顔面、体、下半身の防護を

しない者がそれぞれ46％、34％、48％と、十分でないこ

とが指摘されている。今回の調査の選択肢にあげたもの

は、いずれも安全面からは望ましいものばかりであるが、

日常的な作業では必ずしも全てが実施されているわけで

はなく、作業安全への意識啓発などの取り組みの必要性

が示された。ただし、個人でできる対策には限界がある

ことから、作業環境におけるバリアをあらかじめ低くす

るとともに、家族や地域を巻き込んだ取り組みが期待さ

れる。

　③　草刈作業の不安・負担感とインシデント

　作業についての不安は、機械に関するものよりも、足

場や姿勢など環境面に関する訴えが多かった（図２）。畦

図３　地区別にみた草刈作業中のヒヤリハットの経験（複数回答）
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の草刈作業は、不安定な足場で姿勢を保ち、体重と機械

を支えつつ、手持ちの機械を扱うなど、筋骨格系の負担

が大きい作業であることがわかる。そしてＡ地区、Ｂ地

区共に、畦畔斜面の小段が既に設置されている先進的な

地区ではあるものの、斜面をバリアと受け止めている者

のいることが認められた。一方で、刈払機そのものや刃

に対する不安感を訴える者は相対的に少なかった。潜在

的に危険な刃物のある動力機械を取り扱いつつも、身体

のきつさや斜面の不安に注意が向かいがちであることが

うかがわれる。

　また、ヒヤリハット経験では、「特になし」との回答が

全体で１割程度となり、回答者の９割が何らかの危険な

経験をしていることがわかった（図３）。そのうち、最も

多い「足をすべらせた」、４番目に多い「あぜから落ち

た」といった経験は、畦畔の高さや傾斜、足場の悪さな

どが関連すると考えられる。一方、刈払機の刃がはずれ

たり、手や足を切った経験は１割に満たなかった。

　このように、作業担当者がどのような負担感や不安を

抱えながら作業をし、実際にどのような危険な経験をし

たかを尋ねた結果、いずれも、刈払機や刈刃そのものな

どの機械に関する項目よりも、不安定な足場など環境に

対する項目が、より大きく認識されていることが明らか

になった。これが刈払機による受傷の背景要因の一つで

あることが推察される。また、本調査の対象地域が、既

に部分的に小段を設置している地区であることを考え合

わせると、未設置の地域では、さらに大きい不安や負担

を感じていたり、ヒヤリハット経験の多いことも予想さ

れる。

（２）両地区での行動と意識の特徴と地域特性

　次に、地域特性の影響の可能性について、Ａ地区とＢ

地区とで異なる結果の得られた点から検討する。両地区

の性・年齢構成には有意差がないので、異なる点は、地

域特性が現れているものとして考える。

　①　福島県Ａ地区

　福島県Ａ地区の草刈作業における特徴は、調査結果と

地域条件から次のように描くことができよう。

　Ａ地区では、草を刈る理由として、半数が「害虫の発

生防止」をあげ、草刈りを平均30年程度経験するなどＢ

地区よりも長年の経験者が多い。一般的には、肩掛け式

の刈払機のほうが安全性が高いといわれているが、Ａ地

区では、Ｂ地区より有意に多くの人が旧型の多い背負い

式の刈払機を使用している。「刈払機で手や足を切りそ

う」への不安や、「刃の水面での揺り戻し」の不安と経験

者が有意に多いのは、この背負い式の刈払機の利用者が

多いことも一因と考えられる。

　特に、作業上の不安・負担感のうち、Ａ地区では「他

人の田に気をつかう」者が３割と有意に多かった（図２）。

これは、地区の慣習として上の田の持ち主がその畦畔の

下端まで管理すること、一戸あたりの経営面積や一枚の

田の面積が大きく、他人の田と接する線が長いことなど

が影響していると考えられる。Ｂ地区では、「上の田の所

有者が、畦畔の天端または中段小段から下に届く範囲ま

でを上から刈り、下の田の所有者が、残りを下の田側か

ら刈る」という地区特有の慣習があり、他人の田への気

遣いをＡ地区より相対的に少なくしていると考えられる。

　また、小段整備に対する考えは「面積が減っても あっ

たほうがよい」とした者が83％と有意に多かった。これ

は、上と同様に一戸あたりの経営面積の大きさや他人の

田と接する線の長さからの小段の必要性の高さと、地域

の合意形成を経て小段整備に至った経緯の影響と考えら

れる。

　②　福岡県Ｂ地区

　福岡県Ｂ地区の草刈作業における特徴は、調査結果と

地域条件から次のように描くことができよう。

　Ｂ地区は、石が多い土質であり、田は急傾斜地に広がり、

一戸あたりの水田の経営面積は小規模である。年間4.7回

の草刈回数は、Ａ地区の3.5回より有意に多いが、より温

暖な気候や経営面積の違いからも理解できる。草を刈る

理由として、半数が「田をきれいにしておきたい」を選

択したが、Ｂ地区の一部では斜面にアジサイの植栽をし

ているところがあり、景観維持への意識も高いことがう

かがわれる。また、草刈の経験年数がＡ地区よりも短い

のは、圃場整備前の石積みの畦には草が生え難かったた

め、草刈を必要としていなかったためであろう。

　作業の不安・負担感では、Ａ地区より転倒・転落経験

者が少なくヒヤリハット経験の無い者も多いのに対し、

「無理な姿勢」への負担感や、刃が石にあたる不安を訴え

る者の割合が多い。一方、個人の安全対策では、「防護用

めがね」「ヘルメット」等の装着者が多い。これは、Ｂ地

区はＡ地区と比べ急傾斜地であるため畦畔の高低差が大

きく（写真２）、小段の整備された田をもつ人が３～４割

を占めるものの、「うっかり転落すれば大ケガになりかね

ない」という環境から、細心の注意を払っていることが

うかがわれる。また、石が多い土質であることも相まっ

て、石の飛散の経験者も多く、日常的なめがねの装着に

繋がったと考えられる。

　③　地域特性の違いからの示唆

　以上、地域による違いの理由としては、気候や地形、

経営面積、畦畔の形状、利用機械などの影響が考えられ

た。また、「下の田の所有者が、上の田の斜面下端の草刈

を行う」という地域の慣習の有無が、実際の草刈作業の

行動や意識に影響している可能性が明らかになった。す
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なわち、畦畔管理作業では、気候や地形などの自然環境

に加え、個人の心理面に関わる社会的な環境が大きく影

響しており、こうした社会関係を同時に考慮する必要性

が示唆される。さらに作業実態等に地域差がみられるこ

とから、傷害予防に際しては、全国的な一律の取り組み

だけではなく、コミュニティレベルでの実態に即した取

り組みが重要であると考えられる。

（３）畦畔の草刈作業の安全推進策への示唆

　ここでは、以上の地域別にみた共通点、相違点の検討

により得られた示唆をもとに、今後の畦畔管理作業にお

ける傷害予防に向けた安全推進策について検討する。こ

うした農作業の実態を把握し、情報を共有することは、

問題解決にむけた異分野協働への第一歩といえよう。

　第１に、草刈作業における不安・負担感およびインシ

デントの発生状況は、機械に関するものよりも作業環境

に関するものが多く、これが受傷の背景でもある可能性

から、作業環境すなわち水田畦畔の改善を進めることが

課題であろう。第２に、作業担当者には「他人の田に入

りたくない」「他人の田に気をつかう」という意識がある

ことから、このような心理社会的な要因に考慮した対策

が必要であろう。第３に、個人に望まれる安全対策の実

施状況は必ずしも高くないことから、安全に関するさら

なる意識啓発が望まれよう。ただし第４として、いずれ

も、個人での対応には限界があること、また、地域の自

然条件や経営状況や慣習など、さまざまな地域特性の影

響がうかがわれることから、地域特性を踏まえた地域ぐ

るみでの取り組みが必要である。さらに前提として、畦

畔除草のような心身ともに大きな負担や危険を伴う作業

を、「今後も農業を続けたい」と考えている高齢の農業者

が担っている現状を踏まえるべきことは言うまでもない。

　第１の安全な作業環境としての水田畦畔の改善として

は、不安定な斜面上の作業や無理な姿勢を減少させるた

めに、作業用の足場となる小段の設置があげられる。既

に、農林水産省の指針において設置が推奨されているも

のの、必ずしも現場での導入は進んでいない。例えば、

一般農家向けの雑誌の特集で作業改善の工夫例として採

りあげられている28）ことは、その現れといえる。一方、

調査対象のＡ地区では、圃場整備の際に、地域の話し合

いによる合意形成および作業実験に基づく目安の設定に

より、小段を一部に設置している。このような事例を参

考に、地域ぐるみでの取り組みを進めることは可能であ

ろう。

　第２の他人の田に対する気遣いを緩和するには、田の

所有状況と人間関係、地域の慣習などが関わることから、

日常的な良好な社会関係づくりに加え、地域内での草刈

に関する新たなルールづくりなどがあげられよう。また、

上述の小段の整備も、これを軽減することに役に立つ。

　第３の個人の意識啓発については、教育的な取り組み

による安全意識向上がある。労働者の安全衛生教育につ

いては労働安全衛生法に基づいて推進されているが、刈

払機の取扱作業者に対するものは、平成12年から「就業

制限業務又は特別教育を必要とする危険有害業務に準ず

る危険有害業務に初めて従事する者に対する特別教育に

準じた教育」の中に位置づけられ、雇用労働者の多い林

業分野では、定められたカリキュラムに基づく教育の機

会が提供されている29）。自営業の多い農業分野では、取

り組みは地域の自主性に任されているともいえるが、例

えば、「農作業安全のための指針」30）や「刈払機の作業を

安全に」26）などの既存の啓発資料を活用した、それぞれの

地域での学習機会の提供などが考えられる。また、個別

の機械や装具および作業方法については、軽労化や安全

対策のための開発や改善が進められており、その情報を

地域で共有する機会をもって工夫を重ねていくことも一

案である。

　また、全国一律ではなく地域特性を踏まえた検討とい

う点では、例えば、地域の実態にあわせた動機づけが考

えられる。Ｂ地区における防御用めがねの高い装着率は、

石が多いという地域特性により、防御用めがねの必要性

が作業者に納得されて受け入れられた結果と考えられる。

これは、各地域の特性により実施率の向上が期待できる

ものがあることを示している。そこで、あらゆる対策を

同等に訴えるのではなく「いつもメガネをすることから

始めてみましょう」のように重点課題を定めた目標設定

もできよう。

　以上述べてきたように、いずれにしても、畦畔の斜面

といった空間的な作業環境および心理社会的な環境の二

つの「環境」面からの解決が必要である。環境面での物

理的なバリアをより低くすることと同時に、心理社会的

な側面を含めたコミュニティレベルでの取り組みが求め

られる。すでに、機械、環境の安全性の向上については、個

別の対策方法が様々に提案されてきているが、地域全体

での包括的な取り組みへの言及1）は多くない。機械と人、

環境と人、といった相互作用に関するものには人の側の

意識や行動の改善が伴わなくてはならず、さらに個別の

対策を採用し普及するのは、人やコミュニティの力であ

り、地域ぐるみの実践や異分野との連携が必要である。

まさに、農業・農村の安全な環境づくりのために、セー

フティプロモーションの考え方に基づいた対策が期待さ

れているといえよう。
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Ⅴ　おわりに

　畦畔斜面の草刈作業は、生産性向上、景観保全等を念

頭に、作業軽減、省力化を重視した検討がなされてきた

が、高齢化過疎化の進む現状の中、安全性の視点は今後

ますます重要である。安全な畦畔の草刈作業について、

機械、環境、人の３点からみると、機械の開発・改善や、

除草剤や被覆による作業軽減に比べ、作業環境としての

斜面の改善や、人および社会環境へ注目した取り組みの

蓄積は多くない。本研究の結果から、今後の畦畔管理作

業の安全対策では、機械自体の改善のみではなく、作業

環境のような空間面での改善が求められること、それに

加えて、社会的な環境に注目した取り組みの必要性が示

唆された。さらに、高齢者の作業実態や意識を考慮した

機械の改善や個人の意識啓発の徹底はもとより、地域特

性を踏まえた安全な環境づくりが必要である。すなわち、

セーフティプロモーションの考え方を踏まえた、地域ぐ

るみの分野横断的な取り組みの適用が有効であると期待

されよう。このことは、中山間農業地域における畦畔管

理作業の安全性向上策のみでなく、ほかの農作業安全に

関する取り組みに対しても示唆を与えるものであろう。

　最後に、本報告の限界と今後の課題を述べる。今回は、

既に畦畔斜面の一部に小段を設置している先進的な地域

での結果であるが、こうした取り組みのない、より一般

的な地域での実態を把握する必要がある。また、作業担

当者の性別や年齢層による意識や行動の違いも予想され

るが、この検討は今後の課題としたい。さらに、安全性

向上にむけた具体的な実践とその評価が必要であろう。

・謝辞

　調査に際してお世話になりました、福島県および福岡

県の関係機関の皆様、ならびに、お忙しい中にもかかわ

らず、快く聞き取り調査・作業観察・質問紙調査にご協

力下さいました、調査対象地域である会津若松市および

豊前市、Ａ地区およびＢ地区の土地改良区、そして調査

対象農家の皆様に、厚くお礼申し上げます。

・付記

　本研究は、(独)農業･食品産業技術総合研究機構 農村

工学研究所が農林水産省経営局より受託した「平成18年

度農村生活総合調査研究事業」のうち、「高齢農業者等の

活動促進に資する環境整備のユニバーサルデザインに関

する調査研究」（担当：山下仁、片山千栄、小倉力）の一

部である。報告書は、文献31として刊行されている。

　本報は、その中で実施した質問紙調査を再分析したも

のである。 

・注

１　農業地域類型とは、短期の社会経済変動に対して、

比較的安定している土地利用指標を中心とした基準

指標によって市町村および旧市区町村を分類したも

のである32）。第１次分類には都市的地域、平地農業

地域、中間農業地域、山間農業地域があり、人口密

度や宅地率、耕地率や林野率、田畑の傾斜等から規

定される。山間農業地域は、林野率が80％以上かつ

耕地率が10％未満の旧市区町村又は市町村で、中間

農業地域は、都市的・平地・山間のいずれにもあた

らない地域である。この中間農業地域、山間農業地

域を併せて中山間地域と一般に称している。（平地農

業地域は、耕地率が20％以上かつ林野率50％未満の

市町村、但し一定の傾斜以上の田畑の合計面積の割

合が90％以上のものを除く。また耕地率が20％以上

かつ林野率が50％以上で、一定の傾斜以上の田畑の

合計面積の割合が10％未満の市町村）。

２　区画整理を中心として農業生産基盤の面的な改良整

備を行う一連の土地改良事業のこと。農作業の効率

を向上させるため、水田や畑の一区画の整形や面積

の拡大、農道や用排水路の整備などを行う。

３　例えばハインリッヒの法則では「１件の重大災害（死

亡・重傷）が発生する背景に、29件の軽傷事故と300

件のニアミス（ひやっとすること、ヒヤリハット）

がある」33）といわれており、これに従えば、５件の

死亡事故の背後に1500件のヒヤリハット事例が存在

することになる。

４　農林水産省構造改善局計画部による土地改良事業計

画設計基準における基準書・技術書（2000）の中で

は、上の田面と下の田面の高低差0.5ｍ以上から法先

小段設置の検討を、1.5ｍ以上からは法面中段の小段

設置の検討が推奨されている。

文献

１）乾多津子，山下道弘．自治体の中山間地域農業・農村の活性

化対策－畦畔維持管理作業の軽減対策から一考察－．農林水

産技術研究ジャーナル，1998；21(11)：49－57．

２）農林水産省．米生産費の全国累年統計．農林水産省．農業経

営統計調査 平成18年産米および小麦の生産費． at: http://

　　www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001014178&cycode=0.

　　Accessed January 5, 2009．

３）農林水産省大臣官房統計部．農業経営統計調査 平成19年産 

米生産費．at: http://www.maff.go.jp/www/info/bunrui/mono01.html.

　　Accessed January 5, 2009．

４）田中靖，横尾浩明．中山間地域における畦畔管理の現状と課

題．圃場と土壌．2003；35(2)：36－40．

５）山下仁，片山千栄，工藤清光．農村の生活環境・生産環境の

バリアに対する住民の評価－農村環境のユニバーサルデザイ

ンに関する研究－．農村計画論文集，2005；７：241－246．



 41日本セーフティプロモーション学会誌　Vol.2　No.1　　2009

中山間農業地域の水田畦畔の草刈作業における安全性の検討　－二地域の農業者の意識と行動から－

６）農業機械障害事故調査結果（平成13年）．at: http://brain.naro.

　　affrc.go.jp/anzenweb/fusyou/fusyou13.htm. Accessed December 

　　18, 2008．

７）農業機械障害事故調査結果（平成14年）．at: http://brain.naro.

　　affrc.go.jp/anzenweb/fusyou/fusyou14.htm. Accessed December 

　　18, 2008．

８）澁谷直美，大浦栄次，橘川弘勝，ほか．農機具による事故災

害の実態と予防対策についての研究（２）－とくに農業機械

事故について－．日本農村医学会雑誌，2003；52(３)：409．

９）藤田勇治，松木理恵，澁谷直美，ほか．富山県における最近

４年間の農業機械事故の特徴．日本農村医学会雑誌，2004；

53(３)：401．

10）臼田誠，広澤三和子，佐々木眞爾，ほか．農作業にともなう

事故災害発生状況について．日本農村医学会雑誌，2006；

55(３)：318．

11）臼田誠，広澤三和子，佐々木真爾，ほか．農機具による事故

災害の実態と予防対策についての研究（５）～草刈り機によ

る事故について～．日本農村医学会雑誌，2004；53(３)：402．

12）垰田和史，西山勝夫，北原照代．滋賀県における主な農業機

械による災害発生状況に関する経年的検討－1982年から1991

年までの保険請求資料をもとに－．日本農村医学会雑誌，

2003；52(１)：31－42．

13）末永隆次郎，百瀬義人．農協管内における農業機械の使用状

況．日本農村医学会雑誌，2006；55(３)：319．

14）農林水産省生産局農産振興課．平成19年度農作業事故調査

（死亡小票調査）．平成20年６月20日付プレスリリース．

15）友正達美，安藤益夫，工藤清光．傾斜地水田における畦畔・

法面管理問題の現状と対策．近畿中国農業研究，1994；88：

59－63．

16）有田博之，木村和弘．労働環境としての圃場形態．有田博之，

木村和弘．持続的農業のための水田区画整理．東京：農林統

計協会．1997；95－171．

17）大谷一郎．畦畔法面の植生管理技術の現状と課題．農業技術，

2003；58(11)：19－22．

18）銭本徹．ほ場整備後の法面における草刈り管理の省力化工法

について．水と土，2006；（146）：13－20．

19）吉田智一，亀井雅浩，土屋史紀，ほか．大型法面草刈り作業

技術の開発．農業機械学会誌，2003；65(３)：136－142．

20）山本晃一，米谷正，松本功，ほか．畦畔草刈り作業軽労化の

ための土壌モルタル管理道の営農的施工．兵庫県農業技術セ

ンター研究報告農業編，2001；（49）：１－４．

21）細山隆夫．大規模経営における畦畔，用水路管理の作業委託

と将来展望－上川中央・当麻町－．北海道農業研究センター

農業経営研究，2006；91：31－40．

22）中野丹．低振動・低騒音型刈払機の開発．機械化農業．2008；

（3081）：17－21．

23）農業機械の安全装備いろいろ／刈払機．at: http://brain.naro.

　　affrc.go.jp/anzenweb/anzensobi/anzensobi_02.htm. Accessed 

　　December 18, 2008．

24）松永勝也．自動車の輸送量及び交通事故．松永勝也編．交通

事故防止の人間科学．京都：ナカニシヤ出版，2002；１－13．

25）大浦栄次，澁谷直美，橘川弘勝，ほか．農機具による事故災

害の実態と予防対策についての研究（４）－利用者アンケー

トより農災事故予防対策を考える－．日本農村医学会雑誌，

2003；52(３)：411．

26）(社)日本農業機械化協会．刈払機の作業を安全に．東京：(社)

日本農業機械化協会，2006；１－16．

27）高橋政夫，尾形茂．水田畦畔管理に関する農業者の意向．雑

草研究，2004；49：84－85．

28）特集「草刈り・草取り名人になる！」．現代農業，2005；84(５)：

58－117．

29）労働省安全衛生部安全課・労働衛生課編．刈払機取扱作業者

必携＜刈払機取扱作業者に対する安全衛生教育テキスト＞改

訂第２版．東京：林材業労災防止協会，2003；１－124．

30）農林水産省生産局．農作業安全のための指針．2002；１－50．

31）山下仁，片山千栄．農村環境のユニバーサルデザイン化の検

討－中山間水田集落における水田畦畔法面を事例に－．(独)

農業･食品産業技術総合研究機構農村工学研究所．平成18年度

農村生活総合調査研究事業報告書②高齢者の能力の活用によ

る農業・農村地域の活性化に資する調査研究．つくば：(独)

農業･食品産業技術総合研究機構農村工学研究所，2007；１－

52．

32）2005改訂農林水産統計用語事典．東京：農林統計協会，2005．

33）小池通崇．安全確保の３原則．京都：ナカニシヤ出版，2007；

１－158．



日本セーフティプロモーション学会誌　Vol.2　No.1　　200942

黎明期のセーフティプロモーション（ＳＰ）活動に見られる住民間の目的意識形成の成因解明　Part I

Ⅰ　緒言

　人々の暮らしの基盤であり、クオリティ･オブ･ライフ

の主要因でもある安全や健康に対して、さらにその質や

優先順位を高めることが求められている。

　反町1）は「セーフティプロモーションとは、事故、暴

力、自傷行為などによる外傷やそれに対する脅威を、住

民参加を伴う部門や職種をこえた協働により予防する取

黎明期のセーフティプロモーション（ＳＰ）活動に見られる住民間の

目的意識形成の成因解明　Part I

Understanding the Foundation of the Decision-Making Process
in the First Stages of Safety Promotion Activities.

要約

　地域住民活動に見られる住民間の目的意識形成過程の成因について、Ｂ市の取り組みをもとに、外傷予防における地域住民の合意形成

と参加の促進のための条件を明らかにすることを目的とした。半構造化面接法を用い11名から聴取し、ＳＰ活動に取り組む組織に参与観察

者として介入した。

　地域住民活動に見られる住民間のＳＰ活動参加への目的意識は、 Ｃ会活動メンバー(以下、会員)がＳＰ活動に参加し、様々な知識を得る

ことで認識が変化し、会員の具体的な行動化へと｢つながり｣、関係者との｢連携｣が形成されていた。これをＳＰ活動の目的意識形成過程

と判断した。

　会員の合意形成と参加が促進される条件は、従来より保健活動で保健師が面識のある集団に働きかけ、健康教育等を媒体に｢住民への

介入と支援｣、および｢人材育成｣に取り組んできた活動の蓄積から、関係者との｢つながり｣や｢連携｣が深められると推察された。

キーワード：目的意識形成、地区住民活動、構築過程、社会支援システム、セーフティプロモーション

Abstract

　The aim of this study is to identify how citizens form objectives in relation to community activities.  Between 2007 and 2008, semi-

structured interviews were conducted with 11 members of C association, which is a local citizens' group in B city.

　The results indicate that members recognized that gaining a high level of knowledge regarding safety promotion during the decision-

making process changes citizens' level of consciousness regarding safety promotion. This acknowledgment led members to change their 

motivation and behavior in relation to“teamwork”and“inter-personal relations”with other staff members.

　It is thought that the creation of trained personnel is needed in order to more easily gain citizens' understanding of safety promotion.  

Furthermore, extra information concerning health education needs to be provided to currently active groups so that these groups can more 

successfully promote the participation of other citizens.

Key Words：Decision-Making Process, Community Activities, Construction Process, Social Support System, Safety Promotion.
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り組みであり、科学的に有効な活動と評価しうるものを

いう。広い意味での公衆衛生アプローチによる取り組み

である」と述べている。つまりセーフティプロモーショ

ンとは、地域に暮らすあらゆる年代の人々や、その人々

を取り巻く環境を介入の対象とし、事故や傷害の防止、

犯罪の防止、自殺の防止等を含む幅広い範囲を取り上げ、

課題解決に有効であると示されたプログラムを生活の場

において組織的に実践することを目的とする住民活動で

ある。

　筆者らは、かねてより「ドメスティック・バイオレン

ス（以下、ＤＶ）被害者の支援における早期介入と看護

職の役割」について研究し、ＤＶや虐待のような処遇困

難事例の解決には、支援者同士のネットワークづくりと、

地域生活支援に向けた関係職種間連携モデルの構築が必

要であると考えてきた。さらに、日本公衆衛生協会の研

究「市町村におけるSafety Promotion(以下、ＳＰ)のモデ

ル事業化―（分担代表．大西基喜）」では、普及啓発活動

を通して、多分野・多職種による外傷予防の必要性を認

識した。その結果、平成17年度より、Ａ県Ｂ市に介入し、

市町村支援のためのＳＰ普及啓発・事業化支援用ツールの

開発やＳＰの施策化を目指す活動を行ってきた。

　公衆衛生における外傷の問題は、ＤＶを例にとると、

被害者の４人に３人は医療機関を受診しているのにもか

かわらず、そのケアは個々の医療スタッフの裁量にゆだ

ねられ、被害の実態や疫学データを持たないばかりか、

警察や福祉との連携もほとんどなされてこなかった2）。

このように外傷に対する予防は、縦割りシステムの中で、

長い間置き去りにされてきた健康上の課題であるといえ

る。

　1989年に発足したＷＨＯコミュニティ・セーフティ・

プロモーション協働センター（WHO Collaborating 

Centre on Community Safety Promotion）は、外傷予防の

地域システムを持つコミュニティに対し、近年、セーフ

コミュニティ（以下、ＳＣ）の認証を行っている。2009年

１月現在、世界では150以上のＳＣが認証されているが、

残念ながら日本における認証地域はまだひとつしかない。

筆者らは、ＳＰ活動の推進、ＳＣ認証に向けた取り組み、

外傷予防の発生を的確に把握するためのサーベイランス

の確立などを行うためには継続的な住民参加が必要であ

り、そのための重要な鍵は地域住民の合意形成と主体的

参加であると考えている。合意形成は個人が地域住民に

対して繰り返し説明や依頼を行い、住民間の意思を統一

させることで達成できる。しかし、住民に主体的な参加

意識がなければ継続的な参加を得ることは難しい。主体

的参加を実現するためには、住民の中に目的意識－自ら

の行為の目的についてのはっきりとした自覚－を醸成し

なければならないであろう。

　本稿では地域住民活動に見られる住民間の目的意識形

成の成因について、Ｂ市の取り組みをもとに明らかにし、

外傷予防における地域住民の主体的参加意識を醸成する

ためにはどのような働きかけが有効であるかを探った。

併せて、その働きかけが地域特性に由来するものかどう

かについても検討を行った。

Ⅱ　研究方法

　本研究課題である、地域住民活動に見られる住民間の

目的意識形成の成因解明のためには、質･量の両面からの

評価が必要である。全過程としてはトライアンギュレー

ションによる研究手法を用いる。トライアンギュレー

ションとは、複数の研究手法やデータを用い、実践が重

視される分野で活用されることが多く、｢マルチメソッ

ド｣と表記する場合もある。観察やインタビューといった、

量的研究では軽視されがちだったデータ収集方法を用い

た質的研究手法である3）。今回は、質的研究に重点をおき、

｢意識｣の形成について明らかにするため、以下の方法で

取り組んだ。

期間：平成19年８月～20年３月

研究デザイン：半構造化面接法を用いた面接調査、およ

び、研究者が研究対象になる集団・地域社会の中に入り

込み、時間と場を対象者と共有し、内部から観察し研究

テーマを明らかにする「参与観察」の手法を用いる。

内容：インタビューの内容は、地域住民活動に参加した

きっかけ、まちへの思い、活動をとおして得られたこと、

課題と感じていること等である。

研究対象者：セーフコミュニティの実現を目指すＣ会活

動メンバー(以下、「会員」と略)11名。

データ収集場所は、プライバシーが保護できる静かな場

所で、かつ、協力者(会員)の希望する場所（例、保健セ

ンターの個別面接室、自宅等）とする。

倫理的配慮：研究対象者の募集・選択における任意性の

確保のため、対象集団の基幹組織(行政：保健セクター)

から研究の許可を得たのち、研究者より会員に口頭と書

面にて研究の概要と研究協力者の権利を説明した。公募

で協力を募り、後日個別に連絡し、訪問の同意が得られ

た会員に、具体的な日時の予約をすることを伝えた。

　介入において予測される対象者の不利益とそれを回避

するため、自宅もしくは個人が希望する場で調査し、面

接中に研究協力者のプライバシーが侵害されるリスクの

低減を図った。特定の集団への聞き取りであるため、言

葉のなまりから発言者が特定されることのないように、

データ加工をする。予測される不利益を回避するため、
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答えたくない質問は回避してもよく、データ整理後、本

人の確認を取り、採用不可のデータは取り除く。本件は、

青森県立保健大学倫理委員会の承認を得て実施した。

用語の定義：黎明期とは、｢夜明け｣を意味し、本文にお

いてＣ会の結成までの準備期間と、結成後半年ぐらいの

期間と定義する。

ＳＰ/ＳＣ活動とは、事故、暴力、自傷行為などによる外傷

に対する、住民参加を伴う部門や職種をこえた協働によ

り予防する取り組み（ＳＰ）と、このＳＰ活動を基盤に生

活の場において組織的に実践するコミュニティ（ＳＣ）と

定義する。

Ｂ市の概要

　Ｂ市は北東北に位置する中都市であり、高齢化率が高

く過疎化が進みつつある。医療過疎も住民生活を圧迫し

ていて、住民の不安は根強い。その一方で、住民の郷土

愛には強いものがある。住民によるＢ市の描写を示す。

「町全体がフラットで妊婦や高齢者も比較的暮らしやす

い町、自然が素晴らしい。」「商店街が寂しい(シャッター

商店街)、町全体がおとなしい、農村部での生活は近隣に

商店や病院がないため、外出には自動車が必要。」「公共

交通機関の便が少なく、路線バスは、徐々に縮小されて

きている。」「運転のできない高齢者はタクシーを利用す

るしかない。」

　人口は2008年３月現在で、約６万６千人（男性は、約

３万２千人。女性は約３万４千人）。世帯数は約２万７千

世帯である。また、2007年の統計によると、出生率7.2、

粗死亡率9.7、高齢化率22.4％と、高齢者の割合が高い。

Ｂ市における外因死亡率の傾向は、2004年から2007年に

かけての人口10万対外因死亡率の状況は、2004年は死亡

率102.9、外因死は12.3、2007年には死亡率79.2、外因死

は8.0と年々減少している。

　外因死亡率を年代別にみると、2007年では65歳以上の

高齢者の死亡率が一番高く、次いで45～64歳が高くなっ

ている。また、０～９歳、10～19歳が最も低くなってい

る。死亡件数で１番多いのは、自殺27件、２番目は自動

車事故の15件（歩行中の事故が７件、車による自損５件

等）、その年代背景は60歳代以上の高齢者となっている。

３番目は誤嚥、誤飲の８件、その年代背景は50歳代、60

歳代である。４番目に多いものとして、農作業中のトラ

クター等の下敷きによる死亡事故４件等となっている。

Ⅲ　研究結果

１．回答者の概要

　ＳＣとして認証を受けたコミュニティは、犯罪の阻止･

抑制のみならず、社会的信頼関係を創造するまちとして、

世界的に注目を集めている。日本では、京都府の亀岡市

が2008年３月ＳＣ認証を得ている。今回介入するＢ市は４

年以上の歳月をかけて、地域住民活動から掘り起こし、

ボトムアップ型の政策策定と、社会支援システムの構築

がすすめられている点が特徴である。

　対象者は概ね平成18年度のＳＰ研修や定例会議からの

参加者で、ＳＰ/ＳＣ活動に取り組み始め１～２年弱の会員

で、30歳代２名、40歳代２名、50歳代２名、60歳代５名、

性別は男性１名、女性10名、の合計11名より協力を得た。

インタビューの場は、自宅、職場、保健センター等であっ

た。インタビューに要した時間は１人平均40分であった。

　また、同一の対象者に対し参与観察も行った。その方

法は、毎月の定例会の様子や各種活動参加時の言動を

フィールドノーツに綴った。

２．面接調査の結果

１）ＳＰ/ＳＣ活動参加のきっかけ

　ＳＰに興味を持ち、活動に参加のきっかけとなった理由

は、①｢参加者の個人的な地域活動に対する興味｣、②｢今

まで住民活動に何らかの形で参加してきた｣、③｢今まで

の仕事との関連｣、④「保健センターの職員に勧められた」、

⑤｢新たな取り組みへの意欲」の５項目に分類できた。こ

れを表１に示した。

２）ＳＣ活動開始初期の「やりがい」

　ＳＰ/ＳＣ活動に取り組んだ対象者が、活動開始初期に感

じた手ごたえ及びやりがいは、①「新しい知識の取得」、

②「意思表明の重要性」、③「連携・人とのつながりの重

要性」、④「まちづくりに関する視点の変化」、⑤「自分

から行動してより良い環境を作る」の５項目に分類でき

た。これを表２に示した。

３）黎明期の組織活動で参加者が認識した役割

　ＳＰ/ＳＣの活動に関わり始めた対象者が、活動初期にお

いて自らの活動や役割についての自己認識は９項目に分

類できた。これを表３に示した。

４）黎明期に認識されたＳＰ/ＳＣ活動の課題

　黎明期に認識された課題は９項目に分類できた。これ

を表４に示した。

３．参与観察の結果　～ＳＰ/ＳＣ活動に関わった住民の感

想より得た目的意識形成状況～

Ａさん：「自分達が日ごろ取り組んでいることって、やっ

ているときはどうすすめるかで精一杯。だけど、この前

みたいに、紙芝居やプレゼンをして、取り組みをまとめ

発表したら、“あ～、こんなすごいことやってたんだ！、

こんなふうに見られていたんだ……”って、気づけた。

……大変だったけど、やってよかった」 
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表１　ＳＰ/ＳＣ活動の参加のきっかけと目的意識

表３　自分達の活動と役割と目的意識

表２　対象者のやりがいと手ごたえ
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Ｂさん：これまで一緒に学習し取り組んだ同士で必要性

の再確認 とみんなで取り組んでいるという確認が出来

来たとき 「一人でない」という事が実感できた。

Ｃさん：（作業部会で話し合いをして）実施していく中で、

他の取組みを理解し、情報提供ができると実感した。

Ｄさん：(皆が)同じ方向にむかい活動していることで、

取り組みについての相談等がしやすくなった。一人で頑

張っていると、たいがい孤立するけれど、この活動はそ

うじゃない。

Ｅさん：実践について広い視野で対応できるようになっ

た。（他を知る事によって） 

Ｆさん：ＳＣの目標は、あらゆる住民が健やかで安心した

生活を送ること、ＳＣの対象は、地域のすべての住民、あ

らゆる生活場面で、取り組みの主体者は、行政・住民・

地域組織・企業・団体etcで、この人たちや組織の連携を

図っていくことだ。そして、アプローチの手段は、住民

主体、地域の様々なアクターの協働、 地域の実情に合わ

せた課題設定と取り組み……なんだよねぇ。これって、

そのまんま「これからの地域福祉」、ソーシャル・キャピ

タルの理念と重なるんじゃない？ ……って事は、我々は

同じゴールに向かって、ＳＰ/ＳＣの評価システムを用いて

取り組んでいるって事なんだよね。

Ⅳ．考察

１．きっかけは、入りやすいところから

　1989年に作成されたセーフコミュニティの取り組みに

関するガイドラインには、「既存の事業や活動などを組み

合わせ、住民の強みを活用し住民の認識・行動および環

境を変えることで事故外傷のパターンを変えること」4）

が提言されている。Ｂ市でＳＰについて普及啓発し始めた

当初、介入しやすい集団として、従来の保健活動の対象

者やサービス提供機関に働きかけた。結果としては、そ

の戦略は成功し、ＳＰ活動に巻き込むことができた。今後

は個人的な動機付けを高める介入プログラムを検討する

こと、ＳＰ活動参加者を増やし、住民の認識・行動および

環境に働きかけることが有効であると示唆された。

２．やりがいと手ごたえを得ることがプラスのサイクル

をつくる

　人との出会いをとおし、｢連携や人とのつながりの重要

性｣を実感し、｢新しい知識の取得｣｢まちづくりに関する

視点の変化」｢自分から行動してより良い環境をつくる｣

という内的変化が見られた。そこから、主体的に行動し

て環境に働きかけるという行動化への変容が確認できた。

表４　黎明期に認識された課題

SP/SC

C

図１　住民参加のきっかけと目的意識形成過程
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　また、ＳＣの実現を目指す活動に参与観察者として介入

し、参加者のコミュニケーションおよび“やりがい”に

注目した。ここで、“やりがい”とは、「するだけの値打

ちがある」と認識されることである。 類似語には

「Challenging（挑戦的なものごと）」、「Rewarding（価値の

ある）」、「Worthwhile（時間・金・労力をかける価値があ

る。むだではない）」5）がある。

　ＳＣ活動をとおし、会員は様々な知識を得ることで意識

が高まり認識が変化し、行動化を促す｢つながり｣や関係

者との｢連携｣が生まれ、行動変容が促されていた。これ

はＳＰ/ＳＣ活動の波及効果と捉えることができよう。また、

ＳＰ活動に取り組む意義はＳＣの認証の如何に係わらず大

きいものであり、“やりがい”という形で報われるであろ

うと推察された。

３．ＳＰ/ＳＣ活動参加者の役割と課題

　互いに関係しあうことを通じてＳＰ/ＳＣ活動参加者が

自覚した｢役割｣としては、｢地域のコミュニティづくりを

していく｣ために、活動の基盤となる｢ＳＣのシステムづく

り｣や「活動プログラムの目的を明確にし、それを評価す

るＰＤＣＡサイクルの意識化」などが挙げられた。

　「ＰＤＣＡサイクル」とは、Ｐｌａｎ（計画）：従来の実績

や将来の予測などをもとにして業務計画を作成する。Ｄｏ

（実施・実行）：計画に沿って業務を行う。Ｃｈｅｃｋ（点

検・評価）：業務の実施が計画に沿っているかどうかを確

認する。Ａｃｔ（処置・改善）：実施が計画に沿っていない

部分を調べて処置をする。この４段階を順次行い、一回

りしたら最後のＡｃｔを次のＰＤＣＡサイクルにつなげ、螺

旋を描くように一周ごとにサイクルを向上させて、継続

的な改善を図っていくものである。本研究では、Ｐ：調

査による現状把握、Ｄ：住民への介入と支援から地域の

コミュニティづくりをしていく、Ｃ：従来事業とのすり

あわせやスーパーバイズ機能、Ａ：ビルド・アンド・ス

クラップがサイクルになっている。

　ＳＣのシステムづくりためには、｢調査による現状把握｣

や｢教育機関･民間との協働｣｢行政・在宅介護支援セン

ター･作業所の協働｣が不可欠で、行政には共に実践しな

がら、全体の｢スーパーバイズ機能｣を担うことが役割期

待としてあげられていた。また、これらの根幹をになう

地域住民に対する働きかけとして、活動の裾野を広げる

ための｢住民への介入と支援｣｢人材育成｣により、「個人レ

ベルでの意識向上を図っていく」ことが示された。

　黎明期の組織活動における参加者が認識した役割は、

ＳＰ/ＳＣ活動の根幹をになう地域住民に対する働きかけ

として、活動の裾野を広げるための｢住民への介入と支

援｣や｢人材育成｣により、「個人レベルでの意識向上を

図っていく」ことであった。

　一方、ＳＰ/ＳＣ活動の課題として、まず挙げなければな

らないことは「ＳＣの概念が住民に十分理解されていな

い」ため、「住民を巻き込み興味関心を引き出す」働きか

けが必要であること。さらに、「世代･職場･地域における

つながりの希薄化」が都市部のみならず、地方において

も進行しているため、「連携の必要性はわかっているが、

もともとつながりが少ない」ため、様々な相談機関･部署

があっても「気軽に相談できる場がない」という認識が

強固になってしまっていることも大きい。

　また、外傷予防プログラムについては「当事者に問題

意識がない」、「対象の年代にあわせた(自殺予防)プログ

ラムの開発や介入の明確化」、｢対象の実生活に則した経

済的で具体的な働きかけ｣、｢調査からプログラム作成へ

評価の見通しが立たない｣等の課題意識があり、これらよ

り、Ｂ市の外傷に関する統計結果が当事者である市民に

SP

図２　対象者のやりがいと手ごたえ

SC

C

図３　Ｔ会の役割
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十分周知されていないため、問題意識が形成されないの

ではないかと推察された。よって、行動変容には本人の

主体的参加とそのための意識化が欠かせないことが示さ

れた。

４．住民による自発的目的意識の形成

　住民の転入・転出、就職等や、地方行政による宅地造

成、地域のインフラへの投資のようなマクロな構造的な

影響力によって人々の繋がりが形づくられると仮定する

ならば、「集団行動を組織化することや地域の見知らぬ他

人を信用することは、地域が不安定だったり、貧困だっ

たり、社会的に隔離されていたり、より良い将来への希

望も展望も無いような見捨てられた状態では、きわめて

難しいことである」6）ため、マクロな構造的な介入を補う

ようなものとして、住民個々を単位とするミクロなネッ

トワークの活性化が必要であり、Ｃ会はその役割を担っ

ているといえよう。

　このようなことから、地域住民の合意形成と参加が促

進させるためには、集団に働きかけることが重要であり、

｢住民への介入と支援｣および｢人材育成｣を継続的に行う

ことで、会員の認識を変化させ、行動化へ繋げることが

できることが期待できる。このような活動を積み上げて

行くことにより関係者との｢つながり｣や｢連携｣が生まれ、

参加者の中に目的意識を醸成できるであろうと分析した。

Ⅴ．本研究の限界

　今回の研究方法は、症例対照研究の症例のみを扱った

ケースと同じ意味合いを持つ。従って、主体的参加がで

きなかった人々のデータが得られていないことが弱点で

ある。また、対象者が症例のなかから無作為に抽出でき

ていない点は質的研究手法が抱える研究デザイン上の弱

点である。

Ⅵ．まとめ

　Ｃ会メンバーへの面接より、①地域住民活動の目的意

識形成過程では、知識を得ることで認識が変化し、行動

化を促す｢つながり｣や関係者との｢連携｣が生まれ、行動

変容が促されていた。さらに、②地域住民の合意形成と

参加が促進される条件は、介入しやすい集団に働きかけ、

人材育成活動を積み上げることであった。また、地域の

健康および安全に関する課題として、自殺が多いという

地域特性が抽出された。

　ＳＰ/ＳＣに取り組む利点は、従来の縦割り行政を横の連

携で組み立てなおし、部門を越えた話し合いにより、ビ

ルド・アンド・スクラップできる点である。このことは、社

会保障制度の給付と負担をいかに適正にしていくかとい

う改革の流れの中で公平かつ効率的な地方分権と行政政

策を推進する一助となる。また、住民が横糸になり、ワー

キンググループによる各政策評価項目の抽出を行うこと

で、縦糸である行政と協働し、ＳＰ/ＳＣの効率的な推進に

資することが期待できる。
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亀岡市における外傷発生動向調査

ＷＨＯセーフコミュニティ認証を終えて

Injury Surveillance in Kameoka City, Kyoto in Relation
to Designation as Safe Community

要約

　外傷や自殺は死亡や障害の重要な原因であり、有効な対策を講じるために、事故発生時の詳細な情報が必要である。京都市の郊外に位

置する亀岡市は、住民の安全を構築するため様々な施策を行ってきたが、2006年、ＷＨＯのセーフコミュニティ認証取得に向けた取り組

みを開始し、主要な医療機関の協力を得て外傷発生動向調査を行うこととした。

　ＷＨＯのガイドラインに準拠して、2007年５月から１年間、亀岡市と周辺の救急医療機関等を受診した外傷患者を調査した。回収した

1420事例のうち、1185例が分析可能事例と判定された。除外症例の多くは慢性整形外科疾患の急性増悪であった。全体の91.1％が救急搬

送以外であり、比較的軽微で身近な外傷のデータが集積された。

　受傷者全体の性別は56％と男性が多いが、75歳以上では女性が70％を占めた。就学前の小児（０-４歳）はもっとも受傷率が高く(3.2％)、

自宅での遊戯時、転倒により、顔面を受傷する者が目立った。就学後の小児（５-19歳）では学校での受傷が多く、低年齢層では、友人と

のけんか、高年齢では、体育やスポーツ中のものが多かった。成人（20-64歳）は最も受傷率が低いが、交通事故の頻度が高い。25～44歳

では職場での外傷、45歳以上では自宅での外傷が多くなる。また、45歳以上では転倒の頻度が高く、重症例も増える。高齢者（65歳以上）

の受傷率は加齢とともに増加し、75歳以上では0.9％に達した。75歳以上の女性では重症者率が高く、階段からの転落のほとんど(16/17)

は家事中の女性であったことが目立った。

キーワード：セーフコミュニティ、外傷発生動向調査

Abstract

　Injury and suicide are the major causes of human death or permanent disability. These problems have not been well documented because 

they are regarded as accidents or random events or personal affairs.  To develop effective prevention strategies, we should get more accurate 

information about injuries.

　City of Kameoka, in the suburb of Kyoto city, has made continuous efforts to establish the safe-life of inhabitants for a long time and 

decided to acquire the designation of safe community in 2006.

　We organized the injury surveillance system with a help of stakeholders  especially medical institutes and offices in and around Kameoka 

city. The system was made in accordance with injury surveillance guidelines.

　Patients who were injured in Kameoka city and treated at cooperative hospitals and medical offices from May 2007 to April 2008 are 

enrolled in this study.  Of 1420 cases reported, 1185 were eligible for the analysis. Most of excluded cases were deterioration of chronic 

orthopedic disease.

　Although the male is likely to be injured (56％), female is predominant (70％) in the population older than 75.  We classified the cases 

into 4 groups according to the age. 

　Children under school age (0-4 years old) is the group where injury rate is the highest. The number held 3.2％ of the instar population in 

the same year.  The typical form of the injuries occurred at the face or oral cavity, at home, by the fall, in the action during a game.

　Children in school age (5-19) tend to have injuries in the school and education-related institution. In the lower age group, they were 

injured in quarrels with the friends, in the upper age, in the physical education or sports time.

　Adults (20-64) is the age group that had the least provability to be injured.  The frequency of the traffic accidents increases after the age 

of driver's license.  The wounds in the workplace increase at 25-44 years old, and home in the people older than 45 years old.

　The injury rates of the senior citizen (more than 65 years old) increase with aging and reach 0.9% in the group older than 75.  Injuries 

by a fall increased with aging.  It is noteworthy that most (16/17) of the fall from stairs was a woman during the housework.

Key Words：Safe community, Injury surveillance
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Ⅰ　はじめに

　京都府亀岡市は丹波地方南部に位置し、京都市に接す

る人口9.5万人のベッドタウンで、近郊農業がさかんな地

域である。古くから自治会活動を通じた地域住民の安心・

安全への取り組みがさかんで、2006年以降、ＷＨＯのセー

フコミュニティー認証取得を目指した活動を開始し1,2）、

京都府も支援し2008年３月日本で初めての認証を受け

た3)。

　ＷＨＯセーフコミュニティ認証への指標には外傷の頻

度と原因を把握する外傷発生動向調査のプログラムを持

つことと明記されている4)。外傷や自殺は死亡や障害の

重要な原因でありながら、単なる偶発的な事故や個人的

な問題と捉えられがちで、十分な調査研究がなされてこ

なかった。これらに対して、有効な対策を講じるために

は、詳細な情報が必要である。この調査には、不慮の事

故や故意の外傷（自殺、虐待、他殺）など傷害（injury）

について、医療機関の協力を得て、個々の事例の客観的

なデータを収集し、リスクの高い集団や環境の特定を行

い、科学的な根拠を基に総合的な対策を実施し、検証を

行うプロセスが含まれる5)。

　日本には消防や警察による不慮の事故や自殺等の統計

が整っており、これによりある程度傷害の動向を把握す

ることが可能である。しかし、医療圏や行政単位で医療

機関から情報を収集し、外傷の発生原因を分析する統計

システムはこれまでなかった。また、消防の搬送記録や

警察の交通事故統計などの既存データの流用ではＷＨＯ

ガイドラインの要綱をみたすことはできないと判断し、

医療機関を対象とした調査を行うこととした。

　したがって、関係機関が調査の手法について話し合う

ところからこの事業はスタートした。本報告ではこのプ

ロセスの中で実施された外傷発生動向調査の概要を述べ

たい。

Ⅱ　調査システムの構築

　調査開始に先立ち、行政関係者を中心とした準備会議

を2006年に立ち上げた。外傷発生動向調査を地域医療に

役立てている大分県中津市や青森県十和田市の取り組み

を視察するなど先進地の情報を収集した6,7)。また、過去

の救急搬送統計から、管内の外傷患者の受診状況につい

て予備調査を行った。

　これらを踏まえて、2007年１月、亀岡医師会と3カ所の

救急告示病院、府、市、消防など行政機関をメンバーと

する外傷発生動向調査検討委員会を立ち上げ、調査の方

法やデータの回収や分析の方法について討議した。

　このなかで、重症の外傷患者情報は消防の救急・救助

記録から得られることがわかった。さらに軽微な外傷に

関するデータも集めるため、亀岡市内の外科、整形外科、

耳鼻科、眼科、小児科、歯科を標榜する診療所にも協力

を求めることとした。

Ⅲ　対象と方法

１．対象

　亀岡市内で受傷し、協力医療機関に受診したすべての

外傷患者で、調査への同意が得られたものを対象とした。

亀岡市民であっても市外で受傷した者は対象外とした。

２．調査期間

　平成19年５月～20年４月の１年間。

３．調査票

　ＷＨＯの外傷サーベランスガイドラインに基づいて作

成した。本調査では医科だけでなく、歯科領域の外傷も

含めることとし、２種類の調査票を用意した。調査項目

は表１に掲げるとおり、ＷＨＯのものと同じであるが、

調査票には受傷部位をわかりやすくするため、それぞれ

に全身と口腔のイラストを加えた。

４．調査方法

　協力医療機関の窓口に調査への協力を依頼するポス

ターを掲示したほか、亀岡市の広報紙や市と保健所の

ホームページで周知し、協力を呼びかけた。

　外傷患者の受診時に、受付事務職員や看護師が調査の

内容を説明し調査への同意を確認した。調査票は診察前

に、本人もしくは同伴者が受傷時の状況等に関する部分

を記載し、外傷の程度や転帰等については診察・処置終

了後に医師が記載することとした。記載された調査票は、

定期的に保健所もしくは亀岡市の職員が回収した。

５．協力医療機関

　消防の搬送記録から亀岡市民がもっとも頻回に受診す

ることがわかった３カ所の救急告示病院（うち公的医療

機関２）のほか、地区医師会、歯科医師会、全21の病院、

診療所（歯科４カ所を含む）の参画を得た（表２）。

Ⅳ　結　果

　１年間で1420件の調査票が回収された。このうち回答

非協力、市外受診及び不適格症例を除外した1185件を解

析の対象とした。不適格症例のほとんどは骨粗鬆症や膝

関節症など慢性の整形外科疾患の急性増悪等であった。

１．受傷者全体の傾向

　まず、受傷者の属性や来院手段、受傷意図などから、

本調査で登録された受傷者の背景を検討した。全体の男
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女比は55:45と男性がやや多かったが、75歳以上では女性

が67.5％を占めた。年齢分布を年齢層別人口比率として

みると、０-４歳、５-14歳、15-19歳の順に高く、ＷＨＯ

の定義で言う小児(20歳未満）に外傷発生が多いことがわ

かる。医療機関別には救急告示医療機関に受診した者が

731例(61.7％)、歯科以外の診療所等を受診した者が391

例(33％)、歯科診療所受診者は63例(5.3％)であった。

　本調査で収集した事例のうち救急車利用は8.9％と少

なく、ほとんどが自力来院もしくは家族などの同伴で受

診していることから、比較的軽微な外傷が多く含まれて

いると推察された。

　また、受傷意図は不慮の事故によるものが97.7％を占

める一方、意図的な自傷や暴力事例の登録数はそれぞれ

３例,19例であり、同時期の警察や消防の統計と比較して

も、明らかに少なかった。

　受傷原因別の患者数をみると、転倒が26.2％で、接触・

衝突が13.6％で交通事故は12％に止まった。なお、同時

期の救急搬送記録による統計では交通事故が51.9％と１

位であった。

　受傷部位は頭頸部が最も多く(37.8％)、続いて上肢

(31.4％)、下肢(22.1％)の順で多かった。

２．年齢層別にみた傾向

　ＷＨＯのガイドラインでは受傷者の年齢を５歳未満、

５-14歳、15-19歳、20-24歳、25-44歳、45-64歳、65歳以

上の７段階に分類している。私たちは、集団生活や社会

活動に注目して、５歳未満の就学前の小児、５-19歳の就

学後の小年、20-64歳の成人、65歳以上の高齢者の４群に

わけて、亀岡市の同年齢人口に占める受傷率（図１）、受

傷場所（図２）、活動状況（図３）、受傷原因（図４）、外

傷の程度（図５）を比較しながら、それぞれの群の外傷

動向を検討してみた。

(1) 就学前の小児（０-４歳）

　もっとも受傷率が高い年齢層である。受傷者数は同年

齢人口の3.6％を占めた。軽症例が多く、受傷部位は顔面、

口腔内など頭頸部が多い。受傷場所は屋内外を問わず自

宅が多く、受傷時の行動は遊戯中、転倒によるものが多

い。

(2) 就学後の小年（５-19歳）

　乳幼児期に次いで、受傷率の高い年齢層である。とく

に５-14歳では、同年齢人口の3.2％と高率であった。学

校や教育関連施設での受傷が多い。低年齢層では、友人

とのけんか、高年齢になると、体育などの教育活動やス

ポーツ中のものが多かった。

(3) 成人（20-64歳）

　最も受傷率の低い年齢層である。自動車の運転が可能

表１　外傷発生動向調査票の項目

１．記入者の属性 本人、同伴者、医師、看護師
２．受傷者の特性
　年齢 満年齢
　性別
　住所 亀岡市内の21行政区から選択
 郵便番号
３．来院手段 自力、送迎、救急搬送、その他から選択
４．受傷状況
　受傷年月日 
　受傷時間 時・分まで記載
　受傷場所　　　　・地域：亀岡市内の21行政区から選択
　　　　　　　　　・属性：自宅（屋内）、自宅（屋外）、道

路、学校など13種類から選択
　　　　　　　　　・固有名称：建物、施設名、道路名など
　受傷企図 不慮の事故、意図的な自傷、暴力・傷害

から選択
　受傷時の行動 仕事、通勤・通学、スポーツ活動など８

項目から選択
　受傷の機序 ・種別：交通事故、転倒、転落など14項

目から選択
 ・具体的な状況：自由記載
５．交通事故に関する項目
　移動状況
　乗り物の種類 自動車、バイク、自転車、その他から選択
　乗車位置 運転席、助手席、後部座席、不明から選

択
　事故の相手 自動車、バイク、自転車、その他から選択
　安全防護装置　　・シートベルト、チャイルドシート使用

の有無
 ・ ヘルメット装着の有無
　 ・ エアーバッグの有無と動作の有無
６．外傷の診断
　外傷の種別 医科用　骨折、捻挫、火傷など12項目に

分類
 歯科用　破折、脱臼など13項目に分類
　外傷の部位 身体図（歯例図）に記入
　外傷の程度 明らかな外傷なし、軽度の外傷、中等症

で医学的な処置を要する、重症で集中的
な治療を要する、来院時死亡から選択

　転帰 治療完了、経過観察、通院治療、入院、
他院紹介、死亡から選択

１～５は受傷者、同伴者、看護師等が記載。６は診察した医
師が記載。

表２　協力医療機関

診療機関の区分  数

救急告示病院  ３
一般病院  １
診療所（外科系） 整形外科・外科 ５
 眼科 ２
 耳鼻科 ２
診療所（内科・小児科） ４
歯科診療所  ４
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となることから交通事故の頻度が増える。20～24歳は、

通勤や通学途上の外傷、交通事故が目立つ。25～44歳で

は職場での外傷が増え、45歳以上では自宅での外傷が増

加する。また、45歳以上では年齢とともに転倒による外

傷の頻度が高くなり、重症例も増えることがわかった。

(4) 高齢者（65歳以上）

　同年齢人口に占める受傷率は全年齢層の平均比率と大

きな差はないが、加齢とともに増加し、75歳以上では

1.13％に達する。加齢とともに転倒、頭部外傷が増加す

ることがわかった。75歳以上のいわゆる後期高齢者では、

女性の受傷率が高く、重症例が多かった。

３．受傷部位からみた傾向

　頭頸部が37.8％と最も多く、続いて上肢(31.4％)、下

肢(22.1％)の順に多く、頭頸部の受傷原因で最も多いの

は転倒によるものであった。就学前の小児は平衡感覚が

未成熟であること、頭部の重量バランスから、高齢者は

下肢の筋力の衰えが原因と思われる転倒事故が多い。

４．重症度からみた傾向

　転倒や転落は中等度以上の外傷の原因でとして最も多

く75％を占めた。転落の場所に注目すると、就学前の小

児では遊具から、女性では階段からのものが多かった。

前者では不適切な使用によるものが多く、後者では掃除

や洗濯など家事をしていた女性が大部分(16/17)を占め

た。

Ⅴ　考察

　外傷発生動向調査は不慮の事故等による外傷や自殺な

どについて、医療機関の協力を得て、個々の事例の客観

的なデータを収集し、リスクの高い集団や環境の特定を

行い、科学的な根拠を基に総合的な対策を実施し、検証

を行うプロセスを指すものである。

　不慮の事故や自殺などは死亡診断書の記載事項に基づ

く死亡統計を調べることであらましがわかる8)。しかし、

母数が少ない地域では死亡事故の発生件数も少ないので、

短期間の観察では統計的に有意な分析が行えない。一方、

外傷統計は発生件数が多く、診療科も多岐にわたるため、

わが国ではこれまで一元的な統計調査がなされてこな

かった。ＮＰＯ法人日本外傷診療研究機構など一部で外傷

診療の質の向上を目的とした重度の外傷治療の調査が行

われているだけで9)、外傷予防への本格的な取り組みは

北欧などに比べ遅れていると言わざるをえなかった。

　一方、産業保健の領域では労働災害を予防するため、

作業中の事故や外傷はインシデントレポートして報告、

集約され、分析結果が様々な予防策として活かされる仕

組みができあがっている。

　労働災害について分析したハインリッヒらによれば、

死亡や深刻な傷害を伴う大事故の背後には、29件の軽度

の事故、300件の軽微な事例が存在するという。従って、

人口の少ない地域でも、外傷の発生動向を調査すること

で、死に至る外傷や事故の予防対策を講じることが可能

になると考えられる10)。

　本調査では救急搬送された事例が全体の8.9％に止ま

り、ほとんど比較的軽微な外傷であった。救急搬送症例

が多く含まれなかったのは、救急対応に追われ説明や同

意を得る時間がなかったこと、救急室での配置人員の少

なさが原因と考えられる。

　しかし本調査には、ハインリッヒの言うところの300件

の軽微な事故が多く含まれると考えられ、これらの層の

外傷動向を分析することで、重篤な事故や傷害を予防す

る方策が見いだされると思われる。また、中等度以上の

外傷については、亀岡市を所管する京都府中部広域消防

組合が、セーフコミュニティ活動にあわせて、詳細な搬

送事例の情報記載を開始しており、このデータを併せて

分析することで、亀岡市における外傷動向の全体像が明

らかになると思われる。

　ところで、自傷や暴力行為による外傷の報告も実際の

発生数を大きく下回ったと考えられるが、本人同意によ

る自由意思の調査には限界があることから、今後は消防

情報のほか、警察等とも協力を行い、実態を把握するよ

うにしたい。亀岡市ではモデル地区住民や市内企業を対

象に実施したメンタルヘルス調査も進めており、総合的

な自殺予防対策の推進に力を入れている。

　日本外傷診療研究機構がまとめた日本外傷データバン

ク報告(2004-2007)によれば、全国114医療機関で4年間に

集計した20,257例の事故、外傷の原因は、交通事故が

45.3％と最も多く、転落(19.9％)、転倒(11.6％)がこれ

に続く11)。本調査では転倒が24.3％、接触・衝突が11.3％

と多く、交通事故は9.4％に止まった。先の調査は高次救

急医療機関での集計であり、救急車による搬送事例が

8.9％と少ない本調査とは大きく背景が異なる。一方、同

時期の消防統計による救急搬送症例では交通事故が

51.9％で最も多く、転倒19.8％、転落7.7％、接触・衝突

5.7％がこれに続いた。さらに母数の大きい東京都消防庁

の救急搬送の年次報告でも同様の数字となっている12)。

　年齢層別受傷率を比較すると、就学前の小児と75歳以

上の高齢者に高く、東京都消防庁の報告でも同じ傾向が

伺われる。しかし、前者の受傷率が東京で1.17％であっ

たのに対し、本調査では3.2％と高く、外傷で医療機関受

診する患者数は救急搬送される者の数倍程度あると推測
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される。

　骨折などの重症例が多い転落に注目すると、乳幼児期

の転落事故では遊具からのものがほとんどで、自由記載

欄の情報から多くは誤った使用法に起因するものと推定

された。現在、小児科医師の山中らが全国の企業や多方

面の専門家の参加を呼びかけた「事故サーベイランスプ

ロジェクト」を運営している13)。彼らは調査から得られ

た情報をもとに、危険な行動の変容を啓発するだけでな

く、危険な道具や遊具等の改善や使用中止により環境を

変容させ、事故を減らす取り組みを行っている。亀岡市

においても転落を起こした遊具の特定や危険な遊具に関

する情報収集と住民への情報提供を行うことで、転落に

よる外傷の頻度を低くできる可能性がある。また、小児

の外傷や事故を減らすための情報をホームページ等で提

供していくことも有効であると考えられる14-16)。

　また、女性の転落事故については、掃除や洗濯など家

事中の女性が自宅階段で起こしたものが大部分であり、

この分野に限定した詳細な聞き取りや現地調査を行い、

高齢者については、介護保険制度を利用した階段の改造

や本人や家族が危険性を意識して行動することを周知す

る啓発活動が必要であると考えられる。

Ⅵ．結語

　人口９万５千人の亀岡市で外傷発生動向調査を行い、

比較的軽微な外傷を中心に、その発生状況を年齢層別に

把握することができた。転倒や衝突など本人の行動特性

によると思われる外傷の頻度が高かったが、小児の遊具

からの転落や女性の階段からの転落など住宅環境や遊び

の場の改良でさらなる改善を見込まれるものを把握する

ことができた。
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Ⅰ　はじめに

　小児の死亡原因の第１位は不慮の事故である。2006年

の人口動態統計によると、０歳では出生に伴う要因によ

る死亡が多いことから不慮の事故は死亡原因の第３位で

あるが、１～４歳、５～９歳の年齢階級においては第１

位である。「健やか親子21」においても小児保健水準を維

持・向上させるための環境整備の数値目標として「不慮

の事故死亡率を半減させること」「事故防止対策を実施し

ている家庭・市町村の割合を10％にすること」が掲げら

れている。

　これまでの子どもの事故に関する様々な調査では、子

どもの事故を経験した保護者の７～８割が、「気配りして

いれば防止が可能だった」と回答している1）。子どもの

事故は発達との関連が大きいため、周囲の人々が子ども

の発達を正しく理解し、適切に対応することでその多く

は防止可能であるとされる。

　仙台市では従来から保護者に対して、様々な事故予防

の啓発を行ってきたが、幼児健康診査の問診で保護者か

ら聴取する中では、事故の発生状況に変化がない状況で

あった。

　これらのことから、仙台市太白区保健福祉センター（以

下「センター」という）では子どもの事故防止について

保護者に対し、より積極的な取り組みが必要であると考

え、乳幼児の事故防止を推進する取組方針を３ヵ年計画

で定め平成17年度より活動を進めてきた。活動の柱とし

て、一つめは太白区管内の事故の実態を把握するために

状況調査を行うこと、二つめは子どもの事故防止対策は

乳幼児の事故防止に向けての取り組み
―子どもが安心して遊べる環境づくりを目指して―

Approach to Infant Accident Prevention: 
Toward the Creation of Safe Environment for Children

要約

　仙台市太白区保健福祉センターでは、乳幼児の事故防止を推進するため、幼児健康診査に来所した保護者を対象に、太白区管内の実態

調査を実施した。また子どもの事故予防対策は地域社会全体の協力が必要であるという視点から、子育て中の母親や子育て支援に関わる

人を含めた事故予防ワーキンググループを立ち上げた。同時に、地域に根ざした活動を展開するために、現存の太白区子育て支援ネット

ワーク事業と連携し、共に活動する場づくりを行った。

　３年間の取り組みから今後の方向性を考察すると、実態調査からは事故の経験頻度や事故防止対策実施率について有意な差がなく、新

生児訪問指導や幼児健康診査等あらゆる機会を捉え啓発し続けていくことが必要であることが分かった。また、事故予防ワーキンググルー

プの活動を通して、メンバーが救急講座や乳幼児事故予防講演会を企画する等、重要性の認識が高まり、太白区子育て支援ネットワーク

事業と連携することで事故防止への理解が広がってきた。子どもが安心して遊べる環境づくりを推進していくことが、誰もが住みやすい

街づくりに繋がるということをメンバーと共有し、かつネットワーク事業と連携することで、地域住民の理解を広める仕組みづくりが展

開できるという感触が得られた。今後さらに地域住民を巻き込んだ活動を強化することが必要であると感じた。さらに、宮城県は今後大

地震が発生する可能性が高く、事故防止を含めた災害時の対策を啓発する役割があると再確認した。

キーワード：事故防止、乳幼児、子育て支援、ネットワーク、ワーキンググループ

浅野智美1）、星公美2）、佐藤由美1）、草苅英美子1）、工藤次子1）

１）仙台市太白区保健福祉センター家庭健康課

２）仙台市宮城野区保健福祉センター家庭健康課

◆活動報告◆
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Emiko KUSAKARI1), Tsugiko KUDO1)
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２）Public Health Section. Miyagino Ward Office Public Health and Welfare Center. Sendai
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地域社会全体の協力が必要であるという視点から、子育

て中の親や子育て支援に関わる人を含めた事故予防ワー

キンググループを立ち上げ、その活動を地域の中に定着

させることを目的に取り組んできた。

　今回は３年間の取り組みについての成果をまとめ、今

後さらに子どもが安心して遊べる環境づくりを推進して

いくための方向性を検討する。

Ⅱ　方法

１．乳幼児の事故実態調査について

(1) 目的：ア．乳幼児の事故の現状を把握する。

　　　　　イ．調査を通して、乳幼児の事故を身近な課

題として住民が認識する機会とする。

　　　　　ウ．平成17年度と平成19年度に同じ内容のア

ンケート調査を実施し、２年間の保護者

の認識の変化を知る。

　　　　　　（当時１歳６か月であった児が今回の調査

では３歳７ヶ月となっている）

(2) 対象：平成17年９月から11月及び平成19年９月から

11月の期間中、１歳６か月児健康診査及び３

歳児健康診査に来所した児の保護者2,179名。

(3) 方法：健康診査案内時に、自記式質問調査用紙を郵

送し自宅で記入してもらい、健康診査受付で

記入用紙を回収する。また、「事故防止のポイ

ント」リーフレットを配布し、健康診査の集

団指導で事故予防について啓発する。

(4) 調査内容：「子どもの事故防止と市町村への事故対

策支援に関する研究」2）による資料を参考

にし、回答者の属性、事故防止対策実施の

有無、事故経験、心肺蘇生法、救急医療に

ついて調査し、表計算ソフトExcelを用いて

カイ二乗検定を行った。また、｢健やか親子

21｣取組の指標の中間評価値と3）の比較を

行った。倫理的配慮として、アンケート用

紙に調査の趣旨を記載した説明文を添付し、

調査内容については全て統計処理をし、プ

ライバシーに配慮することを明記した。

２．事故予防ワーキンググループの活動について

　事故予防対策は、保護者の努力に加え、地域社会全体

の協力が必要であることから、子育て中の親と子育て支

援に関わる人たちを含めた、事故予防の大切さを広める

ための活動を展開した。かつ、地域に根ざした活動を展

開するために、太白区子育て支援ネットワーク事業と注１）

連携し、共に活動する場づくりを行った。 

Ⅲ　結果

１．乳幼児の事故実態調査について

(1) アンケートの回答者数

　平成17年度857名（配布数1133名、回収率75.6％）、平

成19年度776名（配布数1046名、回収率74.2％）であった。

(2) 事故の経験頻度（図１）

　「医療機関を受診するような事故にあった」ことのあ

る子どもの割合は、17年度は全体の22.4％、19年度は

21.8％と有意な差はなく、全国的な調査とも大きな差は

みられない。約５人に１人の子どもが医療機関の受診が

必要な事故を経験していたことになる。

(3) 事故の発生場所（図２、表１）

　19年度において居室での事故が全体の54.0％であり、

17年度の53.1

％とほぼ同様である。家庭内の事故は台所や浴室等も含

めると全体の73.1％になる。

(4) 事故発生時の保護者の状況（図３）

　事故が発生した時に保護者が見ていた割合は、19年度

は全体の47.9％である。17年度は35.8％であり、11.5ポ

イント増加していた。

(5) 事故の内容（図４、図５、表２）

　経験した事故内容は、全体で転落・転倒・やけどの順

に多く、17年度と変わらない結果となった。

　年齢別に見ると、０歳児はやけどや転落の事故が多く、

やけどの事故は０～１歳代で経験することがほとんど

図１　医療機関を受診するような事故にあったことがある

図２　事故の発生場所（19年度全体）
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だった。１歳児になると様々な事故を経験するようにな

り、２・３歳児では、転倒・転落の事故を経験する子ど

もの割合が多くなっている。また、誤飲の事故は１歳代

で経験することが多いが、17年度と比較すると０歳代で

誤飲を経験する子どもの割合は13.4ポイント減少した。

(6) 保護者の認識の変化（図６、表３）

　「乳幼児の死亡原因の第１位が事故である」と知って

いるかの問いに、19年度は全体の55.4％の保護者が知っ

ていると回答し、17年度よりも2.6ポイント増加している

が、有意な差は見られなかった。

　平成17年度当時１歳６ヶ月児であった児が今回の調査

では３歳７ヶ月児になっている。その調査結果を比較し

た（表３）。「乳幼児の死亡原因の第１位が事故である」

と知っているかの問いに、59.2％の保護者が知っている

と回答し、17年度よりも４ポイント増加している。しかし、

事故防止対策の実施率はすべての項目で減少していた。

(7) 健やか親子21の取組の指標について（表４）

①：「事故防止対策を実施している家庭の割合」について

　「事故防止対策を実施している家庭の割合」は、子ど

もの事故に関する注意点についての10項目の質問に対し、

その回答の平均を評価指標としている。

　１歳６か月児においては、17年度は82.0％、19年度は

80.7％と中間評価値80.5％より高いものの、有意な差は

なかった。

　３歳児においては、17年度は70.5％、19年度は66.1％

と有意な差はなく、中間評価値74.7％より低かった。

②：「１歳６か月児のいる家庭で、風呂のドアを乳幼児が

自分で開けることができないように工夫した家庭の割

合」について

　17年度は29.3％、19年度は34.1％であり、中間評価値

の30.7％よりも高い結果であったが、有意な差はなかった。

③：「心肺蘇生法を知っている親の割合」について（表５）

　１歳６ヶ月児では17年度13.5％、19年度22.0％と中間

評価値15.3％より高く、有意な差があった。３歳児では

17年度11.5％、19年度18.9％であり、中間評価値16.2％

よりも高く、有意な差が見られた。

　なお、これらの健やか親子21の取り組み指標ついては、

2010年までの目標値が100％であることから、より一層の

啓発が必要である。

２．　乳幼児の事故防止に向けての取り組み（表７）

　乳幼児の事故予防ワーキンググループは平成18年度か

ら「乳幼児にとって安全な環境づくりに向けて、乳幼児

の事故の対策を共に考え、活動する」ことを目的に、地

域に根ざした活動を展開するため、太白区子育て支援

ネットワーク事業と連携し、共に活動する場作りを行っ

た。

　事故予防対策は保護者の努力に加え、地域社会全体の

協力が必要であることから、子育て中の親と育児サーク

ルや親子サロン「こひつじるーむ」代表者、社会福祉協

議会職員等、子育て支援に関わる人たちを含めたワーキ

ング活動を展開した。

　19年度は親子サロンの代表者であるメンバーが、救急

講座や乳幼児事故予防講演会を企画する等、ワーキング

メンバーの意識が高まり、講座の受講者から新たなメン

バーが加わった。又、日頃の事故防止の啓発に加え、地

震防災も視野に入れた活動を展開した。 

表１　事故の発生場所

図３　事故発生時の保護者の状況

図４　事故の内容（19年度全体）
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図５　年齢別の事故内容（19年度）

表２　年齢別事故内容（17年度と19年度の比較）

図６　死因第１位が事故であると知っている
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表３　事故防止対策を実施している割合

表４　健やか親子21の指標

表５　心肺蘇生方法

表６　救急医療
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5 9

5 14

6 6

8 1

8 29

9 18

9 26

10 7

10 28

10 31

11 7

11 21

11 26

12 1

12 20

1 18

1 19

3 21

表７　【平成19年度乳幼児の事故予防に向けての取り組み】
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Ⅳ　考察

１．事故実態調査の結果から

　アンケート調査を実施した結果、指標のいくつかは中

間評価値を上回る結果となったものの、事故の経験頻度

や事故防止対策実施率について有意な差はなかった。平

成17年度当時１歳６か月児であった児の保護者の事故防

止対策の実施率について、２年後の実施率との比較を行

うとすべての項目で減少していた。子どもの年齢が高く

なると運動能力も上がり、子ども自身に危険を回避する

力がついてくることから、保護者の認識も乳児期に比べ

低くなっているものと思われた。しかし「切る・刺す」

や「自宅外での交通事故」は年齢が高くなるほど増加し

ていることから、発達年齢に応じた事故防止対策と子ど

もへの声がけをすることの必要性を、さらに啓発してい

くことが重要である。また，４ヶ月以前でもベッドから

の転落等事故が発生していることが分かり、寝返りをす

る前の乳児の保護者に対しても事故予防の啓発を積極的

に行っていく必要性がある。約半数の事故が保護者の目

の前で発生しており、有意な差はなかったことから、「目

を離しても安全な環境を作る」4）ということを、新生児訪

問指導や健診等のあらゆる機会を捉え保護者に伝え、実

践できるよう取り組んでいきたい。

２．ワーキング・その他の取り組みから

　様々な活動を通して保護者の声を聞くと、「やらなけれ

ばいけないと分かっていても、実行に移すことができな

い」という声が多く、行動に結びつけることの難しさを

感じた。どうすれば実行できるか話し合う中で、ワーキ

ングメンバーからは「身近な人から事故の体験談を聞く

ことが事故予防に効果的ではないか」と意見があがった。

身近な人からの経験談や自身の子どもより少し年長の子

どもを持つ保護者の話を聞くことは、自分に置き換えて

シミュレーションしやすく、今後の危険を予測すること

にも繋がり、有効であると考えられる。また、19年度の

ワーキングでは地震防災を視野に入れた活動を展開した。

宮城県では今後大地震が発生する可能性が高いとされて

おり、保護者の地震防災への関心が高いことから、事故

防止を含めた災害時の対策を啓発していく役割があると

再確認した。また、子育て支援ネットワーク事業と連携

することで、地域住民の理解を広める仕組みづくりが展

開できるという感触が得られた。保護者の事故防止に対

する認識を高めていくために、単なる知識の普及ではな

く、子育て中の母親同士の力や地域住民を動員しながら、

実際に行動に結び付けられるよう、効果的な教育の方法

を模索し続けることが重要であると考える。 

３．今後の対策について

　これまでの事故防止対策に加え、以下の点について強

化していきたい。

(1) 新生児訪問指導での啓発（４ヶ月前の事故防止の意

識付けを強化する。）

(2) 母子健康手帳交付、母親・両親教室での啓発（子ど

もを迎える準備として家庭内の環境整備を指導す

る。）

(3) 防災のための家庭内環境整備を啓発（普段の生活で

の事故防止対策とも重なる。）

　また、事故予防対策を実行できる者を増やすための取

り組みとして、ワーキングメンバーの協力を得、様々な

世代の保護者が自分自身の育児や事故経験を話したり聴

いたりすることができる場を設けたい。さらに、子ども

が安心して遊べる環境づくりを推進していくことが、誰

もが住みやすい街づくりにつながるということをワーキ

ングメンバーと共有し、今後も子育てしている親と地域

のネットワークを強化し、地域住民を巻き込んだ活動を

展開していきたい。

Ⅴ　おわりに

　本活動に携わることで子どもの事故実態を知り、改め

て事故を防止することの重要性を実感した。それと同時

に、意識してわずかな気配りをすれば防止が可能である、

ということも分かった。母子保健関係者はもちろんのこ

と、子どもに関わるすべての大人が事故に対する認識を

高め、具体的な対応を実行することで、子どもたちが安

心して遊ぶことができる環境を作り、健やかな成長を促

していきたいと思う。

注１） たいはく親子フォーラム

　太白区内の育児ネットワークの構築を目的とし、育児支援の関

連団体から実行委員を公募し、平成17年度から３年間計画で開催

されている太白区中央市民センターの子育て支援事業。平成18年

度は639名、平成19年度は580名の親子と育児支援者が参加した。
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はじめに

　亀岡市は、2006年（平成18年）７月に、セーフコミュ

ニティを市政推進の柱に掲げて、安全で安心して暮らせ

る地域社会を住民とともに築いていくことを宣言した。

　爾来、多くの応援、支援を受け、2008年（平成20年）

３月に、１年半という極めて短期の取り組みであったが、

念願のセーフコミュニティ認証を得ることが出来た。

　我が国初、全く前例がないセーフコミュニティの取り

組みは、まさに未知への挑戦と言えるもので、亀岡市の

みではとうてい成し得なかったものであり、改めて日本

セーフティプロモーション学会をはじめ関係する多くの

機関、関係各位の支援･協力に深く感謝を申し上げる次第

である。

　今後、第二・第三のセーフコミュニティ認証都市が現

れることを願って、認証取得に向けた効果的なプログラ

ムの推進、取り組みのポイントなどを亀岡市の経験から

申し述べる。

認証指標のクリアを目指して

　亀岡市は、セーフコミュニティ認証を得たが、セーフ

コミュニティが目的とするのは、外傷や事故など健康の

阻害要因をコミュニティレベルで予防していくこと。ま

た、この取り組みを通して地域コミュニティ、住民参加

を高めて、地域力（ふるさと力）を高めていこうとする

ものであると理解している。

　言い換えると、認証取得は、セーフコミュニティ推進

の単なる通過点であって、住民の理解、参加を高めるた

めの手法の一つに過ぎないと受け止めている。

　とは言うものの、我が国で最初に認証を得たというこ

とが、いろんなメディアで取り上げられ、結果として、

セーフコミュニティ認証に向けた効果的なプログラムの推進
～安全・安心は最大の福祉への挑戦～

Strategies of Safety Promotion to Become a Member
of International Safe Community Network

～ Safety Promotion as Challenges for Fundamental Aspects
 of Community Development ～

要約

　亀岡市は、2006年（平成18年）７月に、セーフコミュニティを市政推進の柱に掲げて、安全で安心して暮らせる地域社会を住民協働で

築いていくことを宣言し、以来、ＷＨＯ（世界保健機関）の関連機関であるＷＨＯ地域の安全向上のための協働センター（WHO Collaborating 

Centre on Community Safety Promotion)が示す６つの指標に基づき、国内初の認証をひとつの目標に未知への挑戦をスタートした。

　セーフコミュニティの取組は、あくまで地域住民主体によるまちづくりであり、行政や大学等あらゆる団体が横断的な組織体制をもっ

て進めることで成り立つまさしく協働による地域づくり施策である。

　幸いにして、2008年（平成20年）３月に、認証取得が実現したが、あくまで世界基準でのスタートラインに立ったばかりである。

　しかしながら、これまでの取組において住民自発の新たなアクションが動き出すなど、少なからずとも、着実に地域力の向上が伺える。

　今後においても、５年後の再認証を目指し、更なる取組の推進拡大はもとより、亀岡市のセーフコミュニティを国内外に広めていきた

い。

キーワード：セーフコミュニティ、安全・安心、認証取得、外傷サーベイランス、住民協働、高齢者見守り、子ども見守り

◆活動報告◆

山内　勇

京都府亀岡市 企画管理部企画課長

Isamu　YAMAUCHI

Director, Division of Planning, Kameoka City
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住民にも大きなインパクトを与えてくれた。外から注目

のまなざしで見られる亀岡市に住むことを誇りに感じ、

セーフコミュニティの理念浸透のみではなく、真に安全

で安心して暮らせるまちをつくるというポジティブな考

えを持つ住民が増えつつあると感じており、協働による

まちづくりという面において、大きな成果を生みだして

いると評価している。

　次の図は、セーフコミュニティ認証の６つの指標である。

　この指標の項目全てをクリアーすることが認証の条件

とされるが、一つに、いろんな分野を横断する連携組織

を有すること、二つ目に地域の実情にあった継続的な予

防プログラムを有すること、三つ目に評価の仕組みを有

すること、この３点が認証に向けた大きなポイントと考

える。

　まず一点目の「連携の仕組み」であるが、セーフティ

プロモーションに責任を持つ横断的な推進組織が必要と

なる。この組織には、外傷に関係するあらゆる機関・住

民も加わった組織でなくてはならない。

　亀岡市では、自治会という地域コミュニティ組織を機

軸に取り組みを進めるかたちで組織化をしたが、ここで

ポイントとして感じたのは、行政のまちづくり政策の一

つにセーフコミュニティ推進を掲げるということである。

　行政が持つ総合計画には、「安全･安心」や「住民参画

･協働」といったワードはあってもセーフコミュニティと

いう概念、具体施策は出てこない。京都府・亀岡市とも

に、首長のマニフェストに、このセーフコミュニティ認

証取得を掲げて、まちづくり政策の柱に据えたというこ

とが、認証への歩みに大きく効果したと受け止めている。

　二点目のポイントである「地域の実情に合った継続的

な予防プログラム」を有していることについては、全て

の年齢層、環境をカバーする長期的でかつ持続可能なプ

ログラムでなくてはならない。

　現在講じられている施策を、縦軸に年齢を、横軸に各

環境をというマトリックスでもって検証する。また、こ

れを事故や外傷の実態と合わせ分析してみると、どの部

分での対策が弱いとか、欠けているところが見えてくる。

その欠ける部分、弱い部分での対策を考え、施策化して

いくことも重要なポイントとなる。

　特に、受傷頻度の高いグループや環境を対象にしたハ

イリスクグループの安全を高めるプログラムを持つこと

も認証においては大切なポイントとなる。

　そして三点目のポイントが、「科学的に評価し得る仕組

み」を持つことである。

　地域での事故に、死亡や外傷が「いつ！ どこで！ ど

のように！」発生したのか、

その頻度と原因を記録するプログラムや、取り組みの効

果をアセスメントするシステムを持つことである。

　セーフコミュニティ認証において、医学的な専門知識

や解析力に弱い自治体行政にとっては、一番に厚い壁と

なって立ちはだかる基準と思われる。

　これまでからも、一定のデータや事実から安全対策を

講じてはきているが、個々の機関がもっている外傷デー

タを集めて解析し、実態をつかむということは、相当の

時間と労力を要するとして臨む必要がある。

　亀岡市は、外傷データということでは、外傷をより正

確に、そして発生原因をも掴むということで「外傷サー

ベイランス＝外傷発生動向調査」を市内の医師会、歯科

医師会、病院の協力を得て実施した。

　また、住民の側からも、安全に対する意識、外傷の経

験等について全世帯調査を行ったということが、新たな

取り組みとして特筆できる。

　また、セーフコミュニティ活動のシステムを検証して

アセスメントすることも求められている。認証申請の段

階では、活動がスタートしたところであるので、これの

実績まで必要とするものではないが、検証システムを有

していることが求められる。

　このときに大切なのが、府県の関係機関や大学、研究

機関等のサポートをシステム化できているかということ

と考える。

　認証指標の最後に「国内や国際的なネットワークに参

画」して、情報交流を絶えず行い、全体のクオリティを

高める努力を継続することも求めている。

　新たな基準では、認証申請までに少なくとも１回以上

は国際的な会議等に参加している実績を有していること

とされている。国内ネットワークにおいては、日本セー

フティプロモーション学会に参加して、実績を積むこと

でクリアーできると思うが、亀岡市では、認証後のアク

セーフコミュニティ認証指標

① 分野の垣根を越えた協働による推進組織を有す

ること。

② 全ての年齢、性別、環境、条件をカバーする長期

的、継続的なプログラムを有すること。

③ ハイリスクグループと環境に着目し、弱者グルー

プの安全性を高めるプログラムを有すること。

④ 外傷の頻度と原因を記録するプログラムを有す

ること。

⑤ プログラム、プロセス、実践の効果をアセスメン

トする評価基準を有すること。

⑥ 国内及び国際的なＳＣネットワーク組織へ継続的

に参加していること。

 （出典：京都府資料）
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ションとして、亀岡市周辺の広域圏域での安全ネット

ワーク組織を立ち上げた。また、今後セーフコミュニティ

に取り組む全国自治体のネットワークがつくれないかと

考えているところである。

　認証を得た現在は、新たに自殺予防対策での住民メン

タルヘルス調査、企業実態調査の取り組みを進めている。

また、自治会ごとで実施している住民ワークショップの

中からみえてきた、地域課題、住民の不安に向かって取

り組みを拡大するという視点で、住民のＱＯＬ向上の取り

組みも進めているところである。

住民自発の新たなアクション

　認証後に起こったポジティブな住民活動をいくつか紹

介する。

　セーフコミュニティを進める中で、新たな取り組みと

して高齢者見守りネットワークが動きだしている。

　自治会における住民ワークショップの中で、「子どもの

見守り活動は盛んであるが高齢者の見守りも必要ではな

いのか！」という意見が発端となり、住民主体で高齢者

の見守り活動もしようということになった。

　ますます進行する高齢化社会、また、1人暮らし世帯が

増加する中で、「向こう三軒両隣」精神の下に住民相互の

扶助によって、高齢者が隣近所の住民に見守られて、安

心して暮らせるようにしようとするものである。単に見

守りということではなく、生活支援、生きがい交流もセッ

トにした住民活動の取り組みである。

　地域住民を中心に、行政、包括支援センター、社会福

祉協議会、保健センター、大学などが連携･協力して、見

守りや生活サポートを行うかたちでシステム化されてい

る。

　勿論、子どもの見守り活動にあってもレベルアップし

た活動になってきている。

　小学校登下校時等に子どもを交通事故や犯罪から守る

ため、地域の人たちが街頭に立って見守る活動であるが、

これまでは地域の役員やＰＴＡ、ボランティアなどが交番

と連携して見守り隊を組織して子どもの安全確保に努め

ていた。

　現在は、ボランティアなど特定の人達に任せておけば

よいという考えではなく、誰もが日常生活の中で出来る

取り組みにしようということで、住民運動となって市内

全域に広まっている。ペットの散歩や買い物、玄関先の

掃除などを子どもの登下校時に合わせることで、監視の

目を増やし安全な地域環境を築いていこうというもので

ある。

　今では、これらの活動がさらに進化して1万人パトロー

ル隊の編成にまで進んでいる。地域住民の全てがパト

ロール隊員だという考えで、自動車や自転車に限らず、

バギーや買い物かごにもパトロール隊員のステッカを

張って外出することで、住民の安全に対する意識啓発と

犯罪に限らずゴミの投棄やマナーも含めて抑止効果を高

めていこうとするものである。

　また最近、もう一つの新たな取り組みとして、「地域安

全･魅力マップ作り活動」が始まった。

　地域の子どもからお年寄りまでが、グループに分かれ

て町歩きを楽しみながら、危険と思われる箇所や犯罪が

起こりやすい場所、ヒアリ･ハットの箇所、消火栓･防火

水槽の設置箇所や110番の家など、また地域の魅力あると

ころもチェックして周り、住民オリジナルの安全･魅力

マップを作るというものである。

　現在は、このいろんな情報が入った手づくりのマップ

をＧＩＳ（地理情報システム）化して、交通安全、防犯、

災害といった分野毎に、また、子どもや高齢者といった

対象者でもって危険な箇所や状態が検索でき、プリント

アウトできるようにシステム構築を進めているところで

ある。
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　今後、このマップを見ながらまちの魅力ポイントをど

のように活かしていくのか。また、実際に犯罪や事故、

災害が発生した状況をイメージして、有事の対策、対応

について話し合いをすることを通して、安全意識を高め

ていくこととしている。

認証基準のレベルアップ

　2009年（平成21年）申請から認証基準が、少し変わる

ように伺っているので、承知している範囲で少し記述す

る。

　まずは推進組織に、コミュニティがしっかりと参加し

ていることが求められている。個人のプライベートな日

常生活の中でも、どの部分で外傷が多く発生しているの

か、その対策はどうするのかということも含めた対策を

求めている。

　それから、今後の認証においては、セーフコミュニティ

を目指すと宣言して約２年間の活動実績が必要となる。

言い換えると、セーフコミュニティ推進に対するトップ

の意気込みが維持され、不変の活動であることをアピー

ルしなければならない。そのためには、国内外へ多く発

信していることがポイントになると考える。

　また、外傷の頻度や状況も時間の経過、社会環境の変

化に合わせて変わっていく。

　取り組み実績が約２年間ということとなると、その間

のデータ更新も当然に求められものと考えられる。

　あと、経験から私なりに感じるポイントを、数点挙げ

てみる。

　これらは当然のことではあるが、横断的な推進組織に

は、関係する機関とあわせて実際に安全活動を日々行っ

ている団体や住民をメンバーに入れることが重要となる。

　組織のトップを集めた推進母体は、関係する機関を一

同に動かすという面から大切ではあるが、実際にアク

ションを起こすとなると、それぞれの環境下で活動して

いる団体や住民の実態と課題を認識して、それらの活動

を機軸にさらに連携してポジティブなアクションを起こ

していくという方法が、最も有効であると考えるからで

ある。

　また、セーフコミュニティに取り組む意気込みを住民

にうまく発信していくこともポイントとなる。

　安全安心の目指す方向を地域のまちづくり政策に掲げ

て、メディアをうまく使って、地域住民に浸透させると

ともに、外に対してもアピールしていくことも大切であ

る。

　そのためには、住民に直結する課題をピックアップし

て、その解決を安全安心に絡ませて目指すことが最も重

要なポイントになる。この部分を軽んじると、なかなか

市民理解が得られず、また議会の対応にあっても、過分

の労力を要することになると考える。

おわりに

　紙面の関係で十分な報告ができないが、セーフコミュ

ニティ活動は、住民のみんなが事故やケガなくして、安

心して暮らせるまちづくりの一つの政策である。

　セーフコミュニティ認証が全てではないし、目的でも

ない。しかし、目標をもって安全まちづくりを推進する

という点では、有効な選択とも考える。

　取り組みの一つとして行った住民意識調査から、安心

感は、地域への愛着心や満足度と相関関係にあることが

わかった。また、人と人のつながりが安心感に大きく影

響することもわかった。

　我が国では、まだまだ歴史の浅いセーフコミュニティ

であるが、セーフティプロモーションの枠を超えた地域

の絆づくり、地域再生にも大きく効果することもわかっ

た。

　住民全ての願いである安全で安心して暮らせる地域社

会の実現を目指して、これからも多くのパワーを結集し

てセーフコミュニティのウェーブを広めていくことが、

セーフコミュニティ認証を一番に取得した都市に課せら

れた使命と受け止め、これからも発信していく。

亀岡市は、2008年（平成20年）3月1日に、
セーフコミュニティの認証（世界で132番目）を取得しました。
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Ⅰ　諸言

　様々な対策がなされたことにより交通事故の発生数は

順調に減少してきた．しかし、現在でも交通事故は市民

の安全を脅かす大きな要因であり、セーフティプロモー

ション（ＳＰ）活動における重要な課題であることは間違

いない。各自治体においても、ＧＩＳなどを用いた大規模

な対策や、交通事故統計の利用など様々な取り組み方が

なされている。たとえば、鎌ヶ谷モデルとして知られて

いる地方自治体向け交通事故半減モデル1-3）や十和田市

で過去10年間の交通事故死亡者の事故分析結果（平成9年

～平成18年)4）などがあげられる。

　このようなマクロなアプローチでは、事故の地区での

危険箇所アンケートやヒヤリハット手法などを用いた要

因分析などを用いている。これらの手法における危険箇

所とは事故発生数が多発する地点を意味しており、予防

とは事故発生数を減らすことを言う。しかし我々の周囲

にある「危険な場所」は必ずしも事故が頻繁に発生する

場所というわけではなく、事故が発生しそうな場所を意

味するのかもしれない。この｢危険な場所」は危険箇所か

らすり抜けているのではないだろうか。また、このよう

なマクロなアプローチからは取りこぼれている交通事故

の状況は他にもあるのではないだろうか。異なるアプ

ローチを取ったときに立ち現れる新たな様相もあるので

はないだろうか。

　本稿では、交通問題について地区住民のグループイン

タビューと参与観察によるアプローチを試みた。その結

果、交通“利用”の問題だけでなく、交通“事故”の問

題についても知見を得ることができた。

Ⅱ　研究方法

１．方法と期間

　2007年に聞き取り調査を行って取得したデータを元に、

2008年３月に地域住民に半構造化インタビューを実施し

た。インタビュー対象者の中には2007年の聞き取り調査

セーフティプロモーション活動からの交通問題へのアプローチ
～PartⅡ. 地域居住者によるグループインタビューからわかったこと～

An Approach to Traffic Accidents from Safety Promotion Activity
－Part2 Findings by Group Interview with Inhabitants－

要約

　交通事故については様々な対策がなされたことにより発生数は順調に減少してきた。しかし、現在でも市民の安全を脅かす第一の要因

であり、セーフティプロモーション（ＳＰ）活動における重要な課題であることは間違いない。各自治体においても、交通事故統計を用い

るなど様々な取り組み方がなされている。これに対し、本研究ではセーフティプロモーション活動でよく用いられる少数の対象者に対す

るグループインタビューという手法を用いて交通問題の分析を行った。具体的には、聞き取り調査を行って取得したデータを元に地域住

民に半構造化インタビューを実施し、さらに対象者らにフィードバックを行い、３グループに分けてデータの補足と妥当性を図るグルー

プインタビューを実施した。話し合われた内容は、グループインタビュー後に参与観察者の記憶をもとにできる限り忠実に参加者の発言

を書き留めたものと、参加者の反応や話し合われているときの状況について承諾を得てビデオカメラに収め、それらの記録をもとに内容

分析を行った。その結果、統計やアンケートなどによるマクロなアプローチでは把握することが困難である高齢者の主たる交通手段が自

転車である可能性や、自転車と歩行者の歩道使用ルールに乱れがあるという可能性が得られ、既存の方法からは見えてこない問題を浮き

上がらせることができた。

キーワード：セーフティプロモーション活動、交通問題、グループインタビュー、参与観察
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対象者も含まれている。さらに、対象者らにフィードバッ

クを行い、３グループに分けてデータの補足と妥当性を

図るグループインタビューを実施した。先に行われた調

査で得られた意見についてどう思うか、実生活での様々

な場面を思い浮かべ、平常時と非常時（災害時等）の場

面を想定して、感じたことを述べてもらった。話し合わ

れた内容は、グループインタビュー後、参与観察者の記

憶をもとにできる限り忠実に参加者の発言を書き留めた

ものと、参加者の反応や話し合われているときの状況に

ついて承諾を得てビデオカメラに収め、それらの記録を

もとに内容分析を行った。

２．対象者

　Ａ市のＢ会構成員は、ボランティアや仕事で住民組織

に関わる機会も多く、経験の蓄積がある。例えば、過去

にＰＴＡ活動、町内会活動、作業所ボランティア、民生委

員、保健推進員、元公務員等のＡ市在住者や、職場がＡ

市にあり、ＳＰ活動に興味を抱いた介護施設職員、建築家、

薬剤師、農協職員等が関わっている。これらのメンバー

で聞き取り調査に協力した者と、転倒予防介入プログラ

ムを提供しているＣ自治会の住民に広報と回覧板で参加

および調査協力を促した。対象者は皆、ＡＤＬ（Activities 

of Daily Living日常生活動作）、ＩＡＤＬ（Instrumental 

Activity of Daily Living手段的日常生活動作）は自立して

いる。

３．介入地域の概要

　Ａ市は、国立公園や奥入瀬渓流、八甲田連峰などの豊

かな大自然に囲まれた日本屈指の観光地である。平成16

年度より、都道府県や市町村レベルでのＳＰの普及啓発活

動が保健所主導で行われ、ＳＰ/ＳＣに関心を寄せる市町村

の裾野を広げてきた。平成18年にはＡ市長がＳＰ/ＳＣ実施

を目指す意向を示し、「セーフコミュニティの実現を目指

すＢ会（以下、Ｂ会と略）」が結成された。

　今回介入したＡ市Ｃ地区では、三町内会（Ａ町内会：

250世帯中170世帯町内会加入。Ｂ町内会：125世帯中119

世帯町内会加入。Ｃ町内会：225世帯中50世帯町内会加入）

が合同で地域の会館を維持・管理している。

　平成15年度に、Ｃ地区において独居高齢者の孤独死が

あり、この出来事を重要視した有志（民生委員、保健協

力員、保健師・看護師退職者、食生活改善推進委員）ら

が先立ち、平成16年度より、地域の会館の有効活用をか

ねて、月１回地域住民がそこに集うようになった。

　この地域では、老人介護保健施設が住民からの要望に

より年に１回、健康講話を提供し、介護保険改正後より、

転倒予防を中心に介入プログラムを展開している。そこ

で、ＳＣ認証に欠かせない６つの指標のうち、プログラム

評価システムの条件を満たすため、地域住民の転倒転落

実態調査モデル地区にも選ばれている。住民参加者から

「是非、自分たちの活動を見に来てほしい」いう要望があ

り、効果的なプログラム作成のための評価のしくみづく

りに、積極的に取り組んでいる地域である。

４．介入地域の交通事故状況

　Ａ市で過去10年間に交通事故で亡くなった方の事故分

析結果（平成９年～平成18年）5）によると、合計83名の方

が死亡し、市町村別の平均死者数はＡ市6.3人である。月

別には、２、３、６、７、８、12月が多く、時間別では、

14時から20時が最も多い。曜日別では、土曜日、日曜日

が多い。

　年代別では、70歳以上の高齢者が30人（36％）である。傷

病者は20～60歳代に山がある。事故の原因は、酒酔い・

酒気帯びが16人（19.3％）、自転車対車両事故が10人

（12.1％）であった。

　一方、Ａ市の病院に平成17年度救急搬送された149件の

外傷データ2）によると、交通事故 51件（34.2％：その内

訳は、乗用車等乗員 23件、自転車 10件、オートバイ ８

件、歩行者 ８件、農業機械 １件、水上 １件）、転倒 38

件（25.5％：その内訳は、スリップ等平面 27件、氷・

雪 ５件、他人に支えられているとき ３件、スケート等 

３件）であった。そして、入院患者総数 3,781件のうち、

外傷入院者数（率）は266件（7.04％）である。

　外傷入院患者で最も多かったのは、落下（転倒）によ

るものが138件（3.65％）で、65歳以上の落下（転倒）

が 81件 、14歳以下の落下（転倒）は11件であった。次

いで、交通事故 67件（1.77％）で、65歳以上の交通事

故 ２件、14歳以下の交通事故 27件、歩行者の交通事故 

10であった。この中でも、救急による入院者の44.3％が

転倒・転落、34.2％が交通事故による外傷者であった。

　外傷死亡データを見る限りでは、自殺や誤飲・窒息に

よるものが上位を占めているが、外傷による医療費の占

める割合や頻度としては、交通事故や転倒・転落事故が

注目に値する。

　また、Ａ市において最近行われた調査によれば、Ｃ地

区が含まれている地域における受診外傷発生数は春期

（４月～６月）３件、夏期（７月～８月）１件、秋期（９

月から11月）１件、冬期（12月から３月）３件であった。

この地区の調査対象者数は122名である。冬期間が４ヶ月

と長く設定されていることを考えると、このデータから

冬期に外傷が発生しているとは言い難い。また、外傷原

因では交通事故が１件、歩行中の事故０件、転倒・転落

が３件、火災・火傷１件、暴力など１件、その他３件で
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あった6)。

５．倫理的配慮

　2008年３月に転倒予防事業を開催しているＣ自治会住

民を集め、安全な地域づくりに関するグループワークを

実施するにあたり、Ｂ会の基幹組織から研究の許可を得

たのち、対象集団が居住する地域を管轄する老人保健施

設に依頼し、口頭と書面にて調査協力者を募った。

　参与観察者である研究者の立場が、データ収集にあた

り、対象者の脅威となる危険性を最小限に抑えるため、

トレーニングした研究アシスタントを活用することで、

青森県立保健大学倫理委員会の承認を得て実施した。

Ⅲ　結果

　調査に協力した回答者19名は、すべて地域住民で、町

内会長、民生委員、保健推進員等も含まれる。年代は、

65歳未満10名、65～74歳は８名、75歳以上１名。性別は、男

性２名、女性17名であった。１グループあたり、６～７

名でグループインタビューを実施した。

１．2007年実施の聞き取り調査で得た意見

　①「公共交通機関が少ない」

　②「バスが少なく、徐々に縮小されてきている」

　③「買い物に行くにも車が必要」

　④「農村部での生活は近隣に商店や病院がないため、

外出には自動車が必要」

　⑤「運転のできない高齢者はタクシーを利用するしか

ない」

　⑥「砂利道でカートを押しづらい」

２．グループワークで深まった意見

　⑦「自転車と歩行者の事故が多くなっている」

　⑧「自転車を運転する側と歩行者の双方に意識の違い

がある」

　⑨「歩行者は、自転車が近づいても避けるそぶりも無

く、ぶつかりそうになった」

　⑩「自転車に乗ってもまっすぐ走れなくなった」

　⑪「自転車で（車道を）走っていると、ダンプカーの

タイヤに巻き込まれないかと心配になる」

　⑫「自転車で車道を走るのは怖い」

　⑬「縁石のせいで自転車が車道にはみ出てしまう」

　⑭「自転車で車道を走るとき縁石が危ない」

　これらの意見を分類すると、項目①②は直接的に、項

目③～⑤は間接的に『公共交通機関の弱体化による問題』

を示しているものと考えられる。項目⑦～⑨は『自転車

と歩行者に関する問題』の指摘である。⑩の「自転車に

乗ってもまっすぐ走れなくなった」は歩道の道路事情の

ためと解釈できる。⑪、⑫からは自転車が車道を走らざ

る得ないことが読み取れる。⑬、⑭の記述に照らせば⑩

～⑫も縁石の問題を述べている可能性が高いので、⑩～

⑭までは『自転車と縁石に関する問題』としてよいであ

ろう。Ａ市では冬期に降雪が多く、そのため歩道が雪に

埋もれてしまうことがある。これらの住民の声からは交

通手段を持たない高齢者が自転車を使用せざるを得ず、

さらには降雪のために車道を自転車で走るという危険な

姿が見えてくる。

Ⅳ　考察

　緒言では事故発生数の多い箇所と「危険な場所」、すな

わち危ないと思われている場所とは同一ではないと述べ

た。それは事実と認識との差異でもあるし、危ないと思

うことが注意深い行動を導き、実際には事故が発生しな

いということも（その逆も）あるだろう。これに対し、

事故発生数とヒヤリとした体験の発生数は密接な関連が

あると考えても良いように思われる。しかし、千葉県の

市川市･鎌ヶ谷市･白井市で実施されている交通事故半減

プロジェクトの結果である「表　モデル地区選定結果の

一覧表」7)によれば、事故の地区別の発生件数とヒヤリ体

験数にはあまり関連はない。つまり、事故多発地図、ヒ

ヤリ体験地図、危険な場所地図は互いに異なるかもしれ

ない。

　しかし、それだけではない。聞き取り調査で得られた

意見とグループワークで深まった意見を比較してみよう。

その違いは歴然である。前者では専ら公共交通機関の問

題が取り上げられ、後者では自転車の問題が取り上げら

れている。聞き取り調査では、自転車は交通の問題に含

まれていないと対象者は考えたのかもしれないし、自転

車の問題は自分固有の問題に過ぎないので話さなかった

のかもしれない。あるいは自転車の問題が明確に意識さ

れていなかったのかもしれない。グループインタビュー

では一人が口火を切ることにより、自転車の問題がテー

マとして共有されることとなった。調査の方法によって

このように結果に大きな差異が現れるということは重要

である。

　これらのことが示唆しているのは、「危険」という概念

は非常に一般的なものであるにもかかわらず、必ずしも

明確な共通認識が確立されているわけではないというこ

とではないだろうか。さらに、対象者が問題とするには

ふさわしくないと考えていたり、問題とさえも認識して
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いない場合が有り得ること、その場合にはこれらの問題

はアンケートなどでは掘り起こすことはできないという

可能性を示しているものと思われる。

　Ａ市で行われた調査5)では、Ｃ地区は冬期間に事故が多

いということもなく、交通事故が多いということもなく、

取り立てて特徴のある地区ではない。しかし、グループ

インタビューの結果からは、この地区における自家用車

を利用できない人々のおかれた交通状況が浮かび上がっ

ている。以下ではその検討を行う。

１．なぜ、高齢者は事故に遭いやすいのか

　対象者はすべて50歳代以上であり、その半数は65歳以

上である。通勤の手段として自転車を使うことは考えに

くいので、自転車の利用層を高齢者と見なしてもよいだ

ろう。

　『公共交通機関の弱体化による問題』によって最も被

害を受けるのは高齢者である。特に一人暮らしの高齢者

にとっては直ちに交通手段が奪われるといっても良いだ

ろう。交通手段が奪われた高齢者は危険が見込まれるよ

うな道路環境であっても自転車を利用せざるを得ない。

そしてそのことが高齢者の自転車事故の増加につながっ

て行く。こうして、本来は自転車の利用を控えるべき高

齢者であるにもかかわらず、自転車で通行するのに不適

当な危険な場所を通行している様子が浮かび上がってく

る。

　『自転車と歩行者の問題』からは自転車の歩道利用の

理解に問題があることが窺われる。子供は学校の安全教

育などで自転車の利用に関しては一定の理解があるが、

高齢者の場合にはそのような認識はないだろう。また、

積雪時には歩道が狭くなったり、通行不能という事態が

発生する。この場合には、歩行者も自転車も車道を通行

することになるため、「自転車と歩行者と自動車」の問題

になる。

２．事故が起こる環境要因の特定

　『自転車と縁石の問題』からは自転車の通行路の整備

が不十分であるだけでなく、高齢者が主要な交通手段と

して自転車を用いているという状況が行政側に把握され

ていないことが窺われる。当然ながら、雪の季節にはこ

の問題はさらに深刻となる。また、滑るということだけ

でなく、積み上げられた雪が道路の見通しを妨げるとい

う問題もある。

　公共交通機関に対するテコ入れというマクロな対策は

容易ではないが、限られた費用でも可能なミクロな対策

はある。自転車は自動車と異なりローカルな移動手段で

ある。従って、ローカル・ルールを定めることは可能で

ある。具体的にはＡ市独自に歩道利用のルールも包含す

る形で自転車利用のルールを定め、高齢者や主婦等の幅

広い対象への交通安全教育の実施など、各種普及活動を

展開することで自転車の運用ルールを定着することは可

能であろう。これはＳＰ活動にとって得意な展開と言える。

　また、自転車と縁石の問題については、高齢者が自転

車を主たる交通機関として利用していることを念頭にお

いて、危険箇所をチェックする必要がある。これもまた

ＳＰ活動を導入することによって大きな成果が得られる

ものと思われる。

３．「危険地域」の意味の差異

　居住地区における危険地域と一般的な危険地域とは必

ずしも同義ではない。居住地域という住民個々の顔が見

えるシチュエーションでは、危険地域とは「事故が起こ

る場所」というよりも「事故が起こりそうな場所」を意

味する。このような危険地域を調べるのには、マクロな

アプローチには明らかな限界がある。本来は予備調査で

しかない地域住民のグループインタビューを参与観察し

て初めて、見えてくる様相がある。

　調査に協力いただいた地域住民は、これからもこの地

域で、ここで示された課題と向き合いながら暮らしてい

く。今回話し合った内容は他の地域住民と共有され、似

通った生活背景や歴史の中で日々の営みが続けられるで

あろう。今回は同質な集団によるデータだったが、今後

は他地域に同様の手法を用い、それが普遍的に有効であ

るかどうかを探りたいと考えている。

　また、地域住民の中に深く入るほど、「地域」とは、簡

単に識別できる地図的な空間に依拠するというよりは、

むしろ友人や親戚等を基盤とした「地域」を構成してい

るのだという思いを強く抱いた。故にＳＰ/ＳＣの活動を通

して繋がった人々の感情が「バーチャルな地域」を形成

していくのではないだろうか。Morrow8）は、子どもたち

は、「学校、街の中心部や街頭、友人や親戚の家などを基

盤とした『バーチャル』な地域を構成している」と指摘

しているが、成人後期から老年期においても、今回のよ

うに共通の生活上の安全課題について話し合う機会を得

たことで、共感が生まれ、感情的なつながりをもつ地域

に、わずかながら移行したのではないだろうか。

　今後、筆者らが捉えたことと、Ｂ会員および住民が実

感していることを、可視化する取り組みが課題である。

Ⅴ　まとめ

　高齢者の主たる交通手段が自転車である可能性や、自

転車と歩行者の歩道使用ルールに乱れがあることについ
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ては、統計やアンケートなどによるマクロなアプローチ

で把握することは困難であるが、マーケティングなどで

盛んに用いられているグループインタビューの手法を導

入することで既存の方法からは見えてこない問題を浮き

上がらせることができたように思われる。フォーカスグ

ループインタビューにおける参与観察は大規模調査の予

備調査と位置づけられることが多い。しかし、地域単位

のフォーカスグループに対し、地域と無縁な参与観察者

が観察することで、地域に特徴的であるにも係わらずイ

ンタビューイ達さえもそれを認識していない問題をも浮

かび上がらせることができる。行政が行う組織的なアン

ケート等のマクロなアプローチとは対照的なミクロなア

プローチではあるが、そのミクロであるが故の有効性を

忘れてはならないだろう。

２）高田邦道，交通事故半減へ向けて市民参加を考える

　　－市川・鎌ヶ谷・白井３市の先進的取組み－
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１　緒言

　近年、栃木県、広島県、兵庫県などにおいて小学生の

殺傷事件が相次ぎ、その安全確保が重視されている。警

察庁によれば1）、2007年における小学生の刑法犯被害は

10万人当たり347.57であり、その内訳は、窃盗309.06、

強制わいせつ10.47、暴力9.41、傷害3.98等であった。た

だし、刑法犯被害に到らない事例を含めると高率となる。

小学生の防犯能力の測定、評価に関する予備的研究
～誘拐防止を中心とした先行研究の分析～

Preliminary Study on Measurement and Evaluation on the Ability of 
Elementary School Children for Crime-Prevention: Analysis of Previous 

Studies on Abduction Prevention

要約

　本研究では、小学生の防犯能力の測定、評価方法を明らかにするために、小学生や幼児に対する防犯教育の評価研究及び犯罪等のリス

クの認知に関する資料を収集し、そこで使われている測定、評価の項目、評価方法を整理した。

　具体的方法としては、crime, victimization, prevention, ability, children, evaluation, index, stranger dangerなどをキーワードとして、PubMed、

医中誌により最近20年間の文献を収集した。対象は、小学生、幼児とし、防犯教育評価及び防犯に関わるリスク認知に関する資料を選択

した。

   その結果、項目としては、誘われた場合の対処行動や対処の仕方、不審な電話への対処の仕方、提示された状況の危険性に対する評

価、日常生活上の不安などが挙げられた。評価方法としては、シミュレーション場面での行動観察、子どもたちへのインタビューや個別

の質問が多く認められた。ロールプレイングにおける行動観察も少数見られた。

　そのうち、シミュレーション場面での行動観察は極めて妥当性が高いが、実行可能性には問題があると考えられた。ロールプレイング

場面の行動については、反対意見が少ないものの場面の作為性を子どもがわかっていること、両場面の行動とインタビュー等での自己報

告の行動との相関は低いことが問題と考えられた。

キーワード：小学生、防犯能力、測定、評価、誘拐防止

Key Words：elementary school children, ability for crime-prevention, measurement, evaluation, abduction prevention
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例えば、科学警察研究所による神戸市内の小学校１～６

年生2686人を対象とした調査によれば2）、小学校入学以

降の被害経験率は、追いかけ5.1％、暴力4.9％、盗難4.0％、

誘い2.3％、カツアゲ1.6％、痴漢1.5％、その他（その他

の怖いことや嫌なこと）3.5％であり、以上のいずれかの

経験率は15.3％に上った。また、窃盗が大半を占めた警

察庁統計と異なり、追いかけ、暴力、誘いなどが多かっ

た。

　このような社会情勢から、学校における防犯教育の充

実が図られている。例えば、2007年における学校での防

犯教室の実施率は、小学校95.8％、中学校78.9％であり、

小学校では特に高かった3）。また新学習指導要領によれ

ば、小学校、中学校の保健学習では、防犯に関わる内容

が新たに取り上げられており、小学校では、犯罪が起こ

りやすい場所を避けること、犯罪に巻き込まれそうに

なったらすぐに助けを求めることなどを取り上げてい

る4）。このように防犯教育の実施状況が高まっているが、

教育の質の向上のためには、プログラムの開発、実施、

評価を重ねる必要がある。

　そのうち、プログラムについては、内外様々な内容や

教材が開発されている。しかし、評価研究は少ない。例

えば、Bruceらは5）傷害防止の介入研究をレビューしてい

るが、その中で不審者対応に関する研究は１件のみで

あった。またThompsonらは6）、傷害防止の介入やプログ

ラムの評価指標として、知識・態度・行動、自己効力感、

変容ステージ、認知・行動・環境要因等を挙げているが、防

犯教育に特化した項目は認められなかった。さらに

Gielenらは7）、傷害防止のための評価方法には、質的方法

として、インタビュー、フォーカス・グループ、質的観

察法等が、量的方法としては、観察法、対面調査法、電

話調査法、配布法、郵送法、インターネット調査法等が

あるとしているが、やはり一般的なものであった。

　また、子どもの防犯能力に関する研究も少ない。内田

は8）、子どもの危険状況の認知の発達心理学の観点から

体系的に検討した研究は未だ少ないとしている。

Finkelhorも9）被害を発達段階から見る研究領域が必要と

述べている。また、藤井らが安全能力の概念や構造につ

いて提案しているが10）、やはり防犯能力に特化したもの

ではない。したがって、防犯能力に関する子どもの発達

の知見は十分には得られていないと言える。

　以上のことから、本研究では、防犯教育評価に関する

基礎的情報を得るため、小学生に対する防犯教育の評価

研究及び犯罪等のリスクの認知に関する資料を収集し、

そこで使われている測定、評価の項目、評価方法を整理

した。

２　方法

　まず、crime, victimization, prevention, ability, children, 

evaluation, index, stranger dangerなどをキーワードとし

て、PubMed、医中誌により最近20年間（1988年～2007年）

の文献を収集した。さらに、追加のため、傷害防止研究

のデータベースであるSafety Lit により最近１年間の文

献を収集した。対象は、小学生、幼児とし、防犯教育評

価及び防犯に関わるリスク認知に関する資料を選択した。

また、資料中の引用文献から関連が強いものを収集した。

その結果、24点が収集された。資料は、調査対象、測定、

評価の項目、評価方法の点を中心に分析した。

３　結果

　資料は、対象、プログラム等の内容、項目、方法につ

いて整理した（表１）。

　項目としては、誘われた場合の対処行動や対処の仕方、

不審な電話への対処の仕方、提示された状況の危険性の

評価、日常生活上の不安などが挙げられた。評価方法と

しては、シミュレーション場面での行動観察、子どもた

ちへのインタビューや個別の質問が多かった。ロールプ

レイングにおける行動観察も少数見られた。

１）シミュレーション場面での行動観察

　シミュレーション場面での行動観察は、米国North 

Dakota州立大学の20年以上の一連の研究で使われている。

Miltenbergerら11）、 Johnsonら12）, Olsen-Woodsら13）の 研

究では、誘拐防止のためのBehavioral Skills Training（Ｂ

ＳＴ）による実地訓練等を行い、その評価として行動観察

が行われた。子どもが声かけをされるシミュレーション

場面での行動を個別に観察した。そこでは、保護者の同

意を得た後、子どもの自宅の庭、学校や家の近くの歩道、

ショッピングモールなどで、子どもには面識のない不審

者役が、子どもたちを誘った。その際、犯罪被害統計の

分析結果から、誘い方は、代表的なパターンである「散

歩などの単純な誘い」「親や教員などの権威的な立場を利

用した誘い」「子どもたちに魅力的なものを使う誘い」「助

けを求める誘い」が用いられた。また、子どもに求めた

行動は、「Ｎｏと言う」「逃げる」「大人に知らせる」であっ

た。類似の方法はLuriaら14）も用いていた。Luriaらは、

不審者対応については、「逃げる」「先生か他の大人に知

らせる」「車に乗らない」「その人に隠語をたずねる」「そ

の人に近づかない」を目標行動としていた。
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２）インタビューや個別の質問 

　これらは、表１の全ての研究が使っていた方法である。

いずれも子どもに対して個別に行われていた。

　上記のNorth Dakota州立大学の研究では、対処の仕方

や場面の危険性について、絵を提示したり人形を使った

りしながら子どもにインタビューを行っていた。絵にお

いては、「年長者が下着の中に手を入れようとしている」

などの危険なものと、「水泳の指導者が子どもを浮かべる

ため補助している」などの安全なものを複数個ずつラン

ダムに交えていた。また、Wardenら15）は、場面を絵で具

体的に提示しながら、危険性について子どもたちに質問

していた。具体的場面としては、場所、不審者の人数や

子どもたちの人数等考慮して、安全な場面、危険な場面

等から各複数パターンをランダムに選んだ。その際、場

面提示では、４つの状況（いじめ、不審者、不適切な親

密な関係、秘密の強制）、２パターンの誘い方（一般的誘

いと依頼）、５つのバリエーション（誘う側や誘われる側

の人数や構成を変更）を組み合わせて提示した。さらに、

Hardenら16）は、子どもの日頃の恐怖や不安等をインタ

ビューにより評価させた。そこでは、一覧表、文章完成

法、分類、spider diagram（危険であることや危険でない

ことになどに相当する事柄を空欄にかかせる）などを用

いていた。日本においては、江尻ら17）が、Wardenらの研

究を参考に、場面提示では、未知あるいは既知の男性か

ら、魅力的な誘い（子犬、手品、風船など）を受ける場

面を提示し、対処の仕方やその理由をたずねていた。

３）ロールプレイング

   Miltenbergerら11）は、研究補助者が、子どもにロール

プレイングの行い方を説明した後、同補助者が不審者役

となり、 7つの危険な場面から２つをランダムに選び、

誘った場合どのように対処するかを子どもにロールプレ

イングさせ、その際の行動を評価した。例えば、子ども

が一人で店にいる時に、不審者が近づいてきて子どもを

ほめた後、プレゼントを暗示し車に誘うようなものであ

る。適切な対処としては、嫌だと言う、10秒以内にその

場を離れる、他の人に出会ってから10秒以内にできごと

を話すとしていた。またLuriaらは14）、一人で在宅の場合

の不審電話への対応についてロールプレイングを行い、

その対応結果を評価した。具体的には、保護者の知り合

いのふりをしてかけられた電話に対応することを求めた。

状況は、保護者の在宅状況を尋ねた場合、自分の名前を

尋ねられた場合、届け物をしたいが住所を忘れたので教

えて欲しいと求められた場合とした。そして、いずれに

対しても応えないことを適切とした。

４　考察

　シミュレーション場面での行動観察は、誘った場合の

子どもの反応を直接測定するもので、極めて妥当性が高

いと言える。ただ、本方法の実行可能性には問題がある。

North Dakota州立大学の研究では、保護者に参加の同意

を得る、単なる測定に留まらず、測定後には、子どもが

対処スキルを完全に習得できるまで、教授、モデリング、

リハーサル、賞賛、フィードバックを使って繰り返しト

レーニングを行うなど、十分に配慮されていた。さらに、

測定の影響を調べるため、測定後に子どもが見知らぬ人

や目新しい状況に怯え、動揺、警戒などを持つようにな

らなかったかを調査した。加えて、保護者の研究への満

足度を調査した。以上の多面的調査から、問題が発生し

なかったとしている11）。一方、一部の保護者が児童の測

定への参加を拒否したり、測定場面での子どもの不安感

が増大したりするなどの問題が発生した例も報告されて

いる18）。

　一方、ロールプレイングやインタビューは、上記行動

観察に比べ実用性は高いものの、妥当性は低いと考えら

れる。Carroll-Rowanら19）、Olsen-Woodsら13）は、シミュレー

ション場面の行動測定、ロールプレイングでの行動測定、

インタビュー等による対処行動の関係について検討して

いる。それによれば、シミュレーション場面の測定は現

実場面に近いが、実施には賛否両論あること、ロールプ

レイング場面の行動については、反対意見が少ないもの

の場面の作為性を子どもがわかっていること、両場面の

行動と自己報告の行動との相関は低いこととされている。

ただし、ロールプレイングとインタビューについても、

測定方法として実際用いられていることから、ある程度

の評価は受けていると考えられた。

　ところで、小学生の防犯能力の測定、評価では、発達

段階からして、具体的場面の提示が不可欠である。Harden

らは16）、子どもたちに対するインタビュー結果から、子

どものリスクの評価には、周囲の人々の特性、特定の場

所の構造、時間帯、行動が影響するとしている。本報で

紹介した諸研究においても、提示場面では、場所、誘う

相手の年齢、性別、人数、誘われる側の人数、誘い方等

が考慮されており、多くがそれからランダムに、また研

究によっては複数提示していた。さらに、子どもたちが

とった行動の評価の基準が明確であった。ただ、これら

の場面作成や場面提示を実現するには、子どもたちのリ

スク認知、ヒヤリハットや犯罪被害、それらの関連要因

などの実態情報が欠かせない。今後、国内における上記

のような研究が必要となる。また、海外の研究結果から

これらの情報を収集し分析することも必要であり、検討
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したい。
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表１　収集資料の分析結果
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第１回理事会

　日　時：平成19年９月24日（月）12:40～13:10

　場　所：京都府立医科大学医学部看護学学舎会議室

　出席者：衞藤隆理事長、反町吉秀副理事長、渡邊能行副理事長、木村みさか、鈴木隆雄、山内勇、西岡伸紀、今井

博之、武藤孝司、白石陽子、渡邉正樹、岡山寧子、石附弘、稲坂恵、牧川方昭、横田昇平、八田直哉、新

井山洋子、藤田大輔、桝本妙子　各理事　伏木信次、本田豊　各監事　　計22名

　内　容：１）学会会則細則について

　　　　　２）事務局機能の一部委託について

　　　　　３）その他

第２回理事会

　日　時：平成19年12月９日（日）13:00～16:00

　場　所：東京都立老人総合研究所会議室　　　　

　出席者：衞藤隆理事長、反町吉秀副理事長、渡邊能行副理事長、木村みさか、鈴木隆雄、山内勇、西岡伸紀、今井

博之、武藤孝司、白石陽子、渡邉正樹、岡山寧子、石附弘、稲坂恵、牧川方昭、横田昇平、八田直哉、新

井山洋子、石原明子（委任）、本田豊（委任）、桝本妙子　各理事　　計21名

　内　容：１）設立総会について

 ２）会則および細則の最終案

 ３）委員会組織について

 ４）平成19年度事業計画について

 ５）第２回総会開催について

 ６）その他

第３回理事会

　日　時：平成20年３月22日（土）13:00～16:00

　場　所：東京都立老人総合研究所会議室　　　　

　出席者：衞藤隆理事長、反町吉秀副理事長、渡邊能行副理事長（委任）、木村みさか、鈴木隆雄、山内勇、西岡伸紀、

今井博之、武藤孝司、白石陽子、渡邉正樹、岡山寧子、石附弘、稲坂恵、新井山洋子（委任）、藤田大輔

（委任）、桝本妙子、伏木信次（委任）、本田豊（委任）　　計19名

　内　容：１）第２回総会について

 ２）各委員会報告ならびに協議事項

　　　　　　・総務委員会（事務局）：事務局委託、委任状について

　　　　　　・財務委員会：事務局委託について

　　　　　　・編集委員会：投稿規定、学会誌創刊号について

 ３）その他

 

日本セーフティプロモーション学会

平成19年度理事会報告
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第４回理事会

　日　時：平成20年６月７日（土）10:30～14:00

　場　所：東京都立老人総合研究所会議室

　出席者：衞藤隆理事長、反町吉秀副理事長、渡邊能行副理事長、木村みさか、鈴木隆雄、山内勇、西岡伸紀、今井

博之、武藤孝司、白石陽子、渡邉正樹、岡山寧子、石附弘、稲坂恵、牧川方昭（委任）、横田昇平（委任）、

八田直哉、新井山洋子（委任）、藤田大輔（委任）、桝本妙子（委任）　各理事　　計20名

　内　容：１）第２回総会について

 ２）各委員会報告ならびに協議事項

　　　　　　・総務委員会（事務局）：選挙、財務状況

　　　　　　・編集委員会：創刊号の発刊、次号案

　　　　　　・学術委員会

　　　　　　・広報委員会

　　　　　　・国際委員会

　　　　　　・技術委員会

　　　　　　・SCネットワーク交流委員会

　　　　　　・財務委員会

　　　　　３）その他

第５回理事会

　日　時：平成20年９月13日（土）12:30～16:00

　場　所：京都府立医科大学医学部基礎医学学舎３階会議室

　出席者：衞藤隆理事長、反町吉秀副理事長、渡邊能行副理事長、木村みさか、鈴木隆雄、山内勇、西岡伸紀、今井

博之、武藤孝司、白石陽子（委任）、渡邉正樹（委任）、岡山寧子、石附弘、稲坂恵（委任）、牧川方昭（委

任）、横田昇平、八田直哉、新井山洋子（委任）、藤田大輔（委任）、桝本妙子　各理事　　計20名

　内　容：１）第２回学術大会について

 ２）各委員会報告ならびに協議事項

　　　　　　・総務委員会（事務局）：選挙結果、会員の動向、平成19年度事業報告（案）、平成20年度事業計画（案）

　　　　　　・財務委員会：会計監査について

　　　　　　・編集委員会：査読内規、第２号発刊について

　　　　　　・広報委員会：ホームページについて

　　　　　３）その他

第６回理事会　（メール会議）

　内　容：第２回総会資料について

　　　　　平成19年度収支決算（案）

 平成20年度収支予算（案）

 平成21年度収支予算（案）

 平成19年度事業報告（案）

 平成20年度事業計画（案）

 平成21年度事業計画（案）

 新役員体制（案）

日本セーフティプロモーション学会　理事会報告
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第１回理事会

　日　時：平成20年10月10日（金）11:00～13:00

　場　所：東京都老人総合研究所会議室

　出席者：衞藤隆理事長、反町吉秀副理事長、渡邊能行副理事長、木村みさか、桝本妙子(委任)、鈴木隆雄、山内勇、

西岡伸紀、今井博之、岡山寧子、渡邉正樹、石附弘、倉持隆雄、武藤孝司、白石陽子、牧川方昭(委任)、

横田昇平、八田直哉、藤田大輔、稲坂恵、伏木信次　各理事・監事　計21名

　内　容：１）第２回学術大会について

 ２）第２回総会について

　　　　　３）その他

第２回理事会

　日　時：平成21年２月15日（日）13:00～16:00

　場　所：東京大学教育学部　赤門総合研究棟　208号室

　出席者：衞藤隆理事長、反町吉秀副理事長、渡邊能行副理事長、木村みさか、桝本妙子(委任)、鈴木隆雄(委任)、

山内勇、西岡伸紀、今井博之、岡山寧子、石附弘、倉持隆雄(委任)、武藤孝司、白石陽子(委任)、牧川方

昭(委任)、横田昇平、八田直哉、新井山洋子(委任)、藤田大輔、稲坂恵、伏木信次(委任)

 各理事・監事　計21名

　内　容：１）第３回学術大会について

 ２）学会誌第２号について

 ３）財政基盤について

 ４）広報（学会宣伝用パンフレット等）について

 ５）その他

平成20年度理事会報告
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日　時：平成20年10月11日（土）　11:30～12:30

場　所：東京都老人総合研究所　会議室

理事長あいさつ

　昨年９月24日に設立した本学会は、暫定的にスタートし、選挙を経てあらためて学会としてスタートした。厳粛な

ご審議をお願いしたい。

役員紹介

議長選出　第２回学術大会長　鈴木隆雄理事

議事

１．平成19年度事業報告および収支報告、監査報告

　１）事業報告について、資料に基づき理事長より説明

　　(1) 第１回学術大会の開催　渡邊能行会長　平成19年９月24日（月）　京都府

　　(2) 学会誌の発行

　　(3) 国際活動、交流推進、ネットワーク事業

　　(4) ホームページによる情報提供

　２）会計報告について、資料に基づき財務担当理事より説明

　　平成19年９月に設立のため、平成19年９月から平成20年３月31日までの報告

　３）監査について、伏木監事より報告

　　会員数少ないこともあり、財務状況は厳しい。収入を増やす工夫を検討いただきたい。

　４）質疑応答　とくになし

　→事業報告、会計報告、監査報告を拍手で承認

２．平成20年度事業計画および収支予算

　１）事業計画について、資料に基づき理事長より説明

　　(1) 第２回学術大会の開催　鈴木隆雄会長　平成20年10月10日（金）・11日（土）　東京都

　　(2) 学会誌の発行

　　(3) 国際活動、交流推進、ネットワーク事業

　　(4) 後援事業

　　(5) ホームページによる情報提供

　　(6) 役員選挙

　２）予算計画について、資料に基づき財務担当理事より説明

　３）質疑応答　とくになし

　→事業計画、会計予算を拍手で承認

３．平成21年度事業計画および収支予算

　１）事業計画について、資料に基づき理事長より説明

　　(1) 第３回学術大会の開催：平成21年10月（予定）青森県十和田市

　　(2) 学会誌の発行

　　(3) 国際活動、交流推進、ネットワーク事業

　　(4) 後援事業

日本セーフティプロモーション学会第２回総会議事録
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　　(5) ホームページによる情報提供

　２）予算計画について、資料に基づき財務担当理事より説明

　　会員数100名見込み

　３）質疑応答　とくになし

　→事業計画、会計予算を拍手で承認

４．新役員紹介

　　平成20年８月に選挙を実施した結果、定員に満たなかったため、規約により立候補者全員が無投票で当選したの

で報告する。

　任期は、平成20年から平成22年までの３年間

５．第３回学術大会について

　反町大会長よりあいさつ

　日程は平成21年８月28・29日の予定である。

　今年も魅力的な内容だったので頑張りたい。

閉会

 以上

 （文責　事務局　桝本妙子）

日本セーフティプロモーション学会　総会議事録
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第１章　総則
（名称）

第１条　本会は、日本セーフティプロモーション学会（Japanese Society of Safety Promotion）と称する。

（事務局）

第２条　本会の事務局は、別途理事会の定めるところに置く。

　２　本会は、理事会の議決を経て，必要な地に支部を置くことができる。

第２章　目的及び事業
（目的）

第３条　本会は、事故、暴力及び自殺等を予防するセーフティプロモーションに関する学術研究・活動支援等を行い、市

民の安全・安心に寄与することを目的とする。

（事業）

第４条　本会は、第３条の目的を達成するため、次の各号の事業を行う。

　（１）セーフティプロモーション、セーフコミュニティ、外傷予防(injury prevention)に関する学術研究、調査及び
研究者と実践者の交流活動

　（２）セーフティプロモーション、セーフコミュニティ、外傷予防(injury prevention)に関する普及、啓発活動
　（３）セーフティプロモーション、セーフコミュニティ、外傷予防(injury prevention)に関する支援・協力活動
　（４）国内外の関係機関、団体及び学会･研究会との交流、研修、連携活動

　（５）セーフコミュニティ認証に向けた活動

　（６）学会誌及びその他の刊行物の発行

　（７）学術大会及び講演会等の開催

　（８）その他、本会の目的を達成するために必要な事業

（セーフコミュニティ交流ネットワーク）

第５条　前条第２項、第３項及び第５項の事業を実施するため、本会に、セーフコミュニティ交流ネットワークを置く。

　２　セーフコミュニティ交流ネットワークの代表は担当理事をもって充てる。

第３章　会員
（種別）

　第６条　本会の会員は以下のとおりとし、個人正会員と団体正会員をもって正会員とする。

　（１）個人正会員　本会の目的に賛同する個人

　（２）団体正会員　本会の目的に賛同する団体

　（３）学生会員　本会の目的に賛同する個人で、大学（大学院、短期大学含む）、専門学校などに在籍する者

　（４）名誉会員　本会の目的達成のため顕著な功績があった者で、総会において推薦された者

　（５）賛助会員　本会の趣旨に賛同し、本会の事業に賛助する個人及び団体

　（６）特別会員　本会の活動に特別の知見を有する内外の有識者

 

日本セーフティプロモーション学会設立総会議事録
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日本セーフティプロモーション学会　会則

（入会及び会費）

第７条　会員になろうとする者は、入会申込書を理事長に提出しなければならない。ただし、名誉会員に推薦された

者は、入会の手続きを要せず、本人の承諾をもって会員となるものとする。

　２　正会員が団体である場合は、入会と同時に、本会に対する代表者として、その権利を行使する者（以下「正会

員代表者」という。）を定めて本会に届け出なければならない。

　３　会員は、細則の定めるところにより、会費を納入しなければならない。ただし、名誉会員及び特別会員はこれ

を免除する。

　４　既納の会費はいかなる理由があっても返還しない。

（資格の喪失）

第８条　会員は、次の各号の一に該当するときは、その資格を失う。

　（１）退会したとき。

　（２）死亡し、又は会員である団体が消滅したとき。

　（３）除名されたとき。

（退会）

第９条　会員が退会しようとするときは、理由を付して退会届を理事長に提出し、理事会の承認を得なければならな

い。

　２　会費を２ヶ年以上滞納したときは、退会届の有無に関わらず、自動的に退会したものとみなす。

（除名）

第10条　会員が本会の名誉を著しく毀損し、または本会の目的に反する行為を行ったときは、理事会の決議により除

名することができる。

第４章　役員及び評議員
（役員）

第11条　本会には、次の役員を置く。

　（１）理事長　　１名

　（２）副理事長　２名

　（３）理事　　　15名以上25名以内（理事長１名、副理事長２名を含む）

　（４）監事　　　２名

（役員の選任）

第12条　理事及び監事は正会員の中から別に定める規則による選挙を経て、総会の承認により選任する。

　２　理事長は別に定める規則により、理事を選任することができる。

　３　理事長、副理事長は、理事会において互選する。

　４　理事及び監事は、相互にこれを兼ねることはできない。

（理事の職務）

第13条　理事は、次の各号に掲げる業務を行う。

　（１）理事長は本会を代表し、会務を総理する。

　（２）副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故ある時、又は理事長が欠けたときは、理事長があらかじめ指名

した順序によって、その職務を代行する。

　（３）理事は、理事会を構成し、会則又は総会の議に基づき、本会を運営する。

　（４）理事は、総務、財務、広報、国際交流等を所掌する。

日本セーフティプロモーション学会　会則
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　２　理事は、理事会において第４条に定める事項を審議表決する。

（監事の職務）

第14条　監事は、次に掲げる業務を行う。

　（１）本会の会計の監査をすること。

　（２）理事の業務執行状況を監査すること。

　（３）会計及び業務の執行について、不正の事実を発見したときは、これを総会へ報告する。

　２　監事は、理事会に出席し、意見を述べることができる。ただし、表決には加わらない。

（役員の任期）

第15条　役員の任期は３年とする。ただし、再任を妨げない。

　２　補欠又は増員により選任された役員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。

　３　役員の辞任又は任期の終了した場合に、後任者が就任するまでは、前任者がその職務を行う。

（評議員）

第16条　本会に評議員をおく。

　２　評議員の選任、職務、任期等については、別に定める規則によるものとする。

第５章　学術大会
（学術大会）

第17条　本会は、学術大会を年１回以上開催する。

　２　学術大会長は、理事会で選出し、総会で報告する。

第６章　総会
（総会の種別）

第18条　総会は、通常総会と臨時総会とする。

（構成）

第19条　総会は第６条の正会員をもって構成する。

（総会の議決事項）

第20条　総会は、次の事項を議決する。

　（１）会則の変更

　（２）事業報告及び収支決算

　（３）事業計画及び収支予算

　（４）その他本会の業務に関する重要事項で理事会において必要と認められた事項

（総会の開催）

第21条　通常総会は毎年１回開催する。

　２　臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に、開催する。

　（１）理事会が必要と認めたとき。

　（２）正会員の５分の１以上から、会議の目的を記載した書面によって開催の請求があったとき。

　（３）第14条第１項第３号の規定により、監事から招集の請求があったとき。
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（総会の招集）

第22条　総会は、理事長が招集する。

　２　理事長は前条第２項第２号又は第３号の規定による請求があったときは、その請求のあった日から30日以内に

臨時総会を招集しなければならない。

　３　総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもって、少なくとも10日前ま

でに通知しなければならい。

（総会の議長）

第23条　総会の議長は、その都度、総会に出席の正会員の互選で選任する。

（総会の議決数）

第24条　総会の議事は、この会則に別段の定めがある場合を除くほか、出席正会員の過半数をもって決する。

（総会の議事録）

第25条　総会における議事の経過及びその結果は、議事録に記載しなければならない。

第７章　理事会
（理事会）

第26条　理事会は、毎年２回以上理事長が招集する。

（理事会の構成）

第27条　理事会は、理事をもって構成する。

（理事会の議決事項）

第28条　理事会はこの会則において別に定める事項のほか、次の事項を議決する。

　（１）事業の執行に関すること

　（２）会員の入会及び退会に関すること

　（３）財産の管理に関すること

　（４）その他総会の議決を要しない会務に関する事項

（理事会の議長）

第29条　理事会の議長は、理事長がこれに当たる。理事長に事故ある時は、あらかじめ理事長が指名した順序によっ

て副理事長がこれに当たる。

（理事会の定足数及び議決数）

第30条　理事会は、理事の３分の２以上の出席がなければ議事を開き、議決をすることができない。ただし、当該議

決につき書面をもってあらかじめ意思表示した者及び他の理事を代理人として表決を委任した者は、出席者と

みなす。

　２　理事会の議事は、この会則に別段の定めがある場合を除くほか、出席理事の過半数をもって決し、可否同数の

時は、議長の決するところによる

（理事会の議事録）

第31条　理事会における議事の経過及びその結果は、議事録に記載しなければならない。
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第８章　委員会
(委員会)

第32条　本会は、会則第４条の事業を行うため、本会に委員会を置くことができる。

　２　委員会の設置、廃止及びその他必要な事項は、理事会で決定する。

　３　委員会の委員長、副委員長、委員は理事会の議決を経て、理事長が委嘱する。

第９章　資産及び会計
（資産の構成）

第33条　本会の資産は、次のとおりとする。

　（１）会費

　（２）事業に伴う収入

　（３）資産から生じる収入

　（４）寄附金品

　（５）その他の収入

（資産の管理）

第34条　本会の資産は理事長が管理し、理事会の議決を経て確実な方法によって会長が保管する。

（資産の支出）

第35条　資産の支出は、理事会の議決を経て総会が承認した予算に基づいて行う。

（事業年度）

第36条　本会の会計年度は、毎年４月１日より翌年３月31日までとする。

第10章　解散
（解散）

第37条　本会の解散は、理事現在数の4分の3以上及び正会員現在数の２分の１以上の議決を経なければならない。

　２　本会の解散に伴う残余財産は、理事現在数の４分の３以上及び正会員現在数の２分の１以上の議決を経て、本

会の目的に類似の目的を有する公益法人に寄附するものとする。

第11章　事務局
（事務局）

第38条　事務局は、総務担当理事の指揮の下、次の会務を処理する。

　（１）　年次学会及び総会の開催に必要な事項

　（２）　会費の徴収及び経理事務

　（３）　予算案及び決算書の作成

　（４）　その他会の運営に必要な事項

　２　事務局の運営については別に定める。
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（書類及び帳簿の備付等）

第39条　この学会の事務局に、次の書類及び帳簿を備えなければならない。ただし、他の法令により、これらに代わ

る書類及び帳簿を備えたときは、この限りでない。

　（１）会則

　（２）会員の名簿

　（３）役員並びにその他の職員の名簿及び履歴書

　（４）財産目録

　（５）資産台帳及び負債台帳

　（６）収入支出に関する帳簿及び証拠書類

　（７）理事会及び総会の議事に関する書類

　（８）官公署往復書類

　（９）収支予算書及び事業計画書

　（10）収支計算書及び事業報告書

　（11）その他必要な書類及び帳簿

第12章　補則
（細則）

第40条　この会則の施行についての細則は、理事会の議決を経て別に定める。

附　　　則
第１条　本会則は、2007年９月24日より施行する。

　２　本会設立時には、第12条の規定は、暫定的に適用を除外する。
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第一章　総　則
第１条　セーフティプロモーション学会の機構、業務の運営、会務の分掌、職制等の会則施行に必要な事項は、他の

規則規程に定めるもののほかこの細則の定めるところによる。

第２条　この細則の制定及び変更は、理事会の議決と総会の承認を経るものとする。

第二章　会　費
第３条　この学会の会費は年額下記のとおりとする。

　（１）個人正会員　6,000円

　（２）団体正会員 30,000円

　（３）学生会員　　3,000円

　（４）賛助会員　一口　20,000円（一口以上）

２　名誉会員及び特別会員は会費を免除する。

３　会員は会費を前年度内に納付しなければならない。

第三章　委員会
第４条　この学会には、会務の円滑な執行のため次の分掌の委員会を置く。

　（１）総務委員会

　　　・会員の入退会、役員選挙等に関する事項

　　　・総会、理事会等に関する事項

　　　・細則の制定及び改廃の起案に関する事項

　　　・事務局業務の委託等に関する事項

　　　・その他総務事務（企画調査含む）に関する事項

　（２）財務委員会

　　　・金銭の経理と保管に関する事項

　　　・会費の徴収に関する事項

　　　・予算及び決算に関する事項

　　　・財務の強化、寄附金の募集・受け入れに関する事項

　　　・会費と支部交付金の年額に関する事項

　　　・その他会計事務に関する事項

　（３）学術委員会

　　　・学会が行う学術調査・研究に関する事項

　　　・内外の研究団体等との対応に関する事項

　　　・他の学協会等への推薦に関する事項

　　　・刊行物に関する調査、発送及び残部の保管に関する事項

　（４）国際交流委員会

　　　・ＷＨＯセーフコミュニティ協働センターとの連絡、情報交換及び協力に関する事項

　　　・各国の関係学会等との連絡、情報交換及び交流事業に関する事項

　　　・国際会議への参加、協賛、あるいは開催に関する事項

　　　・国際共同研究、人物交流等の国際的な研究及び交流に関する事項 

日本セーフティプロモーション学会設立総会議事録

セーフティプロモーション学会　細則
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　（５）編集委員会

　　　・学会誌の編集、刊行及び発送に関する事項

　　　・学会誌に掲載する広告の募集に関する事項

　（６）広報委員会

　　　・学会活動の広報に関する事項

　　　・学会ホームページの運営及び維持に関する事項

　　　・学術データベースの公開に関する事項

　（７）技術委員会

　　　・学会が行う技術調査、研究、開発及び評価に関する事項

　　　・内外の企業等、技術開発に関わる団体等との対応に関する事項

　　　・安全基準及び規格の制定並びに講評等に関する事項

　（８）セーフコミュニティ交流ネットワーク

　　　・セーフコミュニティの普及及び啓発に関する事項

　　　・セーフコミュニティに取り組む地域への支援及び協力活動に関する事項

　　　・セーフコミュニティ認証に向けた活動に関する事項

　　　・セーフコミュニティ認証等をめざす地域における情報交換及び交流に関する事項

第５条　委員会には、委員長を置くこととし、委員長は理事の中から理事会において選任する。

２　委員会の委員は、理事長がこれを委嘱する。

３　委員は、委員長の分掌の執行を補佐する。

第６条　委員会の運営については、それぞれ別に定める。

附　　則
この細則は平成19年９月24日から施行する。
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 理 事 長 　衞藤   隆

 副理事長 　反町 吉秀  　 渡邊能行

 理　　事  総務委員会 木村みさか　　　桝本　妙子

   財務委員会 鈴木　隆雄　　　山内　　勇

   学術委員会 西岡　伸紀　　　今井　博之

   編集委員会 岡山　寧子　　　渡邉　正樹　

   広報委員会 石附　　弘　　　倉持　隆雄

   国際委員会 武藤　孝司　　　白石　陽子

   技術委員会 牧川　方昭　　　横田　昇平

  ＳＣ交流ネットワーク委員会

　　　　　　　　　　　　　八田　直哉　　新井山洋子　　藤田　大輔

 監　　事 　伏木　信次　　稲坂　　恵

日本セーフティプロモーション学会設立総会議事録

日本セーフティプロモーション学会理事名簿
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１．本誌への投稿原稿の筆頭執筆者は、本学会会員であることに限る。　　

２．原稿は未発表のものに限定し、他誌に発表された原稿（投稿中も含む）を本誌へ投稿すること認められない。

３．本誌に掲載された原稿の著作権は日本セーフティプロモーション学会に帰属する。

４．本誌は原則として投稿原稿およびその他によって構成される。投稿原稿の種類とその内容は表のとおりとする。

なお１頁の字数は約2,500字である。

その他として、本誌には編集委員会が認めたものを掲載する。

５．掲載が決定した場合、６頁を超えた分については著者が掲載料を負担する。

６．「論壇」、「総説」、「原著」、「短報」、「活動報告」については、専門領域に応じて選ばれた２名による査読の後、掲

載の可否、掲載順位、種類の区分は、編集委員会で決定する。

７．「資料」および「会員の声」の掲載の可否は、編集委員会で決定する。

８．原稿は執筆要領にしたがって作成する。

執筆要領

１．投稿原稿は原則として日本語で作成する。ただし図表の説明は英文でもよい。

２．原稿はMS-Wordもしくは一太郎で作成する。
３．投稿原稿の構成は原則として以下のとおりとする。タイトルと著者名は表紙に記載し、抄録・キーワード・本文

といっしょに記載しないこと。

日本セーフティプロモーション学会設立総会議事録
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刷上り頁数内　　　　　　　容原稿の種類

８頁以内セーフティプロモーションの理論の構築、提言、展望など論　　壇

10頁以内セーフティプロモーションの研究に関する総括または解説総　　説

10頁以内セーフティプロモーションに関する独創的な研究論文原　　著

５頁以内セーフティプロモーションに関する独創的な研究の短報短　　報

10頁以内セーフティプロモーションに関する実践等の報告活動報告

６頁以内セーフティプロモーションに関する有益な資料資　　料

１頁以内学会活動や学会誌に対する学会員の意見など会員の声

内　　　容項　目

和文および英文で記載タイトル

著者全員の氏名と所属を和文および英文で記載著者名

和文の抄録（600字以内）と英文抄録（400words以内）ただし英文抄録は「原著」と
「短報」のみ必須とし、他の種類の原稿では付けなくてもよい。

抄録

キーワードを５語以内で和文と英文で記載キーワード

Ⅰ　緒言（はじめに、まえがきなど）　研究の背景・目的

Ⅱ　方法　対象と方法

Ⅲ　結果

Ⅳ　考察

Ⅴ　結語（結論、おわりに、あとがきなど）

文献

図、表、写真など　　上記Ⅰ～Ⅴとは別に添付する。

本文

ただし論壇、総

説、資料、会員

の声はこの形式

にしたがう必要

はない。

氏名、連絡先（住所、電話およびFAX番号、E-mail）のほか、論文名、希望原稿種類、
別刷必要部数を記載（なお別刷印刷費用は著者負担とする）

投稿票
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４．文章は新仮名づかい、ひら仮名使用とし、句読点（、　。）や括弧は１字分とする。

５．数字は算用数字を用い、２桁以上の数字・英字は半角を用いる。

６．外来語は原則カタカナで表し、人名、地名など適当な日本語がない場合には原綴を用いる。

７．図、表、写真には通し番号を付ける。また本文の欄外に挿入位置を指定すること。なお図、表、写真はそのまま

掲載できるように鮮明なものを提出する。専門業者による図表等の製作が必要になった場合は、経費は著者負担

とする。

８．文献は本文での引用順に、1）、1,2）、1―3）などの番号で示す。

９．文献の記載方法は下記の通りとする。

　①　定期刊行物の場合

　　著者１、著者２．論文名．雑誌名、発行年；巻（号）：掲載頁始－終．

　　記載例

　　１）衞藤 隆．Safety Promotionの概念とその地域展開．東京大学大学院教育学研究科紀要、2006；46：331－337．
　②　単行本の場合

　　著者．表題．編著者．書名．発行所所在地：発行所、発行年；掲載頁始－終．

　　記載例

　　２）Miller TR, Assessing the burden of injury. In Mohan D, Tiwari G (Eds.).Injury Prevention and Control. 
London:Taylor & Francis, 2000;49－70.

　③　インターネットの場合

　　著者．論文名．at: http://・・・・．Accessed 月日, 年
　　記載例

　　３）European Association for Injury Prevention and Safety Promotion, Consumer safety action. at: 
http://www.eurosafe.eu.com/csi/eurosafe2006.nsf/wwwVwContent/l2consumersafety.htm．Accessed April 1, 2008.

　　　なお著者が３名を越える場合は、４名以降は「ほか(et al.)」と表記する。
10．論文の内容が倫理的配慮を必要とする場合は、必ず「方法」の項にどのような配慮を行ったかを記載する。なお

人を対象とした生物医学的研究ではヘルシンキ宣言を遵守すること。

投稿手続き

１．原稿は、投稿票、表紙（タイトル、著者名）、抄録、キーワード、本文（文献、図表を含む）の順にまとめ、Ａ４

用紙に40字×30行横書きで印字した正１部、副２部（コピー可）と、原稿を電子メディア（CD-Rなど）に保存し
て提出する。

２．投稿原稿送付の際は封筒に「日本セーフティプロモーション学会誌原稿」と朱書し、編集委員会宛に簡易書留で

郵送する。

　　　　郵送先　〒602-0857　京都市上京区清和院口寺町東入る中御霊町410

　　　　　　　　京都府立医科大学医学部看護学科内

　　　　　　　　日本セーフティプロモーション学会誌編集委員会　　岡山寧子宛

３．審査過程で修正が必要として返却された原稿は、編集委員会が規定した期日までに返却すること。

４．掲載が決定した場合、著者校正は１回とする。

５．原稿受理日は編集委員会が審査の終了を確認した年月日をもってする。

 平成20年３月22日　制定

また投稿論文の締め切り等については、学会ホームページに随時掲載する。



 93日本セーフティプロモーション学会誌　Vol.2　No.1　　2009

日本セーフティプロモーション学会誌投稿規定

投　　稿　　票

ふりがな投稿者氏名

投稿者連絡先

　住所

　電話・FAX
　e-mail等

論文名

希望原稿種類

別刷必要部数

その他

編集委員会への

連絡事項など
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編編編編編編編編編編編編編編集集集集集集集集集集集集集集後後後後後後後後後後後後後後編集後記記記記記記記記記記記記記記記

　学会誌２巻１号を発行することができて、一同ホッとしております。皆様には桜の開花

前にできるだけお届けしたいと願っておりましたが、京都は葉桜となってしまいました。

今回、予算と人手のない中、あわただしく作業を進めてきましたが、多数のご投稿をいた

だき、予想以上にやりがいのある仕事となりました。これも皆様のご努力とご協力の賜と

感謝申し上げます。

　本号は、第２回学術集会での基調講演を２編、そして原著、活動報告、資料を計８編掲

載しております。残念ながら、編集委員会活動も、学会誌編集という目の前の作業に追わ

れてばかりで、学会誌としてのあるべき姿をじっくり検討できているとはいえません。こ

れからの課題として受け止めております。今回の学会誌編集の面でも不十分な点が多々あ

ると思います。これからも皆様からのご意見やご助言をいただきながら、改善しつつ、よ

りよい編集をすすめていきたいと考えております。どうぞよろしくお願いいたします。

　学会誌は日頃の研鑽をまとめ、新しい知見を共有する場でもあります。今後共、積極的

なご投稿をお待ちしております。

 日本セーフィプロモーション学会誌編集委員会
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